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要旨／梗概 
 
 

 
背景 

 
 学校でのいじめは、子どもたちの身体的健康と精神的健康に対し、短期的にも長期的にも重大

な影響がある。様々ないじめ対策プログラムが世界中で実施されてきたが、プログラムを評価し

たものはずっと少ない。いじめ予防をテーマに行われた研究をまとめた叙述的レビュー

（narrative review）の先例も、いじめ対策プログラムのメタアナリシスの先例も数が限られてい

る。学校でのいじめの定義には、複数の鍵となる要素が含まれる。つまり、被害者に不安感・苦

痛・危害を与える目的で行われる身体的・言語的・心理的な攻撃あるいは威嚇、力のある子ども

（あるいは子どもたち）が力のない子ども（あるいは子どもたち）を虐げる（心理的あるいは身

体的な）力関係のアンバランスさ、そして、長期間にわたり同じ子ども同士で事件が繰り返され

る、という要素である。学校でのいじめは、校内や登下校中に起こる。（身体的、心理的、ある

いは言語的に）同等の強さを持つ子ども同士がお互いを攻撃し合うのは、いじめではない。 
 

 
目的 

 
 この報告書では、学校でのいじめとその被害化（つまりいじめられること）の減少を目的に設

計されたプログラムの効果について、系統的レビューとメタアナリシスを示す。筆者らは、既存

のレビューの欠点を指摘し、本稿の系統的レビューとメタアナリシスによって、いじめ予防に関

する既存の諸文献の隙間をいかにして埋めるかを詳細に説明する。 
 

 
文献検索の戦略 

 
 この報告書では、以下の点で既存のレビューを上回っている。それは、35 種類の雑誌を 1983
年から 2009 年 5 月末までの全巻について手作業で検索するなど、評価研究をこれまで以上に徹

底的に検索していること、18 種類の電子データベースで、かつ英語以外の言語で、世界中の評価

研究を検索していること、そして、攻撃的行動ではなく、いじめの減少に特化して設計されたプ

ログラムのみに焦点を当てている（つまり、アウトカム変数がいじめを測定していることが明白

である）という点である。なお、学校でのいじめの分野で優れた業績を挙げている研究者とも、

電子メールを通じて接触した。 
 

 
文献の選択基準 

 
 介入を受けた実験群と受けなかったコントロール群の比較によっていじめ対策プログラムの効

果を評価していれば、その研究はレビューに含めた。ここでいう「実験群」とは、プログラムを

受けた生徒のことを指すし、必ずしも無作為化を意味するわけではない。レビューには、４種類

の研究デザインを含めている。それらは、a) 無作為化試験、b)実験前後でいじめを測定すること

による実験群とコントロール群の比較、c) その他の実験群とコントロール群の比較、最後に d) 
準実験による年齢コホートデザイン（同じ学校に通う年齢 X の生徒たちについて、介入後の生徒

を介入前の生徒と比較する）である。また、公開されている報告書も未公開の報告書（例えば博

士論文）もレビューに含めている。プログラム評価に関係する報告書には、いじめあるいは被害

化をアウトカム尺度として用いていることが明確に示されている必要がある。また、いじめと被
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害化は、自己申告形式の質問票、友人による評価、教員による評価、観測データのいずれかによ

って測定されたものとする。 
 

 
結果 

 
 いじめ予防に関する報告書を全部で 622 件見つけることができた。いじめ対策プログラムにつ

いての報告書の数もいじめに対処する必要性を取り上げた報告書の数も、時間の経過とともに非

常に増えてきている。このレビューでは、622 件のうち、（53 種類のプログラムについて評価が

行われている）89 件の報告書だけを含めることができた。その 53 種類のプログラム評価研究のう

ち、いじめあるいは被害化の効果サイズを計算できるデータを提供していたのは、わずか 44 件だ

った。これら 44 件の評価研究をメタアナリシスした結果、総合的に見て、学校をベースとしたい

じめ対策プログラムは、いじめや被害化（いじめられること）を減らすのに効果があることが示

された。平均すると、いじめは 20%から 23%減少し、被害化は 17%から 20%減少していた。いじ

めや被害化に対する効果は、概して、年齢コホートデザインを用いたプログラムで最も高く、無

作為化試験を用いたプログラムで最も低かった。とはいえ、無作為化試験があらゆる場面でも方

法論的に最良だということは明確にならなかった。なぜなら、（3 校から 7 校という）ごく少数の

学校をそれぞれの条件に無作為に割り付けていたプログラムもあったことや、分化的磨耗などの

方法論上の問題があったためである。プログラムに含まれる様々な要素や介入の中身が、いじめ

および被害化の減少と関連していた。友人との作業は、被害化の増加と関連していた。コード化

を行った 44 件のプログラムのうち 40 件について、その研究者たちからフィードバックを得るこ

とができた。出版バイアスの分析の結果は、観測された効果サイズが（いじめおよび被害化のい

ずれも）、バイアスのかかっていない研究に基づいたものであることを示している。 
 

 
著者の結論 

 
 今までのところ、いじめ対策プログラムの評価によって得られた結果は、勇気付けられる前向

きなものである。我々が得た知見を土台として、これらのプログラムの効果を探る、新たな長期

的研究戦略をしかけるべき時が来ている。このレビューで最も効果があるとされた、プログラム

の鍵となる要素や評価研究の構成要素をベースとして、新たないじめ対策プログラムを設計・検

証していくべきである。これが、我々のレビューから得られる政策に対する主なインプリケーシ

ョンである。また、International Observatory on Violence in Schools のような国際的な機関が

管轄する、いじめ対策プログラムの認証システムを構築すべきであるということも提言する。 
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1 導入 
 
 

 
1.1 系統的レビューのきっかけ

 
 子どもの身体的健康および精神的健康に対して短期的にも長期的にも深刻な影響があることを

考えると（Ttofi & Farrington, 2008a）、学校でのいじめがますます社会的な関心事項、研究の

対象になってきているのも当然のことである。学校でのいじめを対象にした研究は世界中に広が

ってきていて（Smith, Morita, Junger-Tas, Olweus, Catalano & Slee, 1999）、多種多様な介入

プログラムが実施され（Smith, Pepler, & Rigby, 2004a）、学校にいじめ対策の指針を持たせる

ことを法的に義務付けている国もある（Ananiadou & Smith, 2002）。学校でのいじめの被害化

に係るコストは相当なものであるし（Hawker & Boulton, 2000）、いじめ対策に取り組み、より

安全な学校にしていくための介入を行うことは、道徳的な責務であると言えるかもしれない

（Smith, Ananiadou, & Cowie, 2003）。 
いじめ対策に関する研究が著しく増加しているにもかかわらず、効果的な介入プログラムを設

計・実施する方法を学ぶ必要性はまだまだ高い。特に、異なる国々の研究で実施された介入の多

様な結果を考慮に入れる必要がある（Pepler, Smith, & Rigby, 2004; Smith & Ananiadou, 
2003）。どんな方法が、そしてなぜそのいじめ対策プログラムが別のプログラムより効果的なの

だろうか。介入にどんな要素が含まれていれば、プログラムによっていじめを減らせると予測で

きるだろうか。これらの問いが我々を研究に向かわせた。 
この系統的レビューは、26 年間（1983 年から 2009 年 5 月末まで）の介入研究をカバーしてお

り、広範囲にわたる文献検索に基づいて行われている。また、メタアナリシスによっていじめ対

策プログラムの効果サイズを量的に要約し、いじめ予防において何が・誰に・どんな条件下で有

効なのかをしっかりと推測できるように、諸研究の評価結果を標準化している。 
 

 
1.2 いじめの定義 

 
 学校でのいじめの定義には、以下の複数の鍵となる要素が含まれる。つまり、被害者に恐怖や

苦痛、危害を加えることを意図した身体的、言語的、あるいは心理的な攻撃や威嚇、そして、力

のある子ども（たち）が力のない子どもを虐げる（心理的あるいは身体的）力関係の不均衡、最

後に、長期間にわたり同じ子どもどうしで問題が繰り返されること、である（Farrington, 1993; 
Olweus, 1993; Roland, 1989）学校でのいじめは、校内や登下校中に発生する。（身体的、心理

的、あるいは言語的に）強さが同じ者同士がお互いを攻撃するような場合はいじめではない。い

じめは、何よりもまず、力の不均衡と行為の反復を伴うものである。 
このレビューは、被害化（いじめられること）も対象とする。いじめ予防プログラムの評価研

究の大半は、いじめと被害化の両方を減らすことを目的として行われている。我々は、これら２

つのアウトカム尺度（つまり、いじめと被害化）の結果を別々に報告する。例外はあるが（例え

ば Menesini et al., 2003）、ほとんどの評価研究では、いじめるいじめられっ子（bullyvictims）
（つまり、いじめもするし、いじめられもする子ども）の有病率など、他のアウトカム尺度は報

告されていない。そのため、このレビューでは、いじめと被害化を減らすことを目的としたプロ

グラムの効果に限定して分析・報告する。 
いじめは、攻撃的行動の一つの形態である（Andershed, Kerr, & Stattin, 2001; Cowie, 2000; 

Leary, Kowalski, Smith, & Philips, 2003; Roland & Idsoe, 2001; Salmivalli & Nieminen, 
2002）。かと言って、いじめを攻撃や暴力と同一視すべきではない。全ての攻撃や暴力にいじめ

が伴うわけではないし、全てのいじめに攻撃や暴力が伴っているわけでもないからである。いじ

めには、例えば、嫌なあだ名で呼ばれる、拒絶される、仲間はずれにされたり活動から除外され
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る、自分に関する噂を広められる、所持品を取り上げられる、からかわれる、脅されるというこ

とが伴う（Baldry & Farrington, 1999）。ネット上のいじめ（cyber bullying）は最近生まれた

ものなので（Smith et al., 2008）、この種のいじめを対象とした、学校をベースにしたプログラ

ムの質の良い評価研究が出てくるにはまだ時間がかかるだろう。我々の目的は、学校での攻撃や

暴力を予防することではなく、学校でのいじめを予防すること、あるいは減らすことに特化した

プログラムをレビューすることである。学校での攻撃やその他の問題行動を減らすために設計さ

れたプログラムが同時にいじめも減少させる、あるいは増やすというケースも可能性としてあり

えるが、できる限り、いじめにはっきりと焦点を当てた。 
学校でのいじめは、多くの国々で重要な社会問題として認識されている。21 カ国のいじめの問

題の性質と程度、そしていじめをテーマにした研究について、Smith and his colleagues (1999)が
レビューを行っている。異なる言語で「いじめ」という用語を捕えなければならないという問題

があるため、異なる国々のいじめを研究するためには、特別な方法が必要である。Smith, Cowie, 
Olafsson and Liefooghe (2002) は、（「いじめ」のような）国際的な用語を使うことで、認定す

るいじめの有病率にどのような影響があるかを調べるために、14 カ国におけるいじめの意味をレ

ビューしている。Smith and his colleagues (2002, p. 1121) も、ひとつの言語の中の類似した用

語であっても（例えばいじめ、からかい、ハラスメント、虐待）、含まれる意味や文脈がどのよ

うに異なっているか、そして、質問紙に答える人によってどのように違った形で理解されること

があるかということの好例を示している。サーベイではいじめのように国際的な用語を使用する

代わりに、例えば「彼／彼女の顔を殴った」や「ゲームから彼／彼女をのけ者にした」というよ

うな特定の行為を聞くこともできる（Smith et al., 2002, p. 1131）。これは実際に研究者たちが

よく使う方法である（Kalliotis, 2000, p. 49; Pateraki & Houndoumadi, 2001, p. 174）。 
 

 
1.3 背景 

 
 いじめを減らすために、学校をベースにした介入プログラムが、数多く考案・実施されている。

そういったプログラムは、いじめっ子、被害者、友人、教師、あるいは学校全体を対象としてい

る。プログラムの多くは、なぜ子どもたちはいじめをするのか、なぜ子どもたちは被害者になる

のか、なぜいじめは発生するのかという実証に支えられた理論よりも、いじめを減らせるかもし

れないということに関する社会通念的な考えに基づいているように思われる。 
最初の大規模ないじめ対策プログラムは、1983 年にノルウェーで全国的に実施された。この全

国プログラムのより集中的形式のプログラムの評価研究を Olweus (1991)がベルゲン（ノルウェ

ー）で行った。Olweus (1991)による評価研究は、プログラム後に被害化（いじめられること）が

約半分に激減したことを示した。それ以来、少なくともノルウェー以外の 10 カ国で、少なくとも

15 件の大規模ないじめ対策プログラムが実施・評価されてきた（Olweus の影響を受けたものも

あれば、他の考えに基づいたものもあった）。Baldry and Farrington (2007)は、11 カ国で行わ

れた 16 件の大規模な評価研究をレビューしたが、そのうち 5 件は、コントロール群を用いない方

法論的デザインで実施されていた。Baldry and Farrington は、16 件のうち 8 件については望ま

しい結果だったが、2 件はどちらとも言えず、4 件は小さな効果や無視できる程度の効果しかなく、

2 件は望ましくない結果だったと結論づけている。今回のレビューには、より多くの評価研究

（全部で 53 件）が含まれており、プログラムの要素の効果を調べている。出版の重複によって生

じる問題を避けるための特別な方法も用いている。例えば、Flemish いじめ対策プログラム

（Flemish Anti-bullying Program）の評価研究が行われたのは一度だけだが、その評価の結果は、

4 種類の出版物によって公開されていた。そのため、先に行われているレビュー（例えば Merrell, 
Gueldner, Ross and Isava, 2008）とは違い、我々は注意して、このプログラムを１つの評価研究

としてコード化した。もう１つ別の例を挙げると、Olweus いじめ予防プログラム（Olweus 
Bullying Prevention Program）の効果に関する知見は 22 件の出版物で公開されていたが、実際

には、8 件の評価研究でしか検証されていなかった。 
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アメリカの研究は、概して、いじめよりも学校での暴力や友人の被害化を対象としている。学

校での暴力についてのプログラムや攻撃的行動に対する学校をベースにした介入については、既

に多くのレビューが存在している（例えば Howard, Flora, & Griffin, 1999; Mytton, DiGuiseppi, 
Gough, Taylor, & Logan, 2006; Wilson, Lipsey & Derzon, 2003; Wilson & Lipsey, 2007）。これ

らは参考にはしたが、我々の研究の目的は、いじめを減らすという明確な目的をもって設計され、

いじめを明確に測定しているプログラムのレビューを行うことであるということを強調しなくて

はいけない。 
いじめ対策プログラムの報告書についての最良の情報源は、P.K. Smith and his colleagues 

(2004a)が編著したもので、そこには 11 カ国で実施された 13 件のプログラムが記述されている。

また、主要ないじめ対策プログラムを要約しているレビューもある（例えば Rigby, 2002; Ruiz, 
2005; Smith, Ananiadou, & Cowie, 2003）。既存のもので最も関連性の高いレビューは、全校的

ないじめ対策プログラム 14 件の効果サイズを取りまとめた J.D. Smith, Schneider, Smith and 
Ananiadou (2004)と、学校をベースにしたプログラム 26 件をレビューした Vreeman and 
Carroll (2007)である。これら２つのレビューは質が高い。ただし、いずれのレビューも加重平均

効果サイズ、また研究特徴と効果サイズの間の相関を測定した完全なメタアナリシスを行ってい

なかった。 
J.D.Smith et al. (2004)は、2002 年までに実施された 14 件の評価研究をレビューしているが、

そのうち 6 件は対照群を置かない研究だった。Vreeman and Carroll (2007) は、2004 年までに

実施された 26 件の評価研究をレビューしているが、英語で執筆された研究に限定している上、い

じめに特化したプログラムは 15 件だけだった。もうひとつ、メタアナリシスを用いたレビューが、

Ferguson, San Miguel, Kilburn and Sanchez (2007)によって公開されている。ただし、このレビ

ューには、たった 1 つのデータベース（PsycINFO）で 1995 年から 2006 年までの間に公開され

た論文を検索した結果しか含まれいない（p.406）。また、レビューでは、「学校での、子どもに

対する直接的な攻撃行動など、友人に対するいじめ行動や攻撃のいくつかの要素」を測定したア

ウトカム変数が用いられている（p. 407）。メタアナリシスを用いた最も最近のレビューは、

Merrell et al. (2008)である。ただし、このレビューには、英語で執筆された研究についてわずか

2 つのデータベース（PsycINFO と ERIC）を検索した結果しか含まれていない。また、幅広いア

ウトカム尺度が含まれているが、アウトカムが自己申告によるいじめ（self-reported bullying）
だった研究は 8 件だけで、アウトカムが自己申告による被害化（self-reported victimization）だ

った研究は 10 件だけだった。 
本報告書は、これらの既存のレビューを以下の点において上回っている。 

・ 35 種類の専門雑誌の 1983 年から 2009 年 5 月末までの全巻を手作業で検索するなど、評価研

究をより徹底的に検索している。 
・ 18 種類の電子データベースを用い、英語以外の言語を使う様々な国の評価研究を検索してい

る。 
・ （効果サイズと研究特徴や研究デザインとの関連づけを含む）より詳細なメタアナリシスを行

っている。 
・ いじめを減少させるために特化して設計されたプログラムだけに焦点を当て、攻撃行動は対象

としていない（つまり、アウトカム変数は、明確にいじめを測定している）。 
 

 
1.4 レビューの目的 

 
 我々の主な目的は、学校をベースにしたいじめ対策プログラムのいじめ減少の効果を評価する

ことである。また、先進国におけるプログラムの主要な評価研究を特定し、要約することも目的

としている。（少なくとも）オーストラリア、オーストリア、ベルギー、カナダ、キプロス共和

国、デンマーク、イングランドとウェールズ、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシア、ア

イスランド、アイルランド、イスラエル、イタリア、ルクセンブルグ、日本、マルタ共和国、ニ
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ュージーランド、北アイルランド、ノルウェー、ポルトガル、スコットランド、スペイン、スウ

ェーデン、スイス、オランダ、アメリカではいじめが研究されている（Smith et al., 1999）。

（可能であれば）これら全ての国で実施された評価研究をレビューに含めたい。また、各評価研

究の効果サイズを測定すること、そして（例えばプログラムや学生の）どんな特徴が効果サイズ

と関係しているのかを調べたい。プログラムのどの要素が、どの状況で最も効果的か、それゆえ

いじめ対策プログラムを今後どのように改善すべきなのかについて提言することも目的としてい

る。さらに、無作為化によるデザインを使って評価が行われたいじめ対策プログラムを詳細に記

述することも狙いとする。また、いじめ対策プログラムの評価研究のデザインと分析方法を今後

いかに改善すべきかについても提言したい。ただし、以上のことは、公開されている報告書と公

開されていない報告書の中から入手できる情報に限られてしまうことは言うまでもない。 
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2 方法論 
 
 

 
2.1 プログラムの効果を測定する

 
 いじめ対策プログラムがいじめや被害化に及ぼす効果は、どのように決めることができるだろ

うか。最も質の高い研究とは、統計的な結論の妥当性、内的妥当性、構成概念妥当性、外的妥当

性、記述妥当性を最大化する研究である（Farrington, 2003）。 
統計的結論の妥当性は、介入がいじめに及ぼす効果を測定する効果サイズ（そしてそれに関連

する信頼区間）に関するものである。内的妥当性は、いじめに効果を与えていたのが本当に介入

だったのかどうかに関するものである。構成概念妥当性は、その介入が実際にいじめ対策プログ

ラムだったのかどうか、そのアウトカムが本当にいじめの尺度だったのかどうかということを指

す。外的妥当性は、結果の一般化可能性のことを指し、これを担保するには系統的レビューが最

も優れている。記述的妥当性は、評価研究の鍵となる特徴が報告書内で適切に表現されているか

どうかを指す。 
このうち、内的妥当性が最も重要である。内的妥当性に孕む主な危険は、良く知られるところ

である（Campbell & Stanley, 1966; Cook & Campbell, 1979; Shadish, Cook & Campbell, 
2002）。 
1. 選択 実験群とコントロール群の間に介入前から存在していた差異が効果に

反映されてしまう。 
2. エージング／成熟 介入前から存在していた傾向の単なる延長が効果に反映されてしま

う。人間の自然な発達はその一例である。 
3. 歴史 介入と同じ期間に発生した何らかの出来事が効果に反映されてしま

う。 
4. 測定 プリテストで測定したことが、ポストテストの測定結果に変化をもた

らしてしまう。 
5. 測定手段 アウトカムの測定手段の変更によって効果が生じてしまう。 
6. 平均への回帰 極めて高い得点を持つ調査対象（例えばいじめの比率が高いクラス）

に対して介入が行われると、自然変動によってポストテストの得点が

低下し、それを、介入の効果だと誤って解釈してしまう。 
7. 分化的摩耗 コントロール群に比べて実験群から子どもが不釣り合いに減少するこ

とによって効果が生じてしまう。 
8. 因果の順序 介入がアウトカムに先行していたかどうかが不透明。 
 
 
 加えて、以上のような危険の相乗的な影響もあるかもしれない。例えば、実験群とコントロー

ル群の条件に、介入前から存在していてそのまま続いている別々の傾向があると、選択・エージ

ング効果が生じるかもしれないし、実験群とコントロール群が異なる出来事を経験していたら、

選択・歴史効果が生じるかもしれない（例えば、実験群とコントロール群で異なる環境にいる場

合）。また、いじめが季節によって変動しうるという問題も、介入前後の測定を同時季に行うこ

とで排除することが重要である。 
内的妥当性を最大化するには、介入を行っていなかった場合に何が起きていたかを推定するた

めに、介入条件を何らかのコントロール条件（反事実）と比較することが不可欠である。単に介

入を受ける前後で子どもたちを測定しただけでは、プログラムの効果を、エージング、歴史、測

定、平均への回帰、摩耗といった影響から切り離すことは不可能だろう。特に、いじめは７歳か

ら１５歳にかけて徐々に減少するものである（Olweus, 1991）。したがって、実験群の子どもを、
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介入前と介入後１年の時点で測定すれば、おそらくエージングの効果だけでいじめが減ることに

なる。 
Cook and Campbell (1979)によると、解釈が可能になる最小のデザインでも、実験条件とコン

トロール（比較）条件が必要である。選択、エージング、歴史、測定、回帰効果を取り除くため

の最も優れた方法は、子ども達を実験条件とコントロール条件に無作為に割り付けることである。

十分な数の子どもたちが無作為に割り付けられていれば、いじめに影響を与えうる測定変数・未

測定変数のいずれについても、実験群の子ども達とコントロール群の子どもたちは（介入前の段

階では、統計的変動の範囲の中で）類似しているだろう。 
いじめ対策プログラムの研究では、子ども単位ではなく、学校あるいはクラス単位で、プログ

ラムを受けるか受けないかに無作為に割り付けられていることが多い。評価研究によっては、ご

く小数の学校（３校から７校）を無作為に割り付けていて、統計的結論の妥当性を脅かしてしま

っているものもある。いじめ対策プログラムの無作為化試験が、実験条件とコントロール条件の

両方で介入前後のいじめを測定する準実験的な評価研究よりも常に方法論的に優れているという

のは必ずしも正しくない。明らかなことは、この２つの研究デザインが、方法論的に最も優れて

いる可能性を秘めている、ということである。両デザインが孕む内的妥当性の主な危険は、実験

群とコントロール群からの分化的摩耗である。加えて、介入開始時点ですでにコントロール群の

クラスよりも実験群のクラスでいじめが多ければ、平均への回帰が問題となるだろう。 
「実験」という言葉は、ここでは「処遇を受けた」と同じ意味で使われており、必ずしも無作

為化という意味を内包していない。実験群は、プログラムを受けた生徒たちのことを指す。実験

群のクラスとコントロール群のクラスでいじめを事前に測定せずに行う非無作為化の比較は、い

じめを事前に測定している非無作為化の比較よりも劣っているのは明らかである。いじめが事前

に測定されていない場合、実験群とコントロール群の子どもの比較可能性を成立させるためには、

プリテスト時点の何らかの尺度を利用することが重要である。そうしないと、いじめが事前に測

定されていない非無作為化比較デザインは、選択効果と回帰効果の影響を特に受けやくなる。 
介入前の YEAR 1 時点で X 歳の子どもたちを、同じ学校で介入後の YEAR 2 時点で X 歳の

（別の）子どもたちと比較する年齢コホートデザインは、Olweus (1991)が先駆となって使われ始

めた。年齢コホートデザインは、選択、エージング、回帰、分化的摩耗の問題を大きく排除する

ことができるが、歴史効果と測定効果の影響に対しては脆弱である。総合的に見て、研究者の中

には実験群コントロール群比較と年齢コホートデザインが、無作為化試験と実験群コントロール

群・事前事後デザインよりも方法論的に劣っていると考える者もいるかもしれないが、すべての

デザインには利点と問題点があるものである。これら４つのデザインは、これまでいじめ対策プ

ログラムの効果を評価するのに使用されてきている最も質の高いデザインであり、いずれもいじ

め対策プログラムの効果について有益な情報をもたらしてくれると考えている。 
 

 
2.2 研究の採択基準と除外基準

 
 系統的レビューに含める研究を採択するのに以下の基準を使用する。 
(a) その研究が、学校（幼稚園から高校まで）のいじめを減らすことに特化して設計されたプログ

ラムの評価結果について記していること。攻撃や暴力に関する研究は除外した。例えば、

Woods, Coyle, Hoglund and Leadbeater (2007)の研究は、いじめに特化して研究しているこ

とを明記していなかったため、レビューから除外した。他にもレビューから除外された研究が

あったが、それは、それらの研究が、ある具体的ないじめ対策プログラムが、いじめや被害化

とは別のアウトカム尺度に与える影響を研究の焦点としていたためである。別のアウトカム尺

度とは、例えば、教育達成（例えば Fonagy, Twemlow, Vernberg, Sacco, & Little, 2005）、

いじめについての知識や態度（例えば Meraviglia, Becker, Rosenbluth, Sanchez, & 
Robertson, 2003）、あるいはいじめを受けることも含めた潜在的に危険な多種多様な状況に

関する子どもたちの安全意識（Warden, Moran, Gillies, Mayes, & Macleod, 1997）などであ
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る。 
(b) 被害者に恐怖、苦痛、危害を加えようと意図した身体的、言語的、心理的な攻撃・威嚇、また

力のある子ども（あるいは子ども達）が力の無い子どもを抑圧するという力の不均衡、この２

点によりいじめが定義されていること。長期間にわたり同じ子どもの間で事案が繰り返される

ことも定義の要件になっている研究も多かったが、多くのいじめ研究は、この要素を具体的に

測定あるいは報告していなかったため、我々の定義の要件にはしない。 
(c) いじめが、自己申告形式の質問紙、友人による評価、教師による評価、あるいは観測データを

使用して（明確に）測定されていること。 
(d) プログラムの効果が、プログラムを受けた生徒（実験条件）と受けなかった比較群の生徒（コ

ントロール条件）の比較によって測定されていること。評価にあたって、（i）無作為化、あ

るいは（ii）いじめを実験前に測定することや（iii）何らかの比較可能なコントロール条件を

選択することによって、剰余変数（extraneous variables）が統制されていること（条件の同

等性を確立すること）を要件とする。実験群の学校やクラスでのみ介入前後でいじめを測定し

ている非無作為化試験による研究は内的妥当性が低いため、レビューから除外している。ただ

し、年齢をコントロールした研究はレビューに含めている。たとえば、Olweus (1991)の評価

研究では、全学生がいじめ対策プログラムを受けていたが、プログラム後に年齢 X だった生

徒（実験条件）と、同じ学校のプログラム前に年齢 X だった別の生徒（コントロール条件）

が比較されていた。Olweus (1991)の実験群の学生とコントロール群の学生は、（少なくとも

年齢、そして同じ学校に通っているということにおいては）ほぼ間違いなく比較可能と言える

ため、我々は、この種の年齢コホートデザインをレビューに含めている。 
(e) 1983 年から現在までの間に先進国で実施された研究は公開されたものも非公開のものもレビ

ューに含めている。1983 年に実施された Olweus の先駆的な研究以前に実施されたいじめ対

策プログラムの評価研究に価値のあるものは無いと考えているためである。 
(f) 効果サイズの測定が可能であること。効果サイズの主な尺度は、いじめっ子の数をいじめっこ

以外の数で割った（あるいは被害を受けた生徒の数を、被害を受けていない生徒の数で割っ

た）値に基づくオッズ比と、いじめと被害化（いじめられること）の平均得点に基づく標準化

平均偏差である。これらの尺度には、数学的な関連性がある（後述）。必要な情報が報告書の

中に記載されていなければ、その著者と直接連絡をとって情報を入手するよう試みた。無作為

化を伴うデザインを用いた評価研究の中には、系統的レビューには含めても、メタアナリシス

には含めなかったものがある。そのような評価研究は、効果サイズを計算するのに十分なデー

タを提供していなかったためである（p.77、表 6 を見よ）。諸々の研究を調べている時点でま

だ最終的な結果が公開されていなかったとしても、レビューに含めたものもある（例えば

Salmivalli, Karna, & Poskiparta, 2009）1。この場合、最終的な評価結果が変わる恐れがあ

ることに注意して、入手可能なデータを利用している。 
 
 Swedish National Council for Crime Prevention が公開した我々のレビュー (Ttofi, 
Farrington, & Baldry, 2008)では、レビューに含める研究における生徒のサンプルサイズの下限

を以下の理由から 200 人（実験条件とコントロール条件の総数）に設定している。第一に、生徒

数が多いほど、通常はその研究資金も潤沢で、方法論の質も高いためである。第二に、サンプル

サイズと効果サイズの間に頻繁に見受けられる負の相関を非常に懸念しているためである（例え

ば Farrington & Welsh, 2003; Jolliffe & Farrington, 2007）。この相関関係は、出版バイアスを

反映したものだと考える。サンプルサイズの小さい研究のうち、統計的に有意な結果を生んだ研

究は公開され、有意ではなかった研究は引き出しの中にしまわれたままになっているかもしれな

い。一方、規模の大きな研究（公的な機関から資金を得ていることが多い）は、その結果に関わ

らず公開されていることが多い。したがって、サンプルサイズの小さな研究を除外すれば出版バ

                                                
1 Christina Salmivalli （2008 年 6 月 18 日）および Antti Karna（2009 年 5 月 22 日）と電子メー

ルで連絡をとりあった。 
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イアスの問題を軽減でき、実際の効果サイズをより正確に推定することができる。第三に、サン

プルサイズの大きい研究ほど外的妥当性つまり一般化可能性を高くできると考えるためである。

第四に、サンプルサイズの大きな研究ほど摩耗（例えば、プリテストとポストテストの間に生じ

る摩耗）の問題を小さくできるためである。たとえば、100 人の子どもを対象とした研究で、摩

耗が 30%あると、男の子 35 人、女の子 35 人しか残らない。これでは、いじめと被害化の有病率

を推定するには、サンプルがあまりにも少ない（信頼区間が大きくなる）。一方、300 人の子ど

もを対象とした研究で 30%の摩耗があると、男の子 105 人、女の子 105 人になるが、効果サイズ

の推定にははるかに適当なサンプル数である。このレビューには、サンプルサイズに関わらず全

ての研究を含めているが、サンプルサイズの小さい研究（生徒数 200 人未満）を、効果サイズの

表（表 8 および表 9）において区別している。 
上記のスウェーデンのレビューでは、比較可能性を最大化することに関心があったため、生徒

からの自己申告に基づくいじめの尺度だけを対象とした。この尺度は、いじめ対策プログラムの

評価研究で最も一般的な尺度であり、我々も最も有用な尺度であると考えている（Solberg & 
Olweus, 2003 を見よ）。ただし、このキャンベルのレビューでは、友人や教師の報告に基づくい

じめの尺度も対象としている。２つ以上の尺度が報告されている非常に稀な場合には（例えば

Alsaker & Valkanover, 2001）、最初に自己申告尺度を、次に友人による報告、最後に教員によ

る報告を採用している。 
 

 
2.3 文献探索の戦略 

 
(a) いじめ予防の分野で著名な研究者の名前（例えばオーストラリアの Ken Rigby、カナダの

Debra Pepler、イングランドの Peter K. Smith、フィンランドの Christina Salmivalli、スペ

インの Rosario Ortega、ノルウェーの Dan Olweus）を検索することから文献探索を開始し

た。この戦略は、まずは既知の研究プログラムの評価研究を出来るだけ多く最初に入手するた

めに、様々なデータベースで用いた。 
(b) 次いで、いくつかのキーワードを使って種々のデータベースを検索した。合計すると 18 種類

の電子データベースで同じ戦略を実行した（表 1。付録 72 ページ参照）。この全てのデータ

ベースで、同じキーワードを様々な組み合わせで使用した。具体的には、 
¾ いじめっ子 bully／いじめっ子たち（bullies 複数形）／いじめ対策 anti-bullying／いじ

めるいじめられっ子 bully-victims／いじめる bullying 
¾ AND:学校 School 
¾ AND:介入 intervention、プログラム Program／アウトカム Outcome／評価 Evaluation

／効果 Effect／予防 Prevention／取り組み Tackling／いじめ対策 Anti-bullying 
Bully/Bullies/Anti-Bullying/Bully-Victims に組み合わせるキーワードとして「暴力

violence」や「攻撃 aggression」は含めなかった。含めると、学校でのいじめを減らすため

に設計された研究に特化している本レビューに関係のない研究をたくさん識別してしまうこ

とを知っていたからである。 
(c) 表２（「1983 年から 2009 年 5 月までの間について検索をかけた学術雑誌の一覧」73 ページ

参照）に、1983 年から 2009 年 5 月末の間について、オンラインあるいは紙媒体で手作業に

よる検索を行なった雑誌の一覧を掲載している。合計して 35 種類の雑誌の検索を行なった。

雑誌の中には、ハードコピーを入手できないものもあった。そのような場合、その雑誌のオン

ライン版の入手を試みた。また、1983 年の翌年以降にオンライン版が利用できた雑誌もあっ

たが、その場合には、表２に示してある。 
(d) いじめについての著名な研究者や、Campbell Collaboration の各国の研究仲間たちから情報

を求めた。2008 年 3 月、Nordic Campbell Centre の主催により、そのような情報を持つ著名

な教育学者たちとの会合がコペンハーゲンで開催された。英語以外の言語で書かれた報告書

（例えば Ciucci & Smorti, 1998; Gini, Benelli, & Casagrande, 2003; Martin, Martinez & 
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Tirado, 2005; Sprober, Schlottke & Hautzinger, 2006）を見つけたら、コード化一覧表に必

要な、研究の重要な特徴を短くまとめた抄訳を提供してくれるよう研究仲間に頼んだ。

Campbell Collaboration の仲間たちの協力があったおかげで、たくさんの様々な先進国の研

究をレビューに含めることができていると確信している。 
(e) 論文のタイトルかアブストラクトには、検索で使用した必須のキーワードのうちいずれかひと

つが含まれていなければならないという規則を設けた。ただし、書籍の一部の章（その大部分

はいじめ予防に関する編著書の中の章である）であれば、たとえタイトルと（あるいは、もし

あれば）アブストラクトにキーワードがひとつも含まれていなくてもレビューに含めた。 
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3 文献探索の結果 
 
 

 
3.1 見つけ出した研究 

学校でのいじめを防止するための介入（タイトルかアブストラクトでそれが示されている）に関

する報告書が合計で 622 件、本系統的レビューに含まれている。報告書は全て、我々が用意した

関連性の尺度に基づいてカテゴリー分けされている（表 3：「本レビューとの関連性に基づく報

告書の分類」付録 74 ページ参照）。 
表４（「各カテゴリーに分類されたプログラムの報告書数の割合と評価研究」付録 74 ページ参

照）には、各カテゴリー内に分類された研究の割合が示されている。また、メタアナリシスの対

象とした評価研究の数も示されている。報告書の大半（40.7%）は、何らかの関連性があり（カ

テゴリー２）、いじめの減少に関する総合的な提言を示しているか、珍しい場合にはいじめ対策

プログラムのレビューを行っていた。入手できなかった報告書（16 件。2.6%）については、その

大半が修士論文か博士論文だった。入手できた報告書のうち、本レビューの対象となる適格性が

あったのは、89 件（14.3%）のみであった（カテゴリー５および６）。かなりの数の評価研究が、

方法論上のデザイン（無作為化していない）を理由に本レビューから除外されたことは残念なこ

とである（カテゴリー４。11.4%）。 
図１（付録 108 ページ参照）で示されているように、いじめ対策プログラムに関する報告書の

数は、年々著しく増加している。図の中では、対象とした期間を 1983-1987 年、1988-1992 年、

1993-1997 年、1998-2002 年、2003-2009 年と、５年ごとのまとまりに分けている。 
いじめ予防プログラムの実施および評価への関心が最も顕著に高まったのは、直近の期間であ

る。（2009 年５月末までの）直近の約６年間で、各カテゴリーの研究の数は、その前の 5 年間の

２倍になっている。サンプルサイズが大きく、実験条件とコントロール条件を比較している研究

がこの直近の期間で最も多く行われていたということは、非常に有望な傾向である。 
我々のこの包括的なキャンベルレビューの対象として適格性がある 89 件の報告書（53 件の評

価研究に基づく）のうち、62 件の報告書は、200 人以上のサンプルサイズによるプログラムの評

価研究 32 件に基づくもので、15 件の報告書は、200 人未満のサンプルサイズによるプログラム

の評価研究 12 件に基づくものだった。9 件の評価研究に基づく 12 件の報告書には、効果サイズ

の計算が可能なだけの十分なデータが提示されておらず、そのためにメタアナリシスには使用し

なかった。 
 

 
3.2 レビューに採択された評価研究 

 
 53 件の評価研究に基づく 89 件の報告書を、研究デザインごとに、無作為化試験、事前事後準

実験デザイン、その他の準実験デザイン、年齢コホートデザインの４つのカテゴリーに分類した。

表５（付録 75 ページ参照）では、本系統的レビューの対象となった 89 件の報告書をカテゴリー

ごとに列挙している。各評価研究に関する全ての報告書が表に示されているため、読者はご自身

の関心に従ってさらに深く調べることができる。研究デザインごとの４つの各カテゴリーの中で、

各報告書は取り上げているプログラムに基づいて分類されている。あるひとつの特定のプロジェ

クトについて書かれた別々の報告書であっても、報告書の内容によって、別のカテゴリーに分類

される可能性は十分にある。 
例えば、Sheffield プログラムについて書かれた Whitney, Rivers, Smith and Sharp (1994) の

報告書には、年齢コホートデザイン（学校が分析単位）を用いてプログラムの効果が評価された

という情報が示されていたため、カテゴリー６に分類されている。しかし、その後 Eslea and 
Smith (1998)が執筆した同じプログラムに関する報告書は、カテゴリー４に分類されている。彼
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らの報告書にはプログラムを受けた４校における介入前後のいじめに関する情報だけしか示され

ていなかったためである。もうひとつ別の例では、 Stevens, Van Oost and De Bourdeaudhuij 
(2001)の報告書が、特定のプロジェクト（Flemish プログラム）についてのアウトカムデータを

含んでいたためにカテゴリー６に分類されている一方で、 Stevens, De Bourdeaudhuij and Van 
Oost (2001)の報告書は、複数のいじめ対策プログラムをレビューしていたが、特定の１つのプロ

グラムについてのアウトカムデータは示していなかったために、カテゴリー２に分類されている。

表６（付録。77 ページ参照）では、本報告書に含めた 53 件の評価研究の重要な特徴を要約して

いる。なお、前述したように、９件の評価研究は効果サイズを計算できるだけのデータを提示し

ていなかった。これら９件の評価研究は表５（付録。75 ページ参照）で明らかにし、メタアナリ

シスから除外した理由も示してある。 
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4 レビューに採択されたプログラムの記述 
 
 
 次に、過去に評価を受けたことがあり、本稿のメタアナリシスに含めたプログラムの、詳細な

叙述的レビューを行う。以下の記述は、入手しうる最高のデータと、プログラムを記述している

報告書（カテゴリー３）ではなく介入を評価している報告書（カテゴリー５および６）において

提供されている情報に基づいている。このように決めた理由は、プログラムの設計方法と学校に

おける実施方法は、２つの異なる手順であり、必ずしもあらゆる点で共通しているわけではない

という事実に拠っている。全てのプログラムについて、我々はそのプログラムの評価を行った研

究者との接触を試みた。44 件の評価研究のうち 40 件で、コード化の方法に関して、研究者たち

から良好な意見を得ることができた（残りの 4 件は、Ciucci and Smorti, 1998; Pagliocca et al., 
2007; Raskauskas, 2007; Rican et al., 1996 である）。 
  

 
4.1 無作為化試験 

 
4.1.1 Bulli and Pupe (イタリア) 
 Bulli and Pupe は、いじめと家族の暴力に関する介入プログラムである。このプログラムは、

Baldry(2001)が考案し、「個人と友人グループを対象に、暴力とそのマイナスの効果についての

意識を高めることを目的としていた」（Baldry & Farrington, 2004, p. 3）。介入には、３種類の

ビデオと３部構成の小冊子が用いられた。各ビデオは小冊子の各部に対応していた。小冊子の各

部は、学校や少年事件の経験を積んだ専門家たちがマニュアルの構成に従って３つのテーマにつ

いて議論するという双方向的な授業という形式を取るように作れられていた。 
小冊子の第一部は、「友人間のいじめ」というタイトルで、ティーンの友人間の暴力を強調し

たものだった。小冊子には、いじめに対する生徒たちの意識を高めさせるための、いじめに関す

る研究知見を伝える短いエピソードと絵が掲載されていた。この部に対応するビデオでは、ティ

ーンの子どもたちが自分の経験と判断に基づいていじめについて会話している場面が写されてい

た。小冊子の第二部は、「家庭内暴力を目撃する子どもたち」というタイトルで、家庭内暴力が

子どもに与える影響と学校の成績や友人関係に及ぶ余波を分析していた。それに伴うビデオでは、

暴力を受けた女性のためのシェルターにいる子どもたちが映し出され、自分たちの経験や心情を

語っていた。最後に、小冊子の第三部は「暴力のサイクル」というタイトルで、子ども時代に暴

力の被害を受けたことのある大人達に及ぼしている暴力の長期的な影響を扱っていた。対応する

ビデオは、暴力的な父親を持つ 19 歳の青年へのインタビューで構成されていた。 
プログラムは、まず３日間、専門家が教師とともに実施し、いじめについて議論し、小冊子を

読み、その内容を細かく検討した。プログラムは教師によって引き継がれ、１週間に一度ファシ

リテーショングループを作り、子ども達に友だちとの間で経験したあらゆる問題について話し合

わせた。プログラムは、参加者に優れた対人スキルや認知スキルが求められるものだったため、

セカンダリースクールの生徒たちにより効果的だった (Baldry & Farrington, 2004, p. 4)。 
 
4.1.2 Project Ploughshares Puppets for Peace (カナダ) 
 Project Ploughshares Puppets for Peace (P4 プログラム)は、いじめとけんかの解決についてエ

レメンタリースクールの生徒を教育することを目的としたいじめ対策プログラムだった（Beran 
& Shapiro, 2005, p. 703）。P４プログラムでは、操り人形と 30 分の脚本が使用された。手と棒

で操る 3 フィートの操り人形を使い、直接的ないじめと間接的ないじめの物語を、一件落着する

ところまで含めて２人の操り人形師が演ずる。その演技は、２人の女の子の人形と友達である１

人の男の子の人形との間で繰り広げられた。 
その演劇を見た後で、生徒達は、いじめ行為を特定するように誘導された。議論している中で、
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いじめに対処するための４つの主要な戦略（「４つの歩み」）が生徒達に提示された。それは、

a)無視する、b)やめなよと言う、c)立ち去る、d)助けを呼ぶの４つである。演劇は、およそ 45 分

行われ、どの行為がいじめに分類されるのかということについての子ども達の意識を高めること

と、いじめられた子どもおよび（あるいは）いじめを目撃した子どもが、それをやめさせるのに

使える様々な戦略を示すことを狙いとしている（Beran & Shapiro, 2005, p. 703）。 
 
4.1.3  ショートビデオによる介入 (イングランド) 
 このいじめ対策の戦略は、「Sticks and Stones（身代わり）」というタイトルのいじめ対策ビ

デオを一度視聴するもので、セカンダリースクールの生徒たちのいじめについての考え方といじ

めへの関与に対してビデオが与える効果を調べることを狙いとしていた。「いじめに対する態度

が実際の行動に影響を与えると述べることは不合理にはならない」(Boulton & Flemington, 1996, 
p. 334)ため、このプログラムは、いじめに対する態度と実際の行動の両方を調べることを目的に

していた。プログラムは、これまでいじめ対策の方針を持ったことのない１校だけで実施された。 
ビデオは、いじめること、いじめに関する彼らの見方、自分自身のいじめの経験について（グ

ループや一人で）話している生徒たちを映し出した。また、いじめのシーンも数多く収録されて

いた（例えば Boulton & Flemington, 1996, p.337 を参照)。 
 
4.1.4  フレンドリースクール (オーストラリア) 
 「フレンドリースクール（Friendly Schools」」は、理論ベースのプログラムだった。その教育

的な手法（例えば役割モデリング、演劇活動、スキルトレーニングなど）は、社会的認知理論、

健康信念モデル、問題行動理論に基づいていた（Cross et al., 2004, p. 191）。このプログラムの

興味深い点は、最終的な介入戦略に組み入れることになった一連の重要な介入要素を提示してい

る系統的レビュー（Cross et al., 2004, p. 187）の結果をベースにしていることである。プログラ

ムは、a)学校全体、b)生徒の家族、c)４年生・５年生とその教師、という三つの水準を介入の対象

としていた。 
学校全体への介入の要素として、各学校で、協力していじめ対策の戦略をしっかりと支えてい

ける鍵となる人たち（例えば親の代表、学校専属の精神分析医、看護師、教員）によるフレンド

リースクール委員会（Friendly Schools Committee）が組織された。各委員は、メンバーらがい

じめに対処できる能力を身につけられるよう設計された４時間の研修を受講した。各メンバーに

は、具体的戦略の書かれた手引書が供与された。手引書は、いじめ対策の戦略の実行の仕方を段

階的に指南するものとなっていた。とりわけ、Pikas の「Shared Concern」と「No Blame」の

方法が収録されていた。 
家族の介入の要素には、教室での各学習活動とリンクした家庭での活動が含まれていた。親達

には、いじめの研究に関する情報を提供することと自分の子どもがいじめの加害者や被害者にな

った場合に何をすべきかという助言を送ることを目的とした、16 個のスキルを掲載したニューズ

レター（介入２年間、各年８項目）が配布された。 
話を４年生・５年生のクラスでのカリキュラムに移すと、フレンドリースクール・プログラム

のカリキュラムは、１年あたり９つの学習活動で構成されていた。このカリキュラムでは、研修

を受けた教師が、３学期に渡り、60 分のレッスン３回を１まとまり（ブロック）として３ブロッ

ク行った。この学習活動は、いじめとは何かという意識を高めること、自己主張したりいじめに

ついて教師や親と話し合えるよう生徒を支援すること、友人や大人にいじめを阻止させることを

狙いとしていた。 
最後に、フレンドリースクール・プログラムでは、教師達に手引書が配布された。教師用手引

書は、教師が実行に移せる可能性を最大化するために、全体的に自己完結的に作成されていた。

フレンドリースクール・プロジェクトのスタッフは、介入を行う教師たち全員に、教師用の研修

（６時間コース）も実施した。 
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4.1.5 S.S. GRIN (アメリカ合衆国） 
 社会的スキルのグループ介入（Social Skills Group Intervention：S.S.GRIN) は、学校をベー

スとしたプログラムで、子どもたちの社会的スキル向上の支援を目的としていた。S.S.GRIN は、

友人から拒絶され、いじめの被害を受け、社会的に不安を抱えた子ども達向けに、社会的スキル

を訓練する介入として設計された。いじめだけではなく、社会的な性質を持つ様々な問題（例え

ば、攻撃、低い自己効力感、抑うつ、社会不安、社会的ひきこもり）にも応用できる（De Rosier 
& Marcus, 2005, p. 140）。このプログラムの研究者は、人間関係と感情の認知的な側面を重視す

ることで、このプログラムが最も一般的な社会的スキル訓練法より勝っていると主張している

（De Rosier & Marcus, 2005, p.141）。プログラムによって子ども達は、向社会的なスキルを教

わるだけでなく、自分の感情を律し、対処スキルを高められるよう、認知レベルでネガティブな

感じ方や態度を識別する方法を教わった。 
全体的に見るとこのプログラムは、社会的学習の手法および認知行動の手法を組み合わせたも

のであり、子どもたちが、社会的スキルを身に付け、友人とのポジティブな関係を築くのに利用

できるものだった。また、スクリプトとアクティビティなど多くのセッションを用いる、 高度に

構造化・マニュアル化されたプログラムであった（De Rosier, 2004, p. 197）。各セッションでは、

ロールプレイング、モデリング、体験活動を組み合わせた指導が行われた（De Rosier, 2004, p. 
197）。子ども達は、8 週連続でグループセッションに参加した。各セッションは、およそ１時間

行われた。プログラムの指導者から指導・監督を受けながら、各校のカウンセラーと実習生が、

グループの指導を行った。（De Rosier & Marcus, 2005, p. 143） 
 
4.1.6 オランダのいじめ対策プログラム 
 このいじめ対策の取り組みは、Olweus プログラムの影響を受けていた（Fekkes et al., 2006, p. 
639）。プログラムは、教師、親、生徒を巻き込むことで、いじめの行為に対処することに特化し

て設計された。プログラムでは、教師に対して２日間にわたる研修セッションが行われた。その

目的は、いじめについて情報を提供することおよび、校内でのいじめ事件への対処の方法を指導

することであった。介入期間中、教師達は研修スタッフに対して追加のアドバイスを求めること

ができた。介入対象の学校は、KPC という外部組織から支援を受けた。KPC と学校職員の養成

および、学校における新たなカリキュラムやガイドラインの構築の支援を専門とする組織である。

介入プログラムの核は、a)教師向けのいじめ対策の教育、b)いじめの調査、c)いじめ対策のルール

と文書化された学校のいじめ対策方針、d)監督の強化、e)親向けの情報交換会、であった。 
介入期間中、介入を実施する各校に対し、いじめ対策プログラムの情報が注意深く拡散された。

また、上記の介入要素を用いた対象群とコントロール群の数に関する情報も公開された。最後に、

介入群の学校には、小冊子「学校でのいじめ〜その対処法～」と、子ども達が教室内で匿名で回

答できるコンピュータ式質問調査「いじめテスト」が供与された。 
 
4.1.7 SPC と CAPSLE プログラム（アメリカ合衆国） 
 この評価研究は、２つの介入プログラムの効果を、従来型処遇条件（Treatment as Usual: 
TAU）と比較したものである（Fonagy et al., 2009）。低所得世帯の生徒の割合（生徒たちの給

食の無料化および割引適用の状況により算出）に基づいて 9 校が層化割付された後、２つの実験

条件と１つのコントロール条件（TAU）に無作為に割り付けられた。実験条件では、２年間は全

ての介入を受け（効果段階）、３年目は限定的な介入を受けた（維持段階）。 
１つ目の実験条件は、「学校での精神医学的な診察」（School Psychiatric Consultation: 

SPC）で、これは、破壊的な行動をとるという問題を抱える、内面化問題を抱える、あるいは学

校での成績が悪い子どもたちのメンタルヘルス上の問題に対応することを狙いとしてマニュアル

化された処置であった。SPC は、学校レベルの介入であり、個々の子どもに焦点を当てていた。

３人の小児精神科の研修医が、先輩の小児精神科医から週２回の監督を受けながら、週に４時間、

SPC マニュアルに従ってメンタルヘルスの診察を行った。3 人の小児精神科の研修医は、学校で

の情報交換会に毎週出席し、教室における観察と会合により教師、親、他の学校職員と直接意見
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交換を行い、1 年目には 65 人の生徒について 140 回、2 年目には 45 人の生徒について 97 回行わ

れた。 
２つ目の実験条件は、CAPSLE（Creating a Peaceful School Learning Environment：落ち着

いた校内学習環境の醸成）の実施である。CAPSLE は、いじめっこ、被害者、見物人の間にある

共創関係に対処する、マニュアル化された精神力動的な取り組みである。SPC に対して CAPSLE
は、全校的な介入手法の代表例である。CAPSLE は、教育的で規律的な学校風土を改めることを

狙いとしていた。パイロット・プロジェクトの学校の職員から選ばれた CAPSLE のチームが、訓

練マニュアルを用いて２年間にわたる介入の実施を指導した。１年目、教師は１日間のグループ

研修を受講し、生徒は自己防衛研修を９セッション受講し、CAPSLE チームは学校の職員と毎月

協議を行った。２年目には、全校規模で半日の再研修コースが開始され、カウンセラー、教師、

大人・生徒のメンターとの意見交換が継続して行われた。３年目（維持段階）は、２年目と同様

に、自己防衛研修が引き続き実施された。 
CAPSLE プログラムには、教師が利用できるいじめ対策の教材がいくつかある。例えば、教師

の規律マニュアル（Teacher Discipline Manual＝教師の研修で利用する）、生徒のワークブック

（Student Workbook）、ボタンと磁石とつぎはぎ（Buttons and Magnets and Patches＝生徒と

して望ましい行動を強化するために利用する）、親への警告ノート（Parent Warning Notes＝子

どもの個別の問題行動を親に知らせる）、体育の授業に利用できるいじめ対策ビデオ（親が利用

できるビデオもある）である。CAPSLE には、Gentle Warrior Program も含まれていた。これ

は、体育教師向けに特化して設計された 12 週にわたるカリキュラムである。CAPSLE では、介

入実施の忠実性を教師の自己申告尺度を使って評価していた。その尺度では、多種多様な内容で

構成される CAPSLE プログラムのうち、どの内容を何度実施したかを教師が記入させられている。 
 
4.1.8 Steps to Respect (アメリカ合衆国) 
 Step to Respect プログラムは、a)スタッフの意識を高める、b)社会的責任の観念を育む、そし

て c)健全な関係の促進のために社会的・感情的スキルを教えることにより、いじめに対処するこ

とを狙いとしていた（Frey et al., 2005, p. 481）。プログラムには、職員と家族への研修マニュ

アル、プログラムガイド、３年生から６年生のクラスを対象とした授業ベースのカリキュラムが

取り入れられていた（Hirschstein et al., 2007, p. 7）。 
全校レベルの介入要素は、いじめ対策方針・手法、そして職員研修、親との懇談会から成り、

これらは全て、いじめおよびいじめがもたらす結果への理解を共有し、大人たちの意識・監督・

関与を強めることを狙いとしていた。教室レベルで実施された活動は、友情スキル・感情制御ス

キルを教えること、いじめの種類を識別すること、予防戦略と友人グループでのディスカッショ

ンを教えることにより構成されていた。その狙いは、友人関係の改善と被害化リスクを減少させ

ること、安全度合いを評価すること、そしていじめを認識・報告・拒否することにあった。個人

レベルでは、いじめに巻き込まれていた生徒たちに接触し、行為を確認する（affirm）、質問を

する（ask）、緊急避難先を判断する（assess）、行動する（act）からなる「4A 反応」に基づい

て指導が行われた。 
 S to R 研修マニュアルは、学校の職員全員に対する指導的セッションと、カウンセラー・管理

職・教師に対する２つの綿密な研修セッションから構成されていた。プログラム用のビデオもあ

った。職員研修は２段階から成り、学校の職員は全員、プログラムの目標の概要と、プログラム

の主たる特徴（プログラムガイド）を教わった。教師・カウンセラー・管理職は、いじめに関係

している生徒の指導方法を学ぶため、行動スキル訓練、協同学習、ロールプレイングをベースに

した追加研修を受講した。 
生徒のカリキュラムは、３年生から６年生のクラスの教師による、スキルと文献をベースとし

た 12 週間から 14 週間にわたる授業であった。介入は、10 個のスキルに関する授業で、部分的に

台本化されており、その題材は、グループへの参加、報告と告げ口の区別、責任ある第三者者に

なる、といったものだった。 
最後に、親への介入では、管理職がプログラムに関する情報や、学校のいじめ対策方針および
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対策方法に関する情報を提供した。また親は、郵送されてくる手紙や、全校で行われているいじ

め対策の取り組みについて書かれたニューズレターといった、別の情報源も入手することができ

た。 
 
4.1.9 オーストラリアのセカンダリー・スクールにおけるいじめ対策の介入 
 このいじめ対策の介入は、いじめへの意識といじめの識別能力を高めること、いじめの標的へ

の共感を促すこと、そして、生徒たちにいじめへの対処法を教えることを狙いとした、いくつか

の活動により構成されていた(Hunt, 2007, p. 22)。介入は、教育的ないじめ対策プログラムに基づ

いており、教師により実施された。教師への個別の研修は行われなかった。いじめに関する情報

が、親の会合および教師の会合の中で報告された。教師の会合は、定例の職員ミーティングと併

せて開催され、親の会合はその数時間後に開催された。会合に出席していない親たちにも情報を

届けるために、 親の会合で話された情報をまとめたものが学校のニューズレターの中に記載され

た。プログラムには、（教師が示す）いじめについて Murphy and Lewers (2000)著のいじめ対

策ワークブックに収録されているアクティビティを利用し、クラスで２時間議論することも含ま

れていた。 
 
4.1.10 ユース・マターズ（アメリカ合衆国） 
 ユース・マターズ・プログラムは、「カリキュラム、そして改良が加えられた系統的な方法」 
(Jenson & Dieterich, 2007, p. 287) を利用したプログラムである。カリキュラムの目的は、から

かいといじめの違い等の重要な論点に取り組むこと（論点モジュール）、また、身の回りにある

攻撃に対する感情移入・リスク・規範意識を発達させることなどにあった。また、学校で安全に

過ごすため、いじめに対処するため、社会的スキルを高めるため、そして友人関係を改善するた

めに生徒達が使えるスキルを高める目的もあった（スキルモジュール：構造化がなされたスキル

訓練セッション）。いじめに関する体系的な問題を扱うために、カリキュラムモジュールでは、

いじめが生徒に悪い影響を与えることを強調するクラス・プロジェクトや全校的なプロジェクト

の開発を中止した。 
カリキュラムは 10 個のセッションモジュールにより構成されていた。各モジュールには 30 か

ら 40 ページの物語が含まれており、その内容は、構造化されたスキルトレーニングセッションと

直接関係するものだった。実施されたプログラムを見ると、カリキュラムの全ての題材が「言語

の影響を受けやすいもの」だった。そのため、スペイン語を母国語とす評価対象の 3 クラスで使

うためにスペイン語に翻訳された。ユース・マターズのカリキュラムモジュールは、４年生およ

び５年生に対して実施された。Jenson and Dieterich (2007, p. 287)によると、４年生と５年生が

選ばれたのは、発達上の能力とカリキュラムが上手く合致するためである。 
ユース・マターズのプログラムは、理論的土台を持つカリキュラムに基づいていた。また、カ

リキュラムは、社会的発達モデルから派生した理論的概念に基づいていた。社会的発達モデルは、

３つの理論（すなわち、社会的統制理論、社会的学習理論、分化的接触理論）の視座を統合し、

４つの因子が子どもの反社会的な発達を抑止することを示すものである。４つの因子とは、a)家
族、学校、良い友達とのボンドや愛着、b) a)の社会的単位で共有される価値観や規範への信念、

c)反社会的行動に対する外的な規制あるいは一貫性のある基準、d)子どもが社会的状況の中で問題

を解決し、適切に振る舞うための防具とも考えられる社会的・認知的・感情的スキルである。ユ

ース・マターズのカリキュラムは、これら４つの核となる領域を全て扱っていた。 
 
4.1.11 KiVa（フィンランド） 
 このプロジェクトの名前は、「Kiusaamista Vastaan」を省略したもので、「いじめに立ち向

かう」という意味がある。フィンランド語の「kiva」という言葉には、「良い」という意味があ

り、それが、このいじめ対策施策に KiVa という省略語が選ばれた理由でもある。プログラム全

体を見ると、KiVa プロジェクトには、全員に共通する介入と指定的介入が含まれている。全員に

共通する介入というのは、グループの規範に影響を与える取り組みのことを指し、指定的介入と
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いうのは、具体的なケースに関与している教師と生徒間の話し合いやグループでの議論を通じて、

そのケースを校内で扱う方法のことを指す（ Salmivalli et al.,2007, p. 6）。 
KiVa プログラムでは、生徒、教師、親のための多種多様なツールが用いられていた。また、生

徒のいじめに対する態度を改善することを目的としたインターネットやバーチャルの学習環境も

活用されていた（例：いじめに立ち向かうコンピューター・ゲーム）。さらに、生徒は各人のユ

ーザーID を与えられるが、いじめに関するウェブ上の質問調査を全てやり終える前でも、パスワ

ードとして ID を使用できるようになっていた。KiVa には、生徒に対する 20 時間の授業もあり、

授業は教育実習生が実施した。授業では、ディスカッション、グループ・ワーク、いじめに関す

るショートフィルムの上映、ロールプレイングの課題が行なわれた。各授業の後には、授業の中

心的なテーマに基づいてクラスのルールが採択された。 
KiVa プログラムのユニークな点は、いじめ対策のコンピューター・ゲームを利用していたこと

である。ゲームは 5 つのレベルからなり、教師は常に、関連する授業の終了後、次のレベルのゲ

ームを生徒が行えるように設定を行った。生徒は、３回目の授業の後からゲームを使い始めるこ

とができ、５回目の授業の後で２段階目のレベルのプログラムをプレイした。そのようにして学

年末まで続けられた。コンピューター・ゲームの各レベルには、「知っている（I know）」「で

きる（I can）」「している（I do）」という名前の３つの構成要素があった。最初の構成要素

（「知っている」）では、生徒はいじめについての基礎的な事実に関する情報を与えられた。二

番目の構成要素「できる」では、生徒は架空の学校へ通い、様々な難解ないじめ事件に遭遇した。

最後に、生徒が現実の生活環境の中で自分の知識とスキルを活用できるよう後押しするために三

番目の構成要素が使われた。 
KiVa プロジェクトのもう一つの重要な要素は、教師への研修である。また、教師には、休み時

間に校庭を見守る際に着用するベストが支給された。この単純な方法は、校庭での教師の可視性

を高めること、また学校がいじめを真剣に考えているのだというシグナルを送ることを目的とし

ていた。さらに、KiVa プログラムを実施する教師全員が、ウェブ上のディスカッション・フォー

ラムでアドバイスを仰ぐことができ、同業者たちといじめに関する経験や意見を共有することが

できた。 
学校の枠組みの中で、いじめの被害者のためのピア・サポート・グループの活用も推進された。

クラス担任は、（ 向社会的かつクラスの中で高い立場にいる）2 人から 4 人によるグループを編

成することが期待された。そのグループは、被害を受けている生徒を支え、しいては健全な友人

関係を維持することが期待された。KiVa プログラムの面白いところは、いじめの加害者の処遇に、

懲罰的な方法と非難によらない方法の両方を取り入れていることである。学校のチームの半分は、

より懲罰的な方法（例えば、「あなたのしたことは間違っていて、ただちにやめないといけませ

ん」）を使うように指導され、残りの半分のチームは、生徒との意見交換の中で非難によらない

方法（例えば「あなたのクラスメートもつらい時間を過ごしていて、だから彼はこんなふうに振

る舞うんです。私たちは彼を救うのに何ができるだろうか」）を使うように指導されていた。い

じめに関与している子どもに対応するにあたっては、専門家の間で協力して行うグループワーク

もあった。 
最後に、KiVa プログラムは親も巻き込んでいる。親のための手引書が自宅に郵送され、そこに

はいじめに関する情報と、いじめの問題を減らすために親がどう関与できるかという助言が記載

されていた。夜に行われる親向けの情報提供の会合も企画・実施された。 
 
4.1.12 いじめっこ少年のための行動プログラム（南アフリカ） 
 このプログラムは、貧困黒人地域出身で、いじめに関与している若い少年をターゲットにして

いた。プログラムは、３つの学校における詳細なニーズ評価により判明した結果に基づいており、

（実施された質問紙調査の結果に基づき）「学校の日常生活に必要な調和的機能が深刻な危険に

さらされていると考えられた」16 歳男子学生の一定数をターゲットとした (Meyer & Lesch, 
2000, p. 59)。プログラムの理論的土台は、攻撃の発達に関する社会的相互作用モデルに見ること

ができ(Meyer &Lesch, 2000, p. 61)、いじめ問題に取り組むための行動学的アプローチを取り入
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れていた。プログラムは、心理学を学ぶ学生により断続的に 10 週間実施され、１時間のセッショ

ンを週に２回、学校の授業時間中に計 20 回開催された。 
17 セッションからなる行動プログラムの要素には、ホームワークやモデリング、自己観察、ロ

ールプレイ、ポジティブな行動を促進するためのトークン・エコノミー・システムが含まれてい

た。プログラムの設計者によると、「行動変容のための最高の随伴性を持つのは、非いじめ的行

動に対する報酬として、Wonderland Games のトークン、チョコレート、映画のチケットを利用

するトークン・エコノミー・システムであった」（Meyer & Lesch, 2000, p. 62）。各参加者は、

自分自身で、また事前に各セッションから選ばれた「仲間」によっても監督を受けた。各セッシ

ョンには、その週の生徒の進歩についてのフィードバック、関連する応用トピックの議論、ロー

ルプレイング、ゲーム、スケッチを行う機会があった。プログラムの設計者は、この介入戦略の

限界も指摘している。彼らが指摘したように(Meyer and Lesch, 2000, p. 67)、「プログラムの期

間は短すぎるし、セッションの中だけの論点に取り組むために作られたものである。つまり、校

内で行われている攻撃の質的な深刻さも無数の社会問題も、著しく過小に見積もられている。」 
 
4.1.13 Expect Respect（アメリカ合衆国） 

Expect Respect は、いじめと性的嫌がらせに対する意識と効果的な反応を促すことを目的とし

た、学校をベースとするプログラムである。プロジェクトは、テキサス州オースティンで性的暴

力・家庭内暴力の包括的な予防・介入事業を実施する唯一の機関である Safe Place によって作ら

れた (Rosenbluth et al., 2004, p.211)。プログラムは、いじめと性的嫌がらせへを認識させ、行

動を起こすにあたり、学校というコミュニティの中の全ての人間が関与していくことを目標とし

ていた。プロジェクト全体の設計は、Olweus の仕事の影響を受けている（Rosenbluth et al., 
2004,p. 212）。Expect Respect は、５つの核となるプログラム要素から構成されていた。それら

は、クラスカリキュラム、職員研修、方針策定、親への教育、そして支援事業である。 
クラスカリキュラムは、「ブリープルーフ(Bullyproof)：4 年生と 5 年生の生徒用に使用する、

からかいといじめに関する教師の手引書」と呼ばれる具体的な手引書を利用して毎週行われる 12
回のセッションを土台としている（Whitaker et al., 2004, p. 330）。ブリープルーフ・カリキュ

ラムは、4 年生と 5 年生が普通読むような本と併せて教えられるよう設計されている。このいじ

め対策カリキュラムは、教師が実施するように設計されているが、Expect Respect プログラムの

枠組みの中では、Safe Place の職員と教師またはカウンセラーが一緒になって実施された

（Whitaker et al., 2004, p. 331）。カリキュラムは、すぐ近くにいる人が、いじめが行われてい

る中に割って入るための能力および意識を高めること、ひいてはいじめや性的嫌がらせの社会的

受容性を低下させることを狙いとしていた。ブリープルーフの授業では、レポート作成の課題、

いじめが起きている状況に割って入る方法のロールプレイ、クラスでのディスカッションなどが

行われた。 
職員研修に関しては、プロジェクトスタッフおよびカウンセラー、5 年生の担任の教師に対し

て 6 時間の研修が実施された。研修は、上記の手引書の作成者が講師となり、教職員がいじめの

事件に対して効果的に対応できるよう準備させることを目的としていた。加えて、１学期に 1 回、

バスの運転手、学食職員、ホールの監視員、事務職員を含む全職員に対して 3 時間の研修セッシ

ョンが実施された。研修のプレゼンテーションでは、いじめと性的嫌がらせについての調査、生

徒間に相互尊重を浸透させるための戦略、カリキュラムに基づく授業を利用した練習、そして授

業を言語科目と保健等その他の科目分野に組み入れるための方法が発表された。 
学校の管理者たちは、いじめと性的嫌がらせの事件に対して職員全員が一貫性のある対応をで

きるように、自校のいじめ対策方針を策定するよう促された。校長たちは、学校の職員、生徒、

親に対してその方針を示すことが期待された。方針策定全体の進行を支援するため、Expect 
Respect のスタッフは、学校管理者に方針のひな形を示し（Whitaker et al., 2004, p. 332）、各

学校は、自校の必要性に応じてそのひな形から拡張するよう申し渡された。 
Expect Respect プログラムには、親に対する研修も含まれている。１年に２回、親に対して教

育的目的を持った発表が行われ、プロジェクトについての情報を伝えた。この会合を通じて（家
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庭に郵送されるニューズレターを通じても）親に伝えられた情報は、いじめる側の子、被害者側

の子、いじめる側でもあり被害者でもある子、居合わせた子など、いじめに関与している子ども

たちを救うために親がとる方法をより良いものにすることを目的としていた。 
さらに、Safe Place の職員によるスクール・カウンセラーの継続的支援などの支援事業も実施

された。スクール・カウンセラーには、加害者あるいは被害者として繰り返しいじめに関与して

しまう子どもの扱い方に特化したセッションに参加させた。また、いじめ、性的嫌がらせ、家庭

内暴力に関する読み物や情報を含む包括的な手引書も供与された。 
 
4.1.14 Pro-ACT + E プログラム（ドイツ） 

Pro-ACT +E プログラムは、セカンダリースクールにおけるいじめを防止することを目的とし

た、あらゆる状況に対応できる多次元プログラムである（Sprober et al., 2006）。向社会的行動

を発達させることにより、いじめと被害化の問題に対して認知行動的なアプローチをとる。プロ

グラムはあらゆる状況に対応できるが、いじめの加害者や被害者との具体的な作業は伴わない。

ただし、教師と親に対する研修や、暴力問題についてクラスで２時間ディスカッションを行うこ

とがプログラムに含まれていた。プログラムは、いじめ問題に関する意識を高めることを目的と

し、クラス運営およびクラスでのいじめに関するルールといった具体的な論点を重視したカリキ

ュラム資料が使用された。 
 

 
4.2 事前事後・実験群コントロール群比較 

 
4.2.1 Be-Prox プログラム（スイス） 

Be-Prox プログラムは、幼稚園の児童間のいじめと被害化に対処するために特化して設計され

た。Alsaker and Valkanover (2001, pp. 177-178)によると、「子ども対大人の比率が高いこと、

先生たちに社会化への関心があること、スケジューリングおよび指導に関する柔軟性があること、

未就学児が自分たちの先生をすごいと思っていることが、いじめおよび被害化の問題に対する予

防プログラムの実施にとって理想的な条件である。」Be-Prox の基本的な指針は、幼稚園の先生

がいじめ・被害化の問題に取り組むための能力を高めることにあった（Alsaker, 2004, p. 291）。

プログラムでは、教師に集中的な監督を 約４カ月間実施させた。Be-Prox の中心的な特徴は、コ

ンサルタントと教師間、また教師と親間のグループディスカッション・相互支援・協働を重視し

たことだった（Alsaker, 2004, pp. 292-293）。 
教師の研修は、６段階により実施された（Alsaker, 2004; figure 15.1, p. 292）。まず、教師は

被害化についての情報提供を受け（ステップ１）、この情報の中身を議論した（ステップ２）。

ステップ３で具体的な作業が紹介され、教師たちは、グループになって練習を実施するための準

備を行った（ステップ４）。この準備の後、教師たちは教室で具体的な予防の方法を一定期間実

施した（ステップ５）。その後、教師たちは集合し、予防方法を実施した経験について意見交換

を行った（ステップ６）。 
４カ月間計８回のミーティングの中で、いじめ予防に関連する論点を取り扱った。そのうち最

初のミーティングの主たる目的は、鋭敏化（sensitization）だった。教師たちは、自校における

いじめ・被害化の考えられるすべての問題を記述するよう言われ、次いで、いじめや他の種類の

攻撃的行動についての情報提供を受けた。また、プログラムの基本的な指針の提示も受けた。幼

稚園の教師と子どもの親たちが連絡を取り合うことの重要性も強調され、親たちとの会合を用意

する機会を検討するようにというアドバイスを受けた。２回目のミーティングでは、就学前の子

どもたちに対して許容される限界およびルールを設けることの重要性について意見が交わされた。

教師たちは、クラスで子どもたちと一緒にいくつかの行動規範を作り込み、３回目のミーティン

グでそれを発表する準備をするよう求められた。また、２つ目の課題として、親との会合を設け

るよう求められた。 
３回目のミーティングで、教師たちは、いじめに関するクラスのルール作りを実践した経験に
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ついて意見を交わした。このミーティングの主な焦点は、教師たちの一貫性ある振る舞いの必要

性、前向きな制裁と否定的な制裁の違い、そしてクラスにおいて基本的な学習原理を利用するこ

とにあった。４回目のミーティングで主に焦点を当てたのは、いじめに関与していない子どもと

目撃者の子どもが、被害化予防で果たす役割と責任であった。教師たちは、受け身の被害者と攻

撃的な被害者、そしていじめっ子についての性格を書き出し、それらをグループの中の他の教師

に発表することを求められた。この作業の後に、いじめに関与している子どもと関与していない

子どもの特徴に関する研究知見が教師たちに示された。次回のミーティングまでの課題として、

いじめに関与していない子どもを体系的に観察し、被害化予防に彼らを関わらせる何らかの手段

を考案するよう求められた。 
５回目のミーティングでは、就学前の子どもの運動発達と身体意識に関する研究に基づく情報

が教師たちに提供された。強さに対する子どもの自己認識、いじめ被害者の強さに対する友人の

認識、そして子どものモーター特性について教師とプログラム研究者との間で議論が行われたが、

これは大切な深い理解を生むことを目的として実施された。教師間のディスカッションと情報交

換は、教室という環境における子どもたちの上記の認識をどう変容させるか、ということについ

ての教師の理解を高めることを狙いとしていた。また、教室内で達成すべき具体的な目標が、明

確に設定されていた。例えば、子どもの共感や身体意識の訓練、いじめに関与していない子ども

の参加と巻き込み、自分達の幼稚園の状況について全ての子どもたちと話すこと、等である。６

回目のミーティングでは、予防プログラムの最初に立てた目標を評価するための時間が与えられ

た。また、５回目のミーティングで立てた目標をクラスで実践した経験について議論を行う時間

も与えられた。最後の２回のミーティングは似た形式で開催され、達成した目標、対応にあたっ

た問題、プログラム全体の評価について改めてじっくり考えるための時間が与えられた。 
 
4.2.2 ギリシャいじめ対策プログラム 
 このギリシャにおけるいじめ対策の取り組みは、いじめと被害化を最小化することを目的とし

た４週間の介入プログラムであった。ギリシアいじめ対策プログラムの概念的な枠組みは、

Salmivalli が 1999 年に提示した理論モデルに基づいている（Andreou et al., 2007, p. 696）。こ

の理論によると、人の行動（例えばいじめ行為）を変えるには、特定の人間だけでなく、その集

団の残りの構成員も動機付けすることが必要とされる（参加者役割のアプローチである）。 
 プログラムは、４年生から６年生のクラスという広範なカリキュラムの中に組み入れられてお

り、１時間が１つのカリキュラムに対応する計８時間の授業で構成されていた。カリキュラムの

活動は、事前研修を修了したクラスの担任から生徒達に示された。その教師向け研修では、４時

間のミーティングが５回実施され、いじめ問題とその重大性への意識を高め、同時にプログラム

実施の際の教師の自己効力感向上を目的としていた（Andreou et al., 2007, p. 697）。 
 このギリシャのいじめ対策用カリキュラムは、1999 年に Salmivalli が提示した３つの大きな理

論軸に対応する３部構成となっていた。つまり、a)意識の向上、b)内省、そして c)新しい行動へ

のコミットメントである（Andreou et al., 2007, pp. 697-698）。 
 第一軸（意識の向上）に沿って、いじめ問題への生徒の意識を高めることを狙いとして、少数

グループでのディスカッションとクラス全体でのディスカッションが（合計３時間の授業の中

で）行なわれた。教材には、校庭で撮影された実際のスナップ写真、「新しい友達」というタイ

トルの物語、それに生徒自身のスケッチが含まれていた。第二の理論軸（内省）では、クラス内

ディスカッションを含む２時間の授業が行なわれた。これらのディスカッションでは、生徒がい

じめの過程を理解する参加者役割に重点が置かれた。授業では、生徒による自由な文章作成も行

われた。この活動を通じて、異なる役割を選ぶ理由・得られる利益・感情・結果にかかわる重大

な問題を生徒達がよく考えるようにすることが目的であった。最後の軸（新しい行動へのコミッ

トメント）では、友人同士のいさかいに対する様々な対応や解決方法、それにクラスのルール作

りに関して、３時間分の授業の中で少数グループでのディスカッションとクラス全体でのディス

カッションが行われた。使用された教材は、漫画だったが、物語の中に描かれたいじめについて

グループで解決法を探すために、結論が描かれていない漫画だった。 
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4.2.3 シアトルにおける Olweus プログラムの実験（アメリカ合衆国） 
 Olweus いじめ予防プログラム（Olweus Bullying Prevention Program: OBPP）が、シアトル

のミドルスクール 10 校の、あるコホートに対する非無作為化比較試験により実施・評価された

（Bauer et al., 2007, p. 267）。プログラム全体は、Olweus プログラムに完全に従っており、い

じめの問題に対応し取り組むことで、友人関係の改善および安全で前向きな学校環境の向上を目

的としていた。 
 介入対象の学校は、介入の実施前に自地区のトレーナーと協議を行った。プログラムの要素は、

全校レベル、教室レベル、個人レベル、地域レベルというように、複数の介入レベルに対応して

いた。学校レベルでは、プログラムが「公式の開始日」に開始され、その日はプログラム全体に

ついての生徒への説明、基本的なコンセプトの紹介、生徒の熱意を高めることを目的に、全校集

会が開催された。学校レベルのプログラムの核となる要素として、コーディネート委員会があっ

た。この委員会の委員は、介入実施における当初計画の策定および監督に対する責任を負ってい

た。実施にあたっての協働体制を育むため、定例のスタッフ会議も開催された。校内において生

徒たちに期待される行動に関する明確なガイドラインが定められた、学校のいじめ対策ルールが

生徒たちに示された。校内の監督は、このいじめ対策プログラムの重要な要素であった。いじめ

の「ホットスポット」をたどって特定することが、いじめ事件の発生割合を低下させるにあたり

重要であり、その上で、教師の代表が継続的に監督を行うことで、校内ではいじめは受け入れら

れない行動なのだということを常に生徒に意識させた。なお、介入対象の学校の教師たちは、教

師向け研修を受講した。 
 プログラムは、親・地域全体にもいじめ問題への意識を高めさせることも狙いとしていた。生

徒達の行動を家庭や地域と分断して考えることはできない、また、社会的に受容される行動様式

というのは、学校内でも学校外でもポジティブに強化されるべきであるため、親や地域全体を巻

き込むことというのは、プログラムの重要な要素であった。 
 
4.2.4 Dare to Care; Bully Proofing Your School プログラム (カナダ) 
「Dare to Care；Bully Proofing Your School プログラム」は、Olweus プログラムをモデルとし

た「Bully Proofing Your School」プログラム（Beran et al., 2004, p. 103）の改良版であった。

このいじめ対策プログラムが重視しているのは、個人およびグループでのカウンセリングによる、

いじめの被害者および加害者に対しての医療的支援であった。また、コミュニティ・サービスと

の協働も可能なようになっていた。プログラムの中心には、教育制度に関わる全ての関係者の中

に解決策を生み出すことへのアカウンタビリティを高めることがあった（Beran et al., 2004, p. 
104）。 
 プログラムは、複数の段階から構成されていた。プログラムのファシリテーターは、教職員に

対し、学校でのいじめに関する論点についての情報を提供し、研修を行った（専門的能力開発の

ための丸一日のワークショップ）。このワークショップは、プログラムの基本的指針が、確実に

カリキュラム全体に反映され、今後も維持されることを目的としていた。なお、親に対しても情

報提供が行われた。その後、生徒、親、学校の職員が一緒になって、学校のいじめ対策方針を策

定した。 
 このいじめ対策方針には、思い遣り、そして攻撃的行動とその行動の結果がどういうものかを

明確にする目的があったが、焦点は懲罰よりも修復の方に置かれた。いじめ対策方針は、学校中

に掲出された。最後に、教師に代わりプログラムのファシリテーターが、いじめの持つ性質や被

害を受けないようにする方法を子どもたちに教えるカリキュラムを実施した。このカリキュラム

には、ディスカッション、ロールプレイング、アートワーク、本、ビデオ、学校職員・親・他の

生徒たちに見せる寸劇が含まれていた。 
 
4.2.5 プロゲットー・ポンタシーブ（イタリア） 
 このプログラムは、３年間実施され、主に２つのパートにより構成されていた。最初の２年間
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は学校に対してより重点的に実施され、３年目は、クラスおよび個人に対してより重点的に実施

された（Ciucci & Smorti, 1998）。１年目には、子どもの社会心理的なリスクおよびいじめと被

害化の問題に対処する、教師向け研修が実施された。研修の終了時に、いじめの問題がどれだけ

深刻か、そしていじめの特徴とは何かを明らかにするための学習が行われた。介入２年目は、い

じめの影響を受けた子どもたち一人ひとりに対してカウンセリングが実施された。 
 介入は３年目も実施され、２種類の異なる方法が用いられていた。１つはクオリティ・サーク

ルグループの利用で、生徒達は、１つのクオリティ・サークルグループの記録およびその記録に

関する意見交換による対人プロセス想起法（Interpersonal Process Recall）を使って、自分たち

の抱える問題の実践的な解決策をグループで見つけなければならなかった。もう１つの方法は、

小グループ内で行うロールプレイングで、ロールプレイングの後にはクラスでディスカッション

が行なわれた。この方法は、生徒たちがいじめの問題に向き合い、いじめを乗り越える方策を検

討するのに役立った。これら２つの方法の目的は、いずれも生徒達に、いじめを減らすために自

分たちが効率的な方法によって介在できるのだということを気付かせることにあった。 
 
汎理論に基づいて作られたいじめ対策プログラム（アメリカ合衆国） 
 このいじめ対策手法は、「いじめに加害者、被害者そして（あるいは）消極的な傍観者として

関与したミドルスクールとハイスクールの生徒たちに対し、個人別に設えた対話式のコンピュー

タによる介入を行う、汎理論に基づいて作られたプログラムである（Evers et al., 2007, p. 398）。

この介入には、生徒に対する 30 分、年間３回行なわれるコンピューターを使ったミーティングと、

学校職員と親に対する 10 ページの手引書と任意の活動が含まれていた。プログラムの設計者によ

ると、汎理論モデルは、「ある特定の変化の段階にいる人の発達を助けるための意思決定や強化

のように、特定の変化の過程に応用できる行動変容の理論である。」（Evers et al., 2007, p. 
398） 
 介入に利用する題材には、複数の要素で構成されたインターネットベースのコンピューターシ

ステムである「尊敬する心を育て、いじめを止める」プログラムを含んでいた（Evers et al., 
2007, p. 402）。生徒は、プログラムのウェブサイトにジャンプできる CD-ROM を再生すること

でプログラムを開始した。生徒は、個人情報に基づくログイン名とパスワードを作ることでプロ

グラムを利用できるようになった。プログラムに登録した後、ログインし、介入研究に参加する

ことに同意し、その後の進め方についての指示を受けた。このマルチメディアによるプログラム

には、いじめに関して証言している生徒を映したショートムービー（ビデオ）も含まれていた

（Evers et al., 2007, p. 403）。 
 プログラムのその他の要素の中には、以下の２つのものが含まれていた。a)子どもの家庭に郵

送される、10 ページからなる家族向け手引書。ここにはマルチメディアプログラムについて、ま

たプログラムがいじめ対策の方法とどのように関係しているかについて簡単にまとめた情報が掲

載されていた。b)10 ページからなる職員用手引書。いじめと生徒を変える手助けの方法について

の一般的な情報、教室での活動、親との連携の仕方についての情報が掲載されていた。なお、教

師に対する研修はなかった。 
 
4.2.6 社会的スキル・トレーニング（SST）プログラム（イングランド） 
社会的スキル・トレーニングは、いじめの「慢性的被害者」を支援することに特化して設計さ

れたプログラムであった（Fox and Boulton, 2003, p. 237）。プログラムの狙いの大枠は、子ど

もたちの社会的スキルの改善を支援すること、それにより、被害化の個別リスクを減少させるこ

とにあった（Fox and Boulton, 2003, p. 234）。プログラムは、８週間に渡る課程からなり、そ

の間、子どもたちは問題解決と息抜きのスキルの使い方、物事をポジティブに考える方法、言葉

によらない行動の変え方、そして「けむに巻くこと」や「ミラーリング」といったいくつかの言

葉による方略の実行方法を学んだ（Fox and Boulton, 2003, p. 235）。 
プログラムの期間中、いじめの被害者が５人から１０人のグループとなり、週に１時間、プロ

グラムの目的に触れる機会が設けられた。プログラム期間中、2 人のトレーナーが週に 1 時間の
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セッションを実施した。第一週は、子ども達がお互いに自己紹介をし、お互いが抱える問題を聞

くことに費やされた。2 回目と 3 回目のセッションでは、友情というテーマに取り組み、子ども

たちが強い友人関係を結べられるようにすることが目的とされた（例えば、会話をする、仲間に

加わらせてもらう）。そして４回目のセッションでは、ボディ・ランゲージの課題に取り組み、

被害化から自分を守れるようにするために、言葉によらない行動の変え方を子どもたちに教えた。

５回目のセッションでは、自己主張の仕方を学び、6 回目・7 回目のセッションでは、いじめっ子

への対応方法を習った。８回目のセッションでは、プログラムの終了が伝えられた。 
 
4.2.7 Stare bene a scuola: Progetto di prevenzione del bullismo (イタリア) 
この介入は、カリキュラムの活動に基づいており、また校内の全員を巻き込もうという全校的

な取り組みであった（Gini et al., 2003）。プログラムは６校で実施され、複数の活動が含まれて

いた。まず、教師たちは「協同学習」と、特にジグソーの技術について３日間研修を受けた。次

いで 15 日間ごとの継続的監督を行った。クラス内で行われるこの介入は、週に 2 回話し合いを行

いながら４カ月間継続された。介入は、 a)身体への意識と感じ方、b)感情的な意識、c)いじめの

意識、という領域に対して向けられた。これらの領域は、介入当初から始まる各セッションで取

り組まれた。各テーマ領域で複数の活動が実施され、複数の方法が用いられた。 
 
4.2.8 ViSCトレーニングプログラム（ドイツ）2 

Vinnese Social Competence Training Program（Vinnese 社会的能力訓練プログラム）は、

「争いが起きている状況で責任感を持って上手く対応できる主体になるための系統的で理論に基

づく助言」を生徒に与えることを目的としたプログラムだった(Atria and Spiel, 2007, p. 179)。
このプログラムは、将来問題を抱える恐れがあると考えられる 15 歳から 19 歳の経済的・社会的

に恵まれない青年を対象に特化して設計された (Atria & Spiel, 2007, p. 179)。プログラムの理論

的な土台は、社会的情報処理理論と、いじめの問題を集団の現象として捉えて実施された研究の

中心的な着想から導かれている(Gollwitzer et al, 2006, p. 126)。 
ViSC プログラムは、13 コマの授業で構成されており、それらは、a)衝動とグループ・ダイナ

ミクス、b)内省、c)行動の 3 つの段階に分けられていた。「衝動とグループ・ダイナミクス」と名

付けられた第一段階は、6 コマの授業で構成され、その主な目的は、短いエピソード、ディスカ

ッション、ロールプレイングを使って様々な視点から社会的な状況を見る方法を教えることで、

重大な局面に対応できる能力を高めることにあった。第二段階の「内省」は、1 コマの授業で行

われ、その授業では生徒たちが第一段階で学んだことを振り返った。最終段階の「行動」は、６

コマの授業から成り、トレーナーが、生徒に残りの授業で何を得たいかを明確に定めるよう求め

た。トレーナーは、生徒たち個人個人の考えを聞き取り、それらを評価し、プログラム全体とし

ての目標、つまり、児童の社会的能力を高めるという目標に沿って 生徒と一緒に実行に移した。

プログラムの第三段階はフレキシブルで、映画製作、アート作品の製作、パーティーの開催など、

生徒が提案する複数のプログラムを行うことができ、柔軟性が認められていた。そして、このよ

うな複数のプロジェクトをまとめあげるには「様々な重大な局面が発生するということであり、

それらの局面の中で代替可能で攻撃を用いない反応の選択肢を機能させるよう、その反応を綿密

に調べ、繰り返し練習し、評価する。したがって、柔軟性というのはまさに ViSC の中心的な特

徴となっていた」（Gollwitzer et al, 2006, p. 126）。 
プログラムの設計に基づき、生徒の研修は、教師ではなくトレーナーにより実施された。トレ

ーナーは、指導のためのワークショップに参加し、生徒の研修期間中は University of Vienna で

ViSC の ViSC 開発チームの監督も受けた（Gollwitzer et al, 2006, p. 127）。プログラムの基本

的な指針によると、トレーナーが個々の生徒についての情報を教師たちから伝達されないように

することが重要であり、つまり生徒は標準化された診断基準に基づいて評価されなければならな

                                                
2 メタアナリシスに含めた評価研究である。このプログラムはオーストリアでも評価が行われて

いるが、それはデータが十分ではないためメタアナリシスの評価に含めることはできなかった。 
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かった（Atria and Spiel, 2007, p. 184）。さらに、研修は、通常の授業時間内にも実施され、教

師はその授業に出席するよう推奨された。そうすることで生徒はプログラムに真剣に取り組むよ

うになった。なお、ViSC は Gollwitzer (2005)、Atria and Spiel (2007)、Gollwitzer et al. 
(2006)により、合計３回実施、評価されている。 
 
4.2.9 Granada いじめ対策プログラム（スペイン） 
 このプログラムは、 a)子どもたちに、異なる役割でいじめに関与させること、b)いじめっこ、

被害者、あるいはいじめっこでかつ被害者としていじめに巻き込まれる生徒の数を減らすこと、

c）向社会的なスキルを向上させることで、いじめに全く関与していないと分類される生徒の数を

増やすこと、そして d)プログラムの忠実性にとっての危険因子を特定し、将来同じプログラムを

再現できるようにプログラムの妥当性を確立させること（Martin et al., 2005, p. 376）を目的と

して実施された、実験的ないじめ対策プログラムであった。スペインの Granada にある一つの小

学校から 6 年生 49 人がこのプログラムに参加した。 
 プログラムの設計者は、学校・生徒の家族・コミュニティの社会的・教育的・経済的なバック

グラウンドに関する一般的な情報を収集した。情報収集は、各回 3 時間のミーティング（セミナ

ー）を 3 回実施する間に行われた。親、教師、教育チームのメンバーがこのミーティングに参加

した。このミーティングを通じて、プログラムは子どもたちの人間関係をターゲットにするべき

だということが明確となった。プログラムは学校の通常のプログラムの一部として、カリキュラ

ムに基づいて実施されることも決定された。プログラムは研究者の中の１人が実施することも決

定されたが、これは教師にはプログラム実施のための技能が無く、かつ、教師が研修を受けるだ

けの時間も資金も無かったためである。親と教師は、いじめの問題を子どもたちと話し合うのに

利用できるいじめに関する情報（関係書類）の提供を受けた。また、教師が将来自分でプログラ

ムを実施できるように、介入プログラムに同席することもできた。プログラムが学校の外でも継

続されるようにするため、親も介入実施チームが行ういじめに関する話し合いに招待された。プ

ログラムはクラスを対象に５カ月間にわたり実施された（30 セッション。1 人のチューター［プ

ログラム評価者の１人］がセッションを週に 3 回開催した）。 
 最初の５回のセッションでは、チューターが子ども達にいじめについての情報提供を行った。

扱われた内容は、いじめの概念、いじめの種類、いじめの見つけ方、いじめの個人差・集団差、

いじめに対するクラスのルールなどであった。6 回目から 21 回目までのセッションでは、子ども

たちの感情的能力と社会的能力に重点が置かれた。そこでは、いじめをしている場面における感

情の同一化および感情表現、コミュニケーション能力、問いかける力、敬意や不平を言ったり聞

いたりする力、日常生活で断る力、行動を変えるよう相手に求める力、対人関係の問題を解決す

る力を扱った。17 回目から 21 回目のセッションでは、仲裁に重点が置かれた。 
 22 回目から 25 回目のセッションでは、人権に重点が置かれた。自由と平等、私生活への敬意、

他人の所有物への敬意、他人の意見への敬意などの複数のトピックが扱われた。同様に、26 回目

から 30 回目のセッションでは、道徳教育が重視された。プログラム全体（セッション１～セッシ

ョン３０）を通じて、衝動性を抑えることと反射性を高めることにも重点が置かれた。反射性を

高めるために、プログラムの設計者は、Gargallo (2000; Martin et al., 2005, p. 378 も見よ) が考

案した「Programa de Intervencion para Aumentar la Attention y la Reflixividad [PIAAR]」と

呼ばれる特殊なプログラムを用いた。このプログラムは、衝動性を抑えることとセルフコントロ

ールを高めることを目的とする認知的手法に重点を置いたプログラムである。このプログラムに

は、ロールプレイング、仲間による仲裁、指導者を巻き込んだディスカッション、ブレインスト

ーミング、描写も含まれていた。 
 評価を行った著者は、プログラムの実施にともなう複数の問題を認めている。例えば、親と教

師の関与が少ないこと、休み時間中や保健体育の授業時間中にプログラム関連の授業が実施され

たこと、全てのテーマを網羅するには時間が不足していたこと、子どもたちの追跡が困難なため

に二次追跡を実施できなかったこと、サンプルサイズとサンプル選択に関わる問題、用いられた

測定道具、子どもたちの分類の仕方に起因して結果に交絡が生じる危険性などである（Martin et 
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al., 2005, p. 382）。これらの欠陥は、容易に見当がつく。例えば、評価者は、対人関係が最も悪

化し、攻撃的な 6 年生を対象にプログラムを実施したと言及している(Martin et al., 2005, p. 738)。
このことにより、実験群で生じたいじめの増減がプログラムの効果によるものか平均への回帰に

よるものかを識別することが難しくなってしまった。また、自己申告式の質問紙が生徒に配布さ

れたが、教師が提言した場合のみ、質問紙に基づいた子どもたちの分類をしていた。 
 
4.2.10 サウスカロライナ・プログラム (アメリカ合衆国) 
 このプログラムでは、サウスカロライナの学校において OBPP が実施された。プログラムは、

ノルウェー・モデル（Melton et al., 1998, p.72; p. 74）の影響を大きく受けており、学校、クラ

ス、個人、コミュニティの各レベルのいじめを対象とすることを目的とした、学校をベースとす

る包括的ないじめ対策プログラムだった。 
 OBPP に従い、サウスカロライナ・プログラムには、全校的な介入があった。各学校では、プ

ロジェクトの様々な段階で、調整委員会が学校のいじめ対策手法を立案し、その取り組みを指導

した。委員会は、学校の精神分析医ないしカウンセラーと、教師・生徒・親の代表により構成さ

れていた。各学校では、プログラムを実施する前にサーベイが行われた。これは、学校で生じて

いるいじめ問題の質と量を評価することを目的としていた。サーベイの結果は、このプログラム

についての生徒達の認識を高めることを狙って、学校の相談日に示された。また、プログラムを

開始するための全校規模の催しも開催された。学校レベルでのプログラムのもう一つの要素とし

て、いじめの「ホットスポット」を見つけ出すための教師による監督も含まれていた。 
 クラスレベルでは、プログラムの核となる要素として、いじめ対策の明確なルールの策定、ル

ール違反に対する一貫した制裁、向社会的行為に対する教師による一貫した賞賛、そして校内の

いじめに関する問題を教師と生徒が議論するための定期的なクラスミーティングやクラスディス

カッションの日程調整が含まれていた。教師は、ビデオなど、教室で使える多彩な教材、教師用

の手引書、参考にできるプログラム・ニューズレター（"Bully-Free Times"）を利用することが

できた。 
 個人レベルの介入には、いじめっ子およびその親との意見交換と、いじめの継続的被害者のた

めのセーフティ・プランの策定が含まれていた。親に情報を伝えるニューズレターも配られた。

コミュニティ・レベルでは、a)特定地域の多様な住民にプログラムを周知すること、b)地域住民

を学校のいじめ対策活動に参加させること、c)地域住民、生徒、学校職員を（例えば夏のチャー

チ・スクールの教室にプログラムの要素を導入することで）地域内のいじめ対策の取り組みに参

加させることにより、地域住民をいじめ対策の取り組みに巻き込むという取り組みが行われた。 
 プログラムのその他の要素として、学校のメンタル・ヘルスの専門家も巻き込み、加害者ない

し被害者としていじめに頻繁に関与している子どもに対する個別介入手段の考案、OBPP で利用

されている複数の教材のアメリカ版を作成すること、また教師用手引書や教師用ニューズレター

などの教師や他の職員向けの追加資料の作成を支援させた。 
 
4.2.11 Bully-Proofing Your School (アメリカ合衆国) 
 ‘Bully-Proofing Your School’ (BPYS)は、いじめ予防を目的とした包括的な学校ベースの介入プ

ログラムであり、a）いじめの程度を測定するために質問紙調査を実施し、いじめに対して断固と

した措置をとるクラスのルールを作ることで、いじめの問題への意識を高めさせる、b）自己主張

のスキルを教えることで、いじめに対処する・被害化に抵抗する・将来被害者となりうる生徒を

支援するための予防スキルを生徒に教える、c）生徒が積極的で支えとなる第三者として行動でき

るような気持ちにさせる、ポジティブな雰囲気を校内に作る、という ３つの要素で構成されてい

た (Menard et al., 2008, p. 7)。BPYS が主に対象としていたのは、エレメンタリー・スクールと

ミドル・スクールだった。学校の職員は、２つ目の介入対象として（職員の行動の変化が反いじ

めの学校環境の構築にとって不可欠であるため）、また、生徒に対して介入を行う主体としても

介入に関わった。教師には、介入実施期間中利用できる情報と介入の戦略が伝えられた。 
 クラスでの介入は、約 30～40 分行われる 7 回のセッションを含むカリキュラムで構成された。
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各セッションは、教師あるいはメンタルヘルスの職員によって実施された。カリキュラム終了後

には、生徒たちが自分たちの行動を顧みることができるようなクラスのミーティングを毎週開催

するよう教師は仕向けられた。親たちには、ニューズレターを通じて情報が提供された。加害者

か被害者としていじめに関与した生徒の親とは面談が行われた。BPYS プログラム全てが 3 年間

の期間をかけて実施された。１年目は、カリキュラムを全て実施するのに費やされ、続く２年間

は、１年目に行われた全ての活動を補強することを狙いとしていた。 
 
4.2.12 友人化による介入プログラム (イタリア) 
 友人化による介入は、主にピアサポート・モデルに依拠したいじめ対策プログラムだった。プ

ログラム全体の狙いは、a）いじめっこが自分自身の行動と他人の行動への意識を高めることによ

っていじめの事件を減らすこと、b）いじめの被害者を支援するための子どもたちの能力を高める

こと、c）第三者としての責任感を高め、いじめへの関わりを増やすこと、d）クラスの中での対

人関係の質を高めることにあった (Menesini et al, 2003, p. 1)。 
 このいじめ対策の介入は、５段階により実施された (Menesini et al, 2003, p. 5)。最初の段階で

は、クラスをターゲットとし（クラス介入）、子どもたちの向社会的行動や支援的行動への意識

を高めることと、他者への肯定的な態度を促すことを目的として、いくつかの活動が実施された。

クラスレベルでの取り組みを通じて、学校の管理者たちは、各校でこれから実施する新しい事業

に対する全校生徒の意識を高めさせた。これにより、全校生徒に「ピアサポート的な行動」を目

指す価値観と態度を形成させるというもう一つの目標が達成された。 
 プログラムの第２段階では、「ピアサポーターズ」が選抜された。クラスにおよそ３人か４人

のサポーターが割り当てられ、自薦・他薦など複数の方法により選抜された。次いで、ピアサポ

ーターの生徒たちは、丸１日実施される特別セッションか通常行われる集会の中で研修を受け

（第３段階）、その結果、他の生徒たちへの対応の仕方や生徒間の交流を円滑にする方法を学ぶ

ことができた。教師や他の専門職員（精神分析医とソーシャルワーカー）もこれらのセッション

に参加した。この段階の大きな目的は、ピアサポーターたちに生徒間の意思疎通の媒介役となっ

てもらうために、生徒たちの話を聞く能力やコミュニケーション能力を高められるように支援す

ることにあった。 
 プログラムの第４段階では、教師による支援と注意深い監督を受けながらピアサポーターがク

ラス内で活動を行った。各クラスの教師は、「サークルミーティング」を開催し、そこではいじ

めに関与した特定の生徒（対象となる生徒）には何が必要なのかが確認された。ピアサポーター

は対象となる生徒と話し合い、同意と協力を得て、支援を行った。ピアサポーターは対象となる

生徒と関わる具体的な作業を行うだけでなく、教師から監督されることによって、クラス内で行

う活動について定期的にフィードバックを受けることができた。 
 友人化による介入の最終段階では、ピアサポーターの第一グループが、クラス内の他の生徒の

研修にも携わったため、さらに多くの子ども達が（研修内容を伝え、役割を繋ぐことを通じて）

プログラムに参画することができた。 
 
4.2.13 トロントいじめ対策プログラム(カナダ) 
 トロントいじめ対策プログラムは、OBPP (Pepler et al., 2004, p.125)の影響を受けたプログラ

ムであり、いじめは個々の子どもたちだけの問題ではなく、友人グループ、教師、それに子ども

の親達も関係しているとの理解に基づいていた(Pepler et al., 2004, p. 127)。プログラムは、学校

レベル、親レベル、クラスレベルで実施される複数の予防的な内容と、加害者あるいは被害者と

していじめに関与した特定の生徒との追加的作業から構成された。 
 プログラムが実施されたレベルは、介入対象の学校によって異なっていた。ただし、職員研修、

行動規範、遊び場における監督強化という３つの重要な要素は、 介入を行った全ての学校で見る

ことができた。学校レベルで重視されていたのは、生徒間の行動についての肯定的な規範を構築

すること、教師を参画させること、そして遊び場での積極的な交流を促進することであった。親

に対しては、夜に懇談会が開催され、子どもの通う学校でのいじめの問題について情報提供が行
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われた。また、プログラムとその目的についての情報も家庭に送付された。クラスレベルでは、

いじめに対するクラスのルール作りに子どもたちを関わらせた。さらに、生徒たちの態度を変え

ることと友人間の良好な関係を促進することを狙いとしてクラスでの活動が行われた。個人レベ

ルでは、加害者あるいは被害者としていじめに関与した子どもが、面談や親を参画させることを

通じて、特別に用意された介入を受けた。それらの事例を追跡して監督を続けることにより、学

校管理者はいじめ事件の終結あるいは中断をはっきりと確認できるようになった。 
 
4.2.14 環境によるいじめ対策プログラム (カナダ) 
 環境によるいじめ対策プログラムでは、「介入の各レベルでの評価を用いた体系的相互作用モ

デルを活用して」、友人グループと学校で行われている一連の行為が調べられた (Rahey & Craig, 
2002, p. 283)。プログラム全体の目的は、いじめに対するしっかりとした規制を定め、生徒を支

える安全な学校環境を創出することにあった。具体的な目標は、いじめの問題への意識を高める

こと、共感性を高めること、友人たちがいじめを非難できるようにさせること、いじめに対する

明確なルールを策定することであった。 
 この 12 週間のプログラムは、いじめへの理解を高め、いじめの事件を減らすために設計された

「Bully Proofing Your School」（BPYS）プログラムをベースにしていた(Rahey & Craig, 2002, 
p. 285)。プログラムには、各クラスで実施される心理教育学的要素、友人による仲裁の要素、い

じめに関与した子どものための特別グループといった要素が含まれていた。 
 全校レベルでは、介入前に講習会を受講し、手引書を受け取った心理学系の学生による心理教

育学的プログラムが実施された。プログラム前の全校集会において、生徒たちにプログラムが紹

介された。その集会によって、介入が開始されたことが公式に示された。教室でのプログラムは、

ロールプレイングや操り人形など、対話式の教育的な手法だった。そこで扱われたトピックは、

いじめと被害化、けんかの解決、共感、話を聞く能力、そして個人差だった (Rahey & Craig, 
2002, p. 286)。 
 いじめに関与した子どものための個別のプログラムも介入の一部だった。関連するセッション

が用意され、社会的スキル、話を聞くこと、共感を高めるトレーニング、そして支援的カウンセ

リングにより構成されていた。毎週開催される各セッションは、45 分間で行われた。プログラム

には、教師に対する介入も含まれていた。教師向けプログラムは、いじめ、介入の取り組み方、

いじめに直接関与している生徒に対する支援について教師たちとディスカッションするミーティ

ングにより構成された。介入期間中、プログラムのコーディネーターは、学校長や支援を行う教

師達と面談を行った。 
 
4.2.15 チェコスロバキアの短期集中介入 
 チェコスロバキアにおけるいじめ対策の介入は OBPP の影響を受けており、いじめが収録され

た Olweus ビデオカセットなど、いくつかの要素も OBPP から取り入れていた(Rican et al., 1996, 
p. 399)。また、Olweus のいじめに関する質問紙を、校内のいじめの複数の側面を測定するため

に用いていた。友人による申告の方法も、いじめっこ得点と被害者得点をつけるために利用され

ていた。いじめ問題への意識を高めさせるために、 両方の測定尺度により得られた結果が介入を

実施した学校の教師に示された。プログラム研究者たちは、「いじめっこと被害者個々人に対す

るアプローチについての可能性」を教師たちと議論した(Rican et al., 1996, p. 399)。 
 介入のもう一つの要素として、教師たちに対し、可能な範囲でカリキュラムに関連性のある倫

理的な特徴を取り入れるよう指導が行われた。それにより、騎士道の理念が歴史の授業の中で触

れられたり、弱者への思いやりの理想が口述筆記や分析で使われる文章の中に取り入れられた

(Rican et al., 1996, p. 400)。介入のもう一つの要素として、「クラスチャーター」と呼ばれる手

法が利用された。具体的には、自分の教師やクラスメートが自分に対してどう振る舞ってほしい

か、また、生徒が教師に対して、また仲間内でどう振る舞うべきか、子ども達に示させた。教室

でのこの活動の最終的な目的は、まとまったルール・原則を作り、それがクラスの全生徒によっ

て署名され、目にみえる場所に掲示することにあった。最後に、いじめについて収録されている
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Olweus のビデオカセットが子ども達に見せられ、校内の反いじめの考えを浸透させる手段として

用いられた。 
 
 

 
4.3 その他の実験群コントロール群比較 

 
4.3.1 ノルウェーいじめ対策プログラム 
 このいじめ対策の取り組みは、ノルウェー南部の町のプライマリー・スクールで実施されたパ

イロット研究をベースにしていた。プログラムの理論的な立ち位置に基づくと、教師たちの職業

上の成長が、学校職員および生徒の両者の学校生活の質に影響を与える重大な要素とされる。教

師は、子ども達の問題行動に対処することを常に求められる。したがって、教師の職業上の成長

に「投資し」、対処法・対処策を向上させる支援を行うことが、いじめを含む子ども達の反社会

的行動を減らすために非常に効果的だろうと言われている。Galloway and Roland (2004, p. 45) 
はこのことを次のように述べている。「上記の議論が意味するところは、いじめを減らそうとす

る試みは、指導の質および学習の質を向上しようというより大きな試みの一部を形成することが

できるし、形成しなければならないということである。」つまり、教師たちは、いじめ対策の取

り組みを、自分の主な仕事に役立つものであり、そこから仕事上の満足を得られるものであり、

間違いなく責任を持つべきものと受け止めなければならないということである。 
 このプログラムの介入の中心的な要素は、教師に対する研修であり、９カ月間中４勤務日が充

てられた。研修の内容をまとめたプリントが各ミーティングの中で教師たちに配布された。また、

プログラムでは同僚を 2 時間監督するというセッションが 15 回行われたが、その狙いは、研修中

に紹介された理論的な概念が持つ実務的な意味合いについて話し合う機会を教師に与えることに

あった。 
 
4.3.2 B.E.S.T Eliminated from Schools Together (アメリカ合衆国) 
 BEST は、北フロリダの K-12 発達研究対象校の一つで実施された。BEST は、Kia Kaha いじ

め対策プログラム（後述）をベースとしているが、異なる点も多くある。プログラムの評価は、7
年生のデータに基づいて行われた。BEST は、Kia Kaha に複雑な修正が加えられたプログラムで

あり、社会的認知理論と社会的能力理論にその基盤がある（Kaiser-Ulrey, 2003, pp. 18 –19）。

プログラムは、４人の教師によって実施された（この点は、主に郵便局員によって実施された

Kia Kaha プログラムとは対照的である）。12 週のプログラムは、定められたカリキュラムに従

って週に 2 回実施され、１セッションあたり 45 分未満の活動セッションを行った。 
 BEST は、４つのモジュールに分けられ、各モジュールには 3 つの活動が含まれていた。プロ

グラムでは、問題解決の技術、意識の向上、いじめに対するルールが重視され、プログラムの内

容には、教師向け研修と生徒の評価フォームが付いた教師用手引書が含まれていた。プログラム

には、親の情報が添えられた親の評価フォームも含まれており、親に伝えるために家庭に郵送さ

れ、質問をするための研究者の問い合わせ先も記載されていた (Kaiser-Ulrey, 2003, p. 84)。いじ

めに関連する行動を起こした生徒たちに対しては、拘束の罰（例：停学１日）が与えられ、面談

が実施された（Kaiser-Ulrey, 2003, p. 93）。なお、Kia Kaha プログラムでは、研究者たちが、

マオリ文化に関するいじめ対策のビデオを利用することができたが、マオリ文化をアメリカ文化

と比較できるようにするために編集を加えたビデオは上手くいかなかったため、代わりに、教師

たちはいじめ対策セッションに組み込むことのできるシナリオ・物語を利用した。 
 
4.3.3 SAVE (スペイン) 
セビリアで実施された SAVE いじめ対策プログラムは、いじめと暴力を総合的に分析する際に

環境的な方法を重視する教育モデルをベースとしていた(Ortega et al., 2004, p. 169)。このモデル

は、共存と活動を土台とした、対人関係に関する教育プロジェクトの設計図を提示した。共存の

理論的観念が意味するものは、連帯・友愛・協力・調和・相互理解への欲求という心理、他人と
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仲良く付き合う欲求、それと対話やその他の非暴力的な方法による争いごとの解決といったこと

である（Ortega et al., 2004, p. 169）。 
３種類の作業が、SAVE プログラムの設計と関連を持っていた。それらは a）社会的環境や子

どもたちが相互に作用しあう方法のマネジメント、b）系統誘導作用（instructive action）の具体

的な方法、c）教育についての気持ちや価値観に合わせて調整された活動である（Ortega et al., 
2004, p. 170）。 
プログラムは、対人関係の民主的なマネジメントの原則に基づいており、教師が（権威を失す

ることなく）、意思決定において生徒が積極的に参加する役割を持てる機会を与えた。また、協

働型グループワークが、この介入のもう一つの要素であった。プログラムには、いじめをするリ

スクがある生徒やいじめに実際に関与した生徒に対する直接的な介入の作業が含まれていた。こ

のような生徒に対しては、さらに、クオリティ・サークル、争いの仲裁、ピアサポート、Pikas
メソッド、自己主張と共感のためのトレーニングなどの多様な予防策が実行された（Ortega et 
al., 2004, p. 172）。なお、プログラムには教師向け研修と親と行う作業も含まれていたが、実施

状況は学校によってばらつきがあった（Ortega et al., 2004, p. 176）。 
 
4.3.4 Kia Kaha (ニュージーランド) 
 Kia Kaha は、いじめ対策プログラムとして設計されたが、カリキュラムの枠組みの中で不可欠

な社会科学と保健体育という２つの領域の要件にも合致していた（Raskauskas, 2007, p. 10）。

プログラムは、いじめと被害化に取り組むための全校的なアプローチをともなった。マオリ語の

「kia kaha」という言葉には、断固とした態度を取るという意味があり、そのため、「いじめを

予防するためには断固とした態度を取ることが必要であるということを全校に示すために」この

名前がプログラムに用いられた（Raskauskas, 2007, p. 9）。プログラムは、友人関係、いじめの

特定と対応、自分で選択すること、自尊心を持つこと、個人差に配慮すること、そして安全な教

室環境を生むために協調的に取り組むことといった事項をカバーしていた。 
 Kia Kaha のカリキュラムには、プログラムの概要、授業の計画立案・実施方法の手引き、ビデ

オ、各世帯に郵送される情報を含む教師用の手引書など、複数の材料が用いられた。この中のビ

デオには、５つのいじめの状況が収録されており、そこで何が起き、何ができるを議論するため

の素材を提供できるものだった。生徒たちは、いじめを収束させるために、止める・考える・選

択肢を検討する・行動する・繰り返すという行動を起こすよう指導された。 生徒と教師に対する

プログラムの内容は、クラスの通常のカリキュラムの中で実施された。 
 Police Education Officers (PEOs)は、教育専門家として研修を受け、ニュージーランドの青少

年教育に携わっている。PEO が学校を訪問し、Kia Kaha などの警察が提供しているプログラム

を紹介した。PEO は、訪問先の学校で学校長に対して、全校でプログラムに取り組む方法を紹介

し、学校で導入するよう説得した。また、PEO は、プログラムの中で教師の研修も実施し、保護

者懇談会を主催し、カリキュラムのうち最大４回の授業を担当した。 
 
 

 
4.4 年齢コホートデザイン 

 
4.4.1 リスペクト・プログラム(ノルウェー)  
 従来は Connect という名称で実施されていた「リスペクト」プログラムは、反抗・消極的行

動・いじめや攻撃など、子どもの多種多様な問題行動に対処することを目的としたプログラムで

あった。プログラムは、プライマリー・スクールとセカンダリー・スクールで実施された。リス

ペクト・プログラムは、「個人・教室・学校の各レベルで学校の質を高める」試みの中で、学校

の全職員・生徒・親たちを組み入れたシステムレベルで実施された（Ertesvag & Vaaland, 2007, 
p. 714）。プログラムは、以下の４つの基本原則に基づいていた（Ertesvag & Vaaland, 2007, p. 
716） 
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a）大人は、権威の見本として行動することが期待されている。これは、心温かく思いやりのある

環境を作ることを狙って権威を利用した方法である。 
b）プログラムは、学校内の全ての人間を巻き込み、全てのレベル（個人・クラス・学校）に対し

て介入する広範囲なものである。 
c）大人たちは、生徒の行動に影響を与えられるように一貫性を持って行動しなければならない。 
d）プログラムは、継続性という考え方に基づいている。つまり、上記の３原則に長期的な責務が

あるということである。 
 プログラムの枠組みの中で、教師および学校の管理職員は、連続開催のセミナーに参加すた。

職員研修のセッションでは、プログラムの基本原則に加え、子どもの問題行動を予防する実践的

な方法が事例に沿って紹介された。学校の管理職員とその他の重要な学校職員のための二日間の

セミナーが、介入の実施期間に先立って行われた。各校では、自校が行う介入のプロセスを職員

たちにしっかりと理解させることを主な目的として、１日がかりのワークショップが行われた。

それ以外にも、介入期間に短期的な研修が行われた（Ertesvag & Vaaland, 2007, p. 718）。また、

各学校のプロジェクトグループ内で、日々のプログラム実施における責任内容の共有が図られた。

さらに、プログラム実施に関する知識や経験、課題を意見交換する目的で、 介入が実施された学

校間でネットワークが形成された。 
 最後に、プログラムの実施にあたっては、主に以下の４つの戦略がとられていた。 
a） いじめの問題に対し、全校的に取り組む 
b） クラスのリーダーシップには、権威を利用した方法をとる 
c） 介入の適切なタイミングを選択する 
d） プログラムの原則をしっかりと守る 
 
4.4.2 Olweus いじめ予防プログラム（OBPP）（ノルウェー） 
 OBPP は、個人・学校・クラス・コミュニティの各レベルを対象としたマルチレベルのプログ

ラムであった。マスメディアによる目につきやすいパブリシティは別として、プログラムは、１

日開催された会議をもって開始された。その会議の中では、学校職員、生徒、親がいじめの問題

に取り組んだ。このことが、この介入の正式な始まりの合図となった。介入のための２種類の異

なる資料が作成された。一つはハンドブック、つまり教師用の手引書（「いじめと反社会的行動

に対する Olweus コア・プログラム」というタイトルが付けられた）で、もう一つは、親や家族

用に情報をまとめた文書フォルダーであった。プログラムには、a）プリテスト期間に取得したデ

ータの評価・分析に用いる CD プログラム（これにより、各学校に特化した介入が実施できた） 
b）いじめに関するビデオ、c）改訂版 Olweus いじめっこ／被害者用質問調査票、d）書籍『学校

でのいじめ：知っていること・できること』も含まれていた。 
 このいじめ対策手法は、主に学校・クラス・個人という３つのレベルを介入の対象としていた。

学校レベルの介入には、以下のものが含まれていた。 
・ 友人関係を改善する方策を議論する、教師同士の打ち合わせ：職員のディスカッション・グル

ープ 
・ いじめの問題を話し合う、親と教師の面談 
・ 休み時間および昼食時の監督の強化 
・ 休み時間の子どもたちのより良い遊び場所になるように、遊び場の設備改善 
・ 質問紙調査 
・ 調整グループの結成 
 
クラスレベルの介入には、以下のものが含まれていた。 
・ 生徒にいじめの問題に関する情報を提供し、いじめに対するクラスのルールづくりに積極的に

関わらせた。 
・ 生徒が行うクラスでの活動として、いじめに対するより良い対処方法を学べるようなロールプ

レイングを含めた。 
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・ いじめに対するクラスのルール 
・ 生徒と行うクラス集会 
・ クラスの親との集会 
 
個人レベルの介入には、以下のものが含まれていた。 
・ いじめっことその親との話し合い。とげとげしくなく非身体的な制裁の実施 
・ 被害者との話し合い。支援の実施。いじめに上手く対処する方法を学べるような自己主張スキ

ルの訓練。また、被害者の親との話し合い。 
・ いじめに関与していない子どもたちを、効果的にいじめられっこを助けられるようにするため

の話し合い 
 
 OBPP の特徴として面白いのは、介入期間と維持期間の両方の期間に学校がなにをすべきかに

ついて、指導方法を含めた情報を提供したことである。Olweus プログラムは、約 18 カ月間に渡

る「導入期間」に学校がしっかりとコミットメントすることを求めている。職員が習得した方法

論と学校が決定したルーティーンは、わずかなリソースによって維持できるかもしれない、、、

が、維持期間であっても、いじめに対して学校がどのような取り組みを継続すべきかを、 
Olweus の方法論に従って逐一記されているのである（Olweus, 2004c, p. 1）。また、学校レベル

では、全校の職員に対して研修が行われ、コーディネーターおよび鍵となるような職員に対して

は、追加して研修が行われた。これらは、校内のいじめ対策の取り組み全体を連動させるのに寄

与していた。プログラムでは、いじめに関与した子どもを扱う専門家（例：心理学者）と教師と

の連携も行われた。 
 
4.4.3 ドニゴールいじめ対策プログラム（アイルランド） 
 アイルランドのドニゴールいじめ対策プログラムは、ドニゴール郡で実施された。郡内の 100
校の初等学校のうち、42 校を対象として行われたが、22 校で得られたデータだけがプログラムの

評価に使われていた。ドニゴール・プログラムは、ノルウェーのいじめ対策手法（O’Moore & 
Minton, 2004, p.277）の影響を受けており、以下の４つの要素をベースとしていた。 
a） 専門家ネットワークの研修：介入が実施された学校の職員・生徒・親を訓練・支援するために、

ワークショップ形式のプログラムにより 11 人の教師が研修を受けた。 
b） 教師の支援パック：いじめに関する情報が入った箱が、研修ネットワークの参加者に配られた。

その箱の中には、クラスの管理運営、クラスや学校での良好な雰囲気の作り方、職員のリーダ

ーシップ、親と教師による協働を重視した資料が入っていた。 
c） 親の支援パック：介入の目的に合わせ、いじめの有病率、いじめの種類、いじめの原因と結果、

いじめへの対処の仕方についてのアドバイスなどの情報をまとめたリーフレットが作成された。 
d） 生徒との作業：意識を高める総合的なキャンペーン。いじめ問題に関する意識の向上が、年齢

に応じたハンドブックの生徒への配布、そして生徒がリーダーシップを取ることで進められた。

また、組織のレベルでは、教師および専門職員による良好な学校環境の創出を重視することで

意識の向上が進められた。 
 
4.4.4 チューラビスタの Olweus いじめ予防プログラム（アメリカ合衆国） 
 カリフォルニア教育省とカリフォルニア検事総長局からの助成金により、チューラビスタ市の

初等学校３校が OBPP を実施した（Pagliocca et al., 2007）。OBPP については上述しているの

で、ここで改めで説明はしない。 
 OBPP の計画立案の初期段階で、各学校は、校長・教師・親・生徒・スクールカウンセラー、

心理学者やソーシャルワーカー、教員以外の学校職員（例：図書館員）、生活コーディネーター、

警察職員など複数の人間を、いじめ予防協力委員（Bullying Prevention Coordinating 
Committee：BPCC）を任命した。各 BPCC は、OBPP の公認トレーナーから２日間の研修を受

けた。教師やその他の学校職員に対する Olweus モデルの一日研修も実施された。親たちも、英



尾山 滋（元静岡県立大学） 
 

 38 

語やスペイン語で書かれた資料を必要に応じて受け取った。OBPP の情報を実際に親に会って伝

えるために、全３校ともその調整を行った。学校のいじめ対策のルールを親や生徒がよく行く地

元の店に掲示することで、コミュニティ・レベルにも周知した。 
 プログラムの評価は、チューラビスタの学校における OBPP の実施に関連する、以下のような

多くの情報源に依拠して行われた。 
 
・重要な情報提供者へのサーベイとインタビュー 
 全部で 9 人の重要情報提供者が、プログラム評価におけるサーベイとインタビューに加わった。

9 人中４人は学区の代表者で、３人は学校と提携するファミリー・リソース・センターから、２

人はチューラビスタ警察署から選ばれた。重要情報提供者は、OBPP における自身の役割、学校

職員から受けた研修、プロジェクトごとに使用した題材、OBPP の核となる内容の実施状況につ

いての質問への回答が求められた。 
 
・介入前後の質問紙調査 
 これらの質問紙調査は、対象者に応じて英語とスペイン語で行われた。なお、スペイン語版は、

文献の翻訳だけでなく、個々の用語や言い回しの文化的な解釈も考慮に入れて翻訳を行う外部コ

ンサルタントよって作成された。Olweus のいじめっこ／被害者質問紙調査とは異なり、チューラ

ビスタの OBPP では、親用の質問紙、教師用の質問紙、遊び場の監督者用質問紙も利用された。 
 
・いじめ予防協力委員向けのワークブック 
 最初の研修の基本的な事項として、各いじめ予防協力委員は、学校の OBPP 実施プランを文書

で記録する「ワークブック」を作成することから始めた。このワークブックは、プロジェクトの

初期段階における計画立案やプロジェクトの展開に利用されるだけでなく、プロジェクトに指針

を与え、プログラム実施における忠実性を顧みれるような「作業文書」となるようにも設計され

た。重要な情報提供者は、プロジェクト初期の計画立案の段階でこのワークブックを利用し、１

年目以降は徐々に頻度を減らしながらも継続的に利用した。なお、チューラビスタの OBPP の評

価も、「年 4 回の自己評価報告書」に基づいて行われた。 
 
4.4.5 フィンランドいじめ対策プログラム 
 ヘルシンキとトゥルクで実施されたフィンランドいじめ対策プログラムは、参加者役割の手法

を利用していた（Salmivalli et al., 2005, p. 467）。このいじめに取り組む方法に従った上でカリ

キュラムに基づいて行った予防作業が、a) いじめの問題への意識を高めること、b) 生徒自身の

行動への内省を促すこと、c) いじめ対策の行動にコミットメントすること、という３段階のステ

ップだった（Salmivalli et al., 2007, pp. 467-468)。 
 この介入の核となる要素は、１年間に渡る教師の研修である。この研修は、年度内に 4 回実施

されるセッション／ミーティングの中で実施された。研修の間、教師たちは、自分の受け持ちの

クラスの状況について（介入前のデータからの結果に基づいた）フィードバックを与えられ、ま

た、個人・クラス・学校の各レベルでいじめ予防の介入に利用できる別の方法についての情報提

供も受けた。また、教師たちは、対応が困難な個別のケースについてアドバイスを求めることが

できた。研修中には、正式なカリキュラムの活動や教材に沿って利用できる、いじめ対策の教材

も教師たちに提供された。これらの教材には、例えば、ディスカッションの題材となる映写用の

スライドや提案事項、演劇の先生のグループが考案したロールプレイング用課題「教育で使う演

劇」といったものがあった。個人レベルの介入では、「Shared Concern」「No Blame」、

Farsta など、いじめに関与した子どもに対して個別に使うことのできる複数の方法が 教師に対

して示された（Salmivalli et al., 2007, p. 471）。使用する方法に関わらず、最初の作業の後に行

われる系統的なフォローアップの役割がとても重視されていた。学校レベルでは、学校に反いじ

めのメッセージを伝え、全校的ないじめ対策の指針を策定する作業を進めるよう教師を促した。 
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4.4.6 シェフィールドいじめ対策プログラム（イングランド） 
 シェフィールドいじめ対策プログラムには、教師がいじめ問題に対処するのに使える非常に多

様な材料が含まれてた。これらの材料は、既存の知見や考え方に基づいてはいるものの、効果の

系統的な評価や、別の介入と比較して成功だったという事実に基づいているわけではなかった

（Smith, 1997, p. 194）。核となる介入は、いじめに対する全校的な方針に基づいていた

（Smith, 1997, p. 195）。各校は、a)〜c)の追加的な介入を選択することができた。a) カリキュ

ラム・ワーク（例：ビデオ、演劇、文献、クオリティ・サークル）、b) 遊び場への介入（例：監

督、昼食時間の監督者がいじめを発見できるようにする研修、遊び場環境の改善）、c) 個人や小

グループとの作業（例：ピア・カウンセリング、被害者のための自己主張トレーニング、Pikas
メソッド） 
 カリキュラムをベースとした戦略には、子どもたちのいじめ問題に対する意識を高めることを

狙いとした様々な教材と活動が盛り込まれていた。例えば教師は「棒と石」というタイトルのビ

デオを使うことができた。このビデオでは、生徒へのインタビュー、いじめのエピソードを描い

たシナリオ、そしていじめ裁判の行い方のカットが映し出された（Smith et al., 2004, p. 102）。

ビデオには、議論の進め方、演劇の使い方、生徒を創造的な作文に取り組ませる方法についての

考え方を記されたマニュアルも付いていた。人種問題に取り組むために、「White Lies」という

タイトルの別のビデオも利用することができた。このビデオは、人種に関するいじめの問題への

対処に特化した内容となっていた。また、「Only playing Miss」というタイトルのドラマは、嫌

がらせ行為に関する問題に取り組むことを目的としたものだった。「The Hertstone Odyssey」
というタイトルの小説は、その作品を通じて、教師がいじめの問題に対処する機会を与えるもの

だった。この小説は、プライマリー・スクールの生徒向けの物語で、人種的な嫌がらせやいじめ

の問題に立ち向かう内容だった。クオリティ・サークルを利用するのも、カリキュラムに基づく

いじめ対策戦略の一部だった。クオリティ・サークルは、いじめに関する問題を共に発見・対処

し、効果的な解決策を見つけ、それをクラスの担任や上層の学校管理者たちに示すために集まっ

た生徒のグループで構成された（Smith et al., 2004, p. 103）。 
 Sheffield いじめ対策プログラムのその他の要素には、いじめに直接関わっていた子どもとの個

別の作業、ピア・カウンセリング、遊び場における監督の強化があった。ピア・カウンセリング

には、 生徒２〜３人がカウンセラー役、１人が受付係役として構成される小さなチームを結成す

る「リスニング・ライン」を取り入れていた（Smith et al., 2004, p. 104）。各チームは、監督役

の教師から「 決して自分たち自身でいじめの場面に介入してはいけない」という指示を受けてい

た。加害者としていじめに関与した生徒との直接的な作業は、Anatol Pikas によって考案された

「 Shared Concern」という方法により行われた。Shared Concern は、教師といじめに関わった

生徒との話し合いをスムーズに進められるように、構造化された原稿に基づいていた。遊び場を

改善することと昼食時の監督担当者を研修することも、この介入戦略の一部だった。 
 この介入プログラムは、プロジェクトを成功させるためにはこれらの方法のうちどれをどれだ

け使わなければならないのかということを示してはいなかった。ただし、関心を持った読者は、

いくつかの文献にあたれば、各校でプログラムの要素がどの程度実施されていたのかを調べるこ

とができる（例：Eslea & Smith, 1998, p. 208; Smith et al.,2004, p. 101）。 
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5 レビューに採択された評価研究の分析 
 
 

 
5.1 重要な結果 

 
 表７（４４件のプログラム評価研究の重要な結果。付録の 92 ページを見よ）では、効果サイズ

のデータが示された 44 件のプログラムの評価研究の主たる結果を要約している。我々の狙いは、

各評価から最も利用可能性の高い効果サイズを特定することにあった。可能であれば常に、この

表中に（a）（いじめっこあるいは被害者の）有病率と、有病率算出の基礎となった数、あるいは

（b）（いじめ尺度か被害化尺度の）平均得点および平均得点に関連する標準偏差、それとこれら

の数値の基礎となった数を示している。必要な情報が報告されていなければ、研究者たちにそれ

を求めたが、返事の無いこともあった。なお、44 件のプログラム評価研究のうち 40 件から返答

を得ている。 
 有病率と平均の両方が示されている珍しいケースでは、有病率を示すことを選んだ。例えば、

Alsaker and Valkanover (2001)は、教師が測定した尺度に基づいていじめと被害化の平均得点を

算出していたが、いじめと被害化の有病率は生徒の報告に基づくものだった。生徒の報告は、い

じめと被害化の全体像についてのデータを示している一方で、教師の報告は、様々なタイプのい

じめと被害化に基づいている（例：孤立、盗難など）。また、我々は有病率に基づく評価データ

（また、教師の報告よりも生徒の報告に基づく評価データ）を示すことを選んでいる。ただし、

Raskauskas (2007)は、有病率は被害化についてのみ示していたが、平均得点についてはいじめと

被害化の両方について示していた。関心は、いじめと被害化について比較可能なデータを示すこ

とにあるため、この場合には、平均得点を報告している。 
 ほとんどのケースで、報告する有病率の数値を選べるような機会は無かった。いじめや被害化

について複数のカテゴリー（例：数回、２週間に約１回、ほぼ週に１回、週に２度以上。

Raskauskas, 2007, p.20 を見よ）を示した研究は極めて少なかったためである。複数のカテゴリ

ーがあれば、効果サイズの尺度として ROC カーブの下の領域を使うことができたと思われる

（Farrington, Jolliffe & Johnstone, 2008 を見よ）。 
 報告する有病率の数値を選べる場合には、いじめを「繰り返し行われる行動」と定義している

ため、「１回か２回以上のいじめ（あるいは被害化）」の有病率を選ぶ。Olweus (1991)が推奨す

る基準は、「月に２～３回以上」であり、Olweus の影響を受けた他の研究者もこの基準を使用し

ていた。ただし、この基準を使うことで有病率が低くなると、どんな効果も検出することは難し

くなるため、基準を高くすることはしなかった。 
 例えば、Cross et al. (2004, p.202)は、「ほとんど毎日」「２～３週間に１回」「１回か２回」

「全く無い」の数値を示していたが、被害化について我々が用いた基準は「２～３週間に１回以

上」である。いじめについては、「２～３週に１回以上」という基準では、有病率がせいぜい

５％にしかならないため、「いじめたことがある」という基準を使った。ただし、第二回の追跡

についてのいじめの有病率（表 6 のEA2 とCA2）は、公開されている数字が明らかに間違ってい

るように思われたため示さなかった。O’Moore and Minton (2004)は、「全く無い」「１回か２

回」「ときどき」「週に１回」「週に数回」という有病率の数値 3を出していた。我々は、「とき

どき」「週に１回」「週に数回」を（組み合わせて）有病率に使った。また、Pagliocca et al. 
(2007)の評価データについては、「月に２回か３回」「週に約１回」「週に数回」に基づいて

（組み合わせた）有病率を示している。 
我々は、研究者たちの分析における結果の分割方法に従った。例えば、Baldry and Farrington 

(2004)は、年下（11 歳～12 歳）と年上（13 歳～14 歳）の子どもに分けて結果を示していたし、

                                                
3 2009 年 6 月 10 日に Stephen Minton と交わした E メール 
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Frey et al. (2007)は、いじめを直接的ないじめと間接的ないじめに分けて結果を示していた。ま

た、Evers et al. (2007) と Menard et al. (2008)は、学校のカテゴリーごとに分けて結果を示して

いた。Menard et al. (2008)は、身体的ないじめと人間関係に関わるいじめに分けた結果を示して

いた。Ertesvag and Vaaland (2007) と Salmivalli et al. (2005)は、学年ごとに分けて結果を示し

ていた。Salmivalli et al. (2005)も、介入の実施条件ごとに分けた結果を示していた。Sprober et 
al. (2006)は、いじめの種類ごとに（言葉によるいじめの平均得点と身体的ないじめの平均得点）、

また２つの実験条件で分けて結果を示していた。Meyer and Lesch (2000)は、学校ごとに分けて

データを示していた。研究中で用いられている 2 つ以上の効果サイズを 1 つの効果サイズに統合

する方法は、手法に関する付録で明記している。 
 可能な限り、我々は介入前後の実験群の条件の有病率（つまり平均）（EB と EA）と、介入前

後のコントロール群の条件の有病率（CB と CA）を示している。ポストテストが複数ある場合、

明確な理由がない限り、全ての結果を示している。例えば、Meyer and Lesch (2000)は、プリテ

ストと２件のポストテストの測定について、いじめをしているという友人の申告に基づいた完全

なデータを示していたが、自己申告に基づく、２回目のいじめのポストテスト尺度については欠

損データが多かった。さらに、友人の申告がどのサンプルサイズを基礎として算出されたのかも

はっきりとしていなかった。友人の申告よりも自己申告のデータを我々は好ましいと考えるし、

友人のサンプルサイズへの疑念もあるため、ベースラインと第一追跡時点についてのみ自己申告

の結果を示すことにした。また、コントロール条件が 2 つあるのに対し、実験条件は１つだけだ

った（つまり、「全く介入を行っていない」群が、子どもたちが監督され、かつ大人のメンター

と遊ぶという「play-control グループ」群と比較されていた）。大人のメンターと遊ぶということ

がアウトカム変数に与える影響が心配だったため、我々は実験群と「介入無し」の群を比較する

データを示すことを選んでいる。Jenson and Dieterich (2007)は、有病率も平均も報告していな

かったが、ロジスティック回帰モデルの係数（オッズ比の対数）を報告していた。Menard et al. 
(2008)は、実験群／コントロール群といじめ／いじめ無し（あるいは被害有りと被害無し）の間

のファイ相関係数を報告していた。数字の後ろにクエスチョンマークがあるものについては、そ

の推定を行った結果ということである。 
 表７で最も問題がありそうな数字は、Pepler et al. (2004)による評価研究である。この研究は、

複雑な研究デザインを持つ研究だった。年 1（1992 年～93 年）では、学校 1 にいじめ対策プログ

ラムを実施し、学校２はコントロール群となった。年 2（1993 年～94 年）には、学校１にプログ

ラムを引き続き実施し、この年は学校２にもプログラムを実施した。そして学校３がコントロー

ル群となった。年 3（1994 年～95 年）には、これら３校全てにプログラムが実施された。（過去

２カ月間の）いじめと被害化の自己申告尺度が各年の秋と春に測定されていた。 
 このデータを分析するにあたっては、実験群とコントロール群の比較、それと介入前後の測定

の両方を活用したかった。これらのデザインの組み合わせることで、どちらか１つだけの場合よ

りも強力になるからである。比較を行う学校と評価が行われた時期を確かな判断に基づいて選択

することで、我々はこれを実行することができた。例えば、学校２にとって、年 1 の秋は介入前

で、年 2 の春は介入後である。これらにとって適切な比較群となるのは、学校３の年 2 の秋と年

2 の春で、いずれも介入前にあたる。したがって、学校２をこの比較において実験群と見なすと

きには、学校３をコントロール群と見なすことができる。表６では、実験群の学校の春と秋（介

入前と介入後）は、常にコントロール群（介入無し）の学校の春および秋と比較されている。た

だし、Pepler et al. (2004, pp. 129-130) が次のように言及していることを指摘しなければならな

いだろう。 
「たとえ介入が公式に実施されていなかったとしても、評価が行われただけの段階で、学

校 B［2］と学校 C［3］も変化し始めていたように思われる。したがって、我々は、介入

を行った実験群とコントロール群の学校間でデータ分析を行うのではなく、学校内分析を

行った。」 
このことを鑑みると、このプログラムについての我々の効果サイズの推定値は、控えめになって

いるかもしれない。 
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 Rosenbluth et al. (2004)では、６校中３校についてのみ、後の追跡データを提供していたため、

我々は１つの追跡期間（プログラム終了直後の学期末）だけを示している。Hunt (2007)について

我々が示している数字は、Caronine Hunt との E メールでのやりとりに基づいているが、彼女は

そのメールの中で、公開した被害化の数値（p.24）は、実際とは逆向きの得点だったことを明ら

かにした。そのため、我々は、表７でその得点の向きを逆に戻してある。Salmivalli et al. (2009)
については、2 回目の追跡が、測定前の年と同じ時点で実施されていたため、２回目の追跡結果

だけを示している。つまり、いじめと被害化の季節的効果を最小化したかったため、1 年のうち

の同じ時点で実施された評価を選ぼうとしたということである。Christina Salmivalli と Antti 
Karna には、彼女たちの評価の結果のうち、介入前後の両方でテストを受けた生徒に限定した予

備的な結果を我々に提供してくれたことに対し、感謝申し上げる。Fonagy et al. (2009)について

は、いずれも各年の同じ月（10 月）に収集されたベースライン・データと追跡データとの比較だ

けを示している。公開されている報告書では、欠損データの推定に利用される EM 多重補完法

（multiple imputation procedure）を用いた上で得られた無作為化試験の結果が報告されている。

Peter Fonagy には、関連する N（サンプル数）に加え、CAPSLE 介入の（無補完）平均得点を

提供していただいたことに対し感謝申し上げる。その報告書には、学校の精神科医との相談によ

る介入の結果も含まれていたが、この介入については我々はデータを示していない。というのも、

生徒のごく一部しかこの介入を受けていないのに(Fonagy et al., 2009, p. 4)、評価データが全ての

生徒について示されていたからである。 
 Rahey and Craig (2002)については、Leila Rahey との E メールでのやりとりに基づいて、前

の週に行われたいじめについての質問を利用した。Flemish Anti-Bullying program（Stevens et 
al., 2000）の結果は除外した。いじめと被害化は、いずれも５ポイント（「いじめ（被害化）は

おきなかった」から「週に数回」まで）の尺度から成る８項目によって測定されていた。したが

って、得点は８から 40 までの範囲を取るはずである。それにもかかわらず、表（Stevens et al. 
2004 の表 8.1）の平均得点は、全て 0.99 と 1.16 の間で、その大半は、1.00 と 1.10 の間であった。

これは、得点の対数だけが報告されていたためだった。我々は、Veerle Stevens に生データの提

供を申し出たが、データはすでに利用できないという返事だった（2008 年 10 月 3 日の E メー

ル）。平均が全て 1.0 に近かったため（このことがプログラムの効果の検証を非常に感度の低い

ものにしている）、また、各平均値を算出した際の生徒数が分からなかったため、このプログラ

ムを分析から除外することとした。 
Kim (2006)の評価研究もメタアナリシスから除外した。Kimは、被害化について介入前と介入

後のデータを示していたが、オッズ比が 248.1 という全く信じがたい値だった。Atria and Spiel 
(2007)による評価では、2 つの追跡期間のデータがあったが、欠損値が多いため、ベースラインの

データも無かった。Moira AtriaおよびDagmar StrohmeierとEメールで連絡を取り合ったが、は

っきりと、VISCプログラムの評価を分析に含めないほうがいいという助言をもらった（2008 年 6
月 7 日のEメール）。Evers et al. (2007)は、事前事後の実験・コントロールデザインだったが、

公開された文献の中では、プリテスト時点でいじめっこ（あるいは被害者）だった子どものうち

ポストテスト時点でもいじめっこ（あるいは被害者）であり続けたのは何人だったかというデー

タを報告しているだけだった。ただし、親切なことにKerry EversがEメール 4で必要なデータを

提供してくれたため、我々は事前事後の比較と実験・コントロールの比較に分けることができた。 
何人かの研究者が E メールでのやりとりを通じて、効果サイズの計算が可能になる情報を提供

してくれたことに、感謝申し上げる。例えば、O’Moore and Minton (2004)が公開した報告書は、

実験群の学校におけるプリテストとポストテストの測定期間についての評価データに基づいてい

るが、コントロール群の学校についてのデータが無かった。そのため、当初この評価研究は、コ

ントロール群を置かない事前事後デザインということでカテゴリー４に分類された。だが、この

評価研究は、年齢コホートデザインとして分析すればメタアナリシスに含めることができたため、

実際にそうしている。Mona O’Moore と Stephen Minton は、親切にも、４年生（コントロール

                                                
4 2009 年 5 月 28 日の E メール 
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群の生徒）のプログラム前の評価データと、いじめ対策プログラムを１年間受けた別の４年生

（実験群の生徒）のプログラム前の評価データ、を提供してくれたのである。 
 もう一つの例として、Sheffield プログラム（Whitney et al., 1994）は、事前事後の実験・コン

トロールデザインに基づいていたが、分析に必要なコントロール群のデータを入手することがで

きなかった。Peter K. Smith と Mike Eslea が親切にも実験群の学校の生データを我々に提供し

てくれたため、この評価研究を年齢コホートデザインとして分析することができた。Kaiser-
Ulrey (2003)が行った B.E.S.T の評価研究は、事前事後の実験・コントロールの比較に基づいて

いた。データは、追跡時点のものだけが示されていたのだが、プリテストの測定期間に実験群の

条件に割り当てられた対象者とコントロール群の条件に割り当てられた対象者の同質性を担保す

るデータを Kaiser-Ulrey が示してくれたため、この評価研究をその他の実験コントロール比較試

験として分類することにした。最後に、その他の研究者たち（例：Helen Cowie、Reiner 
Hanewinkel、Maila Koivisto）も、我々の要求したデータを提供してくれようとしたが、相応の

時間が経過していたためデータを入手することができず、叶わなかった。Twemlow et al. (2005)
の評価研究は、後に行われた Fonagy et al. (2009)による評価研究で使われていたため、メタアナ

リシスには含めなかった。なお、E メールにより粘り強くアプローチしたが、Wiefferink et al. 
(2006)の評価研究の結果を得ることは結局叶わなかった。 
 
 

 
5.2 効果サイズの分析 

 
 表８（付録を見よ。p.100）は、いじめについての効果サイズの分析結果を示すものである。効

果サイズを測るのは、オッズ比（OR）とその 95%信頼区間（CI）である。CI の中に 1.0 という

数値があると、OR は統計的に有意ではない。（正規分布に基づく）Z 値により、統計的有意性を

測っている。Z 値が 1.96 よりも大きいか-1.96 より小さければ統計的に有意である。OR とその

CI の計算方法は、手法に関する付録で説明している。サンプルの小さい研究（N < 生徒 200 人）

には、アスタリスクを付けている。サンプルの小さい研究では、全て効果サイズが有意ではなか

った。加重平均効果サイズの計算には ランダム効果モデルを用いている。（固定効果モデルで得

られる）Q の初期値は、表８に示している。図４（付録を見よ。p.113）は、いじめの効果サイズ

のフォレスト・グラフを示している。この図における効果サイズの尺度は OR の対数（LOR）で

ある。 
 分析の目的は、一件の評価研究について１つに集約した OR を算出することであったため、だ

いたいの場合、別々の種類のいじめ（例：身体的いじめ、言語によるいじめ）について得られた

結果を統合している。効果サイズの統合に利用した方法は、手法に関する付録で説明されている。

統合された OR は、例えば、Bauer et al. (2007)、Frey (2005)、 Hunt (2007)、 Sprober et al. 
(2006) 、Menard et al. (2008)について示している。また、異なる学校について得られた結果や

（例：Evers et al., 2007; Menard et al., 2008; Meyer & Lesch, 2000）、異なる年齢について得

られた結果（例：Baldry & Farrington, 2004; Rahey & Craig, 2002; Salmivalli et al., 2005; 
Whitney et al., 1994）についても統合した。さらに、短い追跡期間から得られた結果も、OR と

その CI を算出するために、長い追跡期間から得られた結果と統合した。ただし、Olweus/Oslo 2
の場合、4 年生から 7 年生については追跡評価が 4 回行われていたが、8 年生から 10 年生につい

ては 2 回分の追跡評価しかなく、OR は、共通する 2 回分の追跡評価だけに基づいて算出した。 
 年齢コホートデザインでは、事前の評価がコントロール群の条件と見なされ、事後の評価が実

験群の条件と見なされている。また、通常は、1 回の短期間の追跡による評価と 1 回の長期間の

追跡による評価のみが分析されていた。Ertesvag and Vaaland (2007)では、最短の追跡評価

（A1）と最長の追跡評価（A3）が分析され、全６学年について得られた結果が統合された。

Pepler et al. (2004)では、最初の４つの実験群（例：E2S1-E2F2）がそれぞれ最初のコントロー

ル群（C3F2-C3S2）と比較された。それは、これらが最も妥当な比較対象であると考えられたた
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めである。他の全てのケースと同様に、全部で４つの OR をひとつの OR に統合した。 
 ９件の無作為化試験のうち一件（Fonagy et al., 2009）だけが、プログラムがいじめに有意な

効果があるという結果であった。ただし、もう一つの評価研究（Hunt, 2007）も、有意に近い効

果を報告していた。まとめると、９件の無作為化試験の加重平均 OR は 1.12 で、これらのプログ

ラムがいじめに与える効果は非常に小さく、また有意でないことを示していた（p = .084）。対照

的に、事前事後・実験コントロールデザインによる 14 件の評価研究のうち 5 件は有意な効果を見

いだしており、もう１件の評価研究（Olweus/Bergen 2）も有意に近い結果を報告していた。ま

とめると、これら 14 件の研究の加重平均 OR は、1.60（p < .0001）と大きかった。 
 4 件の、その他の実験コントロール群比較研究のうち１件（Ortega et al., 2004）は、いじめに

対する有意な効果を見出しており、４件の研究全体の加重平均 OR は 1.20（p = .010）だった。

９件の年齢コホートデザインのうち７件は、有意な効果であることが算出され、全体としての加

重平均 OR は 1.51（p < .0001）だった。全 41 件の研究をまとめると、加重平均 OR は 1.37（p 
< .0001）で、これらのプログラムがいじめに与える効果はそれなりに大きいことを示していた。

具体例を示すため、実験群にいじめっこが 20 人といじめっこ以外が 80 人いて、コントロール群

にはいじめっこが 26 人といじめっこ以外が 74 人いるとすると、OR は 1.41 となる。それがコン

トロール群にいじめっこが 25 人といじめっこ以外が 75 人だったとすると、OR は 1.33 となる。

したがって、OR=1.36 というのは、コントロール群は実験群よりも 25%から 30％いじめっこが

多くいる（言い換えると、実験群には 20%から 23%いじめっこが少ない）ということを意味して

いる。 
 表９（付録を見よ。p.102）は、被害化についての効果サイズの分析結果を示している。11 件

の無作為化試験のうち３件だけが、プログラムが被害化に有意な効果を与えていたことを示して

いたが、その加重平均 OR は 1.17 で、ぎりぎり有為だった（p=.050）。次に、事前事後・実験コ

ントロールデザインによる 17 件の研究のうち 5 件は有意な結果であり、加重平均 OR1.22 は統計

的に有意だった（p = .007）。 
 その他の実験コントロールデザインによる 4 件の研究のうち 3 件が有意な結果であり、加重平

均 OR は 1.43（p < .006）で有意だった。9 件の年齢コホートデザインのうち 7 件が有意な結果で

あり、もう一件の研究（O’Moore & Minton, 2004）も有意に近かった。9 件の加重平均 OR は

1.44 で、統計的に有意であった（p < .0001）。全 41 件の研究の加重平均 OR は 1.29（p 
< .0001）で、これら 41 件のプログラムが被害化に有意な効果を与えたことを示している。具体

例を示すため、実験群に被害者が 20 人と被害者以外が 80 人いて、コントロール群に被害者が 25
人と被害者以外が 75 人いるとすると、OR は 1.33 になる。ここで、コントロール群の被害者が

24 人、被害者以外が 76 人だとすると、OR は 1.26 となる。したがって、この OR の値は、コン

トロール群に実験群より 20%から 25%多く被害者がいる（言い換えると、実験群には 17%から

20%被害者が少ない）ということを意味している。図 5（付録を見よ。p.114）は、この結果によ

って描ける被害化の効果サイズのフォレスト・グラフを示している。この図における効果サイズ

の尺度は、OR の対数（LOR）である。 
 OR が有為だったことに基づいて、我々は以下の 19 件のいじめ対策プログラムは、いじめおよ

び（あるいは）被害化を減らすのに効果があるようだと結論づける。 
 Alsaker and Valkanover (2001), Andreou et al. (2007), Ertesvag and Vaaland 
 (2007), Evers et al. (2007), Fonagy et al. (2009), Galloway and Roland (2004), 
 Melton et al. (1998), Menard et al. (2008), Olweus/Bergen 1, Olweus/Bergen 2, 
 Olweus/Oslo 1, Olweus/Oslo 2, Olweus/New National, Ortega et al. (2004), 
 Pepler et al. (2004), Raskauskas (2007), Salmivalli et al. (2005), Salmivalli et al. 
 (2009), and Whitney et al. (1994). 
 OR が有意でなく、かつ小さかった（1.4 未満）ことに基づいて、以下の 17 件のいじめ対策プ

ログラムは、いじめおよび（あるいは）被害化を減らすのに効果がないようだと結論づける。 
Bauer et al. (2007), Beran and Shapiro (2005), Beran et al. (2004), Boulton and 
Flemington (1996), Ciucci and Smorti (1998), Cross et al. (2004), De Rosier (2004), 
Fekkes et al. (2006), Fox and Boulton (2003), Frey et al. (2005), Gini et  al. (2003), 
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Gollwitzer et al. (2006), Kaiser-Ulrey (2003), Meyer and Lesch (2000), Pagliocca et al. 
(2007), Rahey and Craig (2002), and Sprober et al. (2006).  

 ただし、これら 17 件のうち 9 件で、評価にあたっての N（サンプル数）が少なかった（つまり

200 未満だった）ことは注目すべきである。また、3 件の研究（Fekkes et al., 2006; Gollwitzer 
et al., 2006; Pagliocca et al., 2007）については、研究者自身の示す分析結果では効果があること

が示されていた。 
 OR が 1 未満で有意であったことに基づくと、１件のプログラム（Rosenbluth et al. (2004)）
は有害なようである。ただし、これは、たくさんの統計的検定を行ったことでたまたま見いださ

れた偶然かもしれない。 
 残った以下の 7 件の研究では、OR は大きかったが（1.4 より大きい）、有意ではなかった。 
Baldry and Farrington (2004)は、被害化についての OR が 1.69（非有意）、Hunt (2007)はいじ

めについて OR＝1.46（p = .097）、Jenson and Dieterich (2007)は被害化について OR = 1.63
（非有意）、Martin et al. (2005)は、いじめについて OR = 2.56（非有意）被害化については OR 
= 1.97（非有意）、Menesini et al. (2003)は、いじめについて OR = 1.60（非有意）、被害化につ

いては OR = 1.42（非有意）、O’Moore and Minton (2004)は、いじめについて OR = 2.12（非有

意）、被害化については OR = 1.99（p = .059）、Rican et al. (1996)は、いじめについて OR = 
2.52（非有意）、被害化については OR = 2.46（非有意）だった。これらのプログラムは、効果

があったのかもしれないが、我々は効果があるという確たる結論を下すことができなかった。あ

るプログラムは効果があり、またあるプログラムに効果がないのはなぜか。この問いは第６節で

扱うことにする。 
 
 

 
5.3 効果サイズと研究デザイン 

 
 表８および表９（付録を見よ）は、加重平均オッズ比による効果サイズ尺度が 4 種類の研究デ

ザインごとに変動していることを示している。この変動が統計的に有意かどうかを検定するため

には、群間の異質性（heterogeneity）、つまり QB を計算する必要がある（Lipsey & Wilson, 
2001, pp. 135-138）。いじめについては、QB = 31.88 (3 df, p <.0001)、被害化については、QB 
= 19.85 (3 df, p = .0002)であった。したがって、効果サイズは研究デザインによって有意に変動

していると結論付けることができる。Weisburd, Lum and Petrosino (2001)も、無作為化試験の

効果サイズの方が、その他の研究デザインの効果サイズよりも小さいことを発見している。 
 前述のように、研究者によっては、無作為化試験と事前事後・実験コントロールデザインの方

が、その他の実験コントロールデザインや年齢コホートデザインよりも方法論的に優れていると

考えるかもしれない。だが、どの研究デザインにも利点と欠点はある。例えば、無作為化試験は、

（十分大きなサンプルを無作為割付していれば）内的妥当性にとっての危険因子を最小化するこ

とができる。しかし、いじめに関する実験では、少数の学校しか割り付けることができない場合

が多く（付録 p.103 の表 10 を見よ）、その場合には、統計的結論の妥当性を低下させてしまうし、

分化的磨耗に対しても脆弱になってしまう。例えば、Salmivalli et al. (2009)の評価研究では分化

的磨耗があり、実験群（13%）よりもコントロール群（27%）においてより多くの生徒の欠損が

生じていた。この分化的磨耗により、分析が事前・事後に分かっている生徒だけに基づいて分析

を行う場合よりも、（本報告のように）効果サイズが大きくなってしまう（いじめについての OR
＝1.47 で、 Swedish Report では 1.38。被害化については OR =1.66 で、Swedish Report では

1.55）。 
 一方、年齢コホートデザインは、分化的磨耗の問題（それと選択効果、エージング効果、回帰

効果）をほぼ取り除くことができるが、経歴効果とテスト効果に対しては潜在的に脆弱である。

ただし Olweus (2005a)には、この脆弱性はありそうもない、特にプログラムの効果がさまざまな

期間で調べられているのだから、脆弱性はありそうもないと説得力のある主張をしている。あら

ゆる点を考慮した上で、上記の４つの研究デザインは、いじめ対策プログラムの効果を評価する
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ために従来利用されてきた最良のデザインであると判断し、これらのデザインを用いて行われた

評価から得られた結果を我々は信用している。 
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6 研究の特徴をコード化する 
 
 

 
6.1 評価研究の重要な特徴 

 
 ここまでですでに評価研究の一つの特徴、つまり、研究デザインについて論じてきた。評価研

究の特徴と、比較可能な効果サイズとの間の関係を調べるために、全ての特徴を二種類に分けた

（可能な限り同数のグループとなるように）。例えば、研究デザインは（１）無作為化試験およ

び事前事後実験コントロールデザイン（31 件の研究）と（２）その他の実験コントロールデザイ

ンおよび年齢コホートデザイン（13 件の研究）に二分した。調査対象となった評価研究のその他

の特徴には、以下のものがある。 
（a） サンプルサイズ（実験群とコントロール群）：900 人以上の子ども（22 件）と 899 人以

下の子ども（22 件）。複数のメタアナリシス（例：Farrington & Welsh, 2003）におい

て、効果サイズとサンプルサイズの間に負の関係が示されている。 
（b） 出版年：2004 年以後（27 件）と 2003 年以前（17 件） 
（c） 子どもの平均年齢：10 歳以下（19 件）と 11 歳以上（25 件）平均年齢の計算は厄介だっ

た。例えば、4 年生（10 歳～11 歳）の年齢は、10.000 歳から 11.999 歳の範囲となるた

め、彼らの平均年齢をおおまかに 11 歳とすることにした。（複数の少数位を持つ正しい

値ではなく）整数を使って平均年齢を算出する研究者なら、平均年齢は 10.5 歳と報告す

るだろう。 
（d） アメリカおよびカナダ（15 件）とその他の地域（29 件） 
（e） ノルウェー（7 件）とその他の地域（37 件） 
（f） ヨーロッパ（25 件）とその他の地域（19 件） 
（g） アウトカム尺度：月に２回以上（10 件）とその他（34 件）の２値。前者の尺度を使って

いる方が、平均得点や単純な有病率より効果サイズが大きい傾向があった。 
 
 図２（付録を見よ。p.109）は、各研究についての評価研究としての重要な特徴を示している。 
 
 

 
6.2 プログラムの重要な要素 

 
 いじめ対策プログラムは、それぞれ多様な介入の要素を含んでいた。表 11（付録p.104 を見

よ）は、様々なプログラムについての介入の要素とその頻度を要約したものである。この表を作

るにあたっては、プログラムの評価を行った研究者に助言を求め、彼らのプログラムに対して

我々が行った介入要素のコーディング結果を送付した。44 人の評価研究者のうち 40 人からのフ

ィードバックがあり、必要に応じてコーディングを変更した。例えば、「OBPPの比較実験」

（Bauer et al., 2007）には、いじめ対策のビデオが含まれていたにもかかわらず、介入が実施さ

れた７校中２校でしか利用されていなかった。そのため、我々は、この要素を、プログラムに含

まれていたものとしてはコード化しなかった。「Youth Matters」（Jenson & Dieterich, 2007）
も、プログラムの公式な説明にはいじめ対策ビデオを利用したことが書かれていたが、やはり同

じ理由により我々はコード化しなかった。それ以外のケースでは、逆に介入の構成要素を加える

こととなった。例えばBefriending Intervention Program（Menesini et al., 2003）は、公開され

た報告書の中では親への研修／面談と教師の研修が記載されていなかったが、実際にはいずれも
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介入の要素に含まれていた。そこで、プログラムを評価した代表者と話しをした上で 5、これらの

要素を含めることにした。同じように、Fonagy et al. (2009)が公開した論文では、「友人との作

業」「スクール・カンファレンス」「非懲罰的な方法」が明記されていなかったが（特に「No 
Blame」アプローチ）、プログラムの研究代表者と話し合った上で 6、これらの要素を含めること

にしている。 
 
要素１（全校的ないじめ対策方針）は、学校の公式ないじめ対策方針があるということである。 
研究者らが示しているように、多くの学校で、そのような方針がすでに施行されていた。各プロ

グラムで、介入群の学校に同一のいじめ対策方針が導入されていたかどうかは分からなかった。 
 
要素２（クラスのルール）は、生徒たちが従うことが期待される、いじめに対するルールを利用

することである。多くのプログラムでは、このようなクラスのルールは、いじめ対策プログラム

の理念やメッセージを生徒たちにある程度触れさせた後に、教師と生徒が協力し合って作り上げ

た結果であった。また多くの場合、ルールは紙に書き出され、クラスの目立つ場所に掲示されて

いた。 
 
要素３（スクール・カンファレンス）は、学校集会のことであり、そこでは、子どもたちがいじ

めについての情報提供を受けた。多くのプログラムでは、プリテストのデータ収集後にこれらの

集会が開催されており、その目的は、学校で発生しているいじめの程度を生徒たちに教えること

だった。この集会は、生徒たちのいじめに対する意識を向上させる第一歩として、また、校内で

介入プログラムが正式に始まったことを知らせる手段と考えられていた。 
 
要素４（カリキュラムの教材）は、いじめについての教材を授業で利用することをさす。プログ

ラムの中には、カリキュラムに基づいて実施されるものがある一方で、教師たちが、通常のカリ

キュラムに新たにいじめ対策教材を組み込むプログラムもあった。 
 
要素５（クラスの管理運営）は、いじめを見つけてそれに対処する際のクラス運営上の手法を重

視すること。 
 
要素６（協力して行うグループワーク）は、さまざまな専門家（たいていは教師とその他の専門

職の人たち）が、いじめっこといじめの被害者に働きかける上で協力すること。 
 
要素７および要素８（いじめっこ・被害者との作業）は、いじめに被害者ないし加害者として関

わった子どもとの個別の作業に関すること（クラスレベルでは実施されない）。ほとんどのプロ

グラムにおいて、インターンの学生や心理学者などの専門家が、教師と協力してこの事業を実施

していた。 
 
要素９（友人との作業）は、いじめの問題に取り組むにあたって、友人たちを正式に参画させる

ことを言う。そこでは、仲間による仲裁（いじめに関わった生徒同士の相互作用の中で生徒が仲

裁者として行動すること）や仲間によるメンターリング（通常は年長の生徒によって行われる）

など複数の戦略がとられる。多くのいじめ対策プログラムの哲学も、いじめをきちんと非難して

被害者には救いの手を差し伸べるといった方法で、そばにいる人間がいじめの場面に割って入る

ことを重視していた。 
 
要素 10 および要素 11（教師と親に向けた情報）：多くのプログラムが、教師と親に対して情報

を提供していたが、我々がその情報の質を評価することはできなかった。例えば、プログラムの

                                                
5 Ersilia Menesini からのＥメールを通じた個人的な話し合い（2009 年 6 月 1 日） 
6 Peter FonagyからのＥメールを通じた個人的な話し合い（2009 年 6 月 29 日） 



尾山 滋（元静岡県立大学） 
 

 49 

多くは、介入実施にあたって参考になる手引書の存在を報告していたが、その手引書がどのよう

に作られていたかを評価することは困難だった。親に提供されていた情報についても同じことが

言える。プログラムによって、情報の質が大きく異なっていたことは明らかである。学校で実施

しているいじめ対策手法についてのニューズレターを親に渡しているプログラムもあるし、学校

で実施しているいじめ対策手法についての情報に加え子どもがいじめに対処できるようにする方

法が書かれた手引書を親に提供していたプログラムもあった。ただし、介入のこの要素について

我々の手元にある全ての情報をもってしても、プログラムごとの様々な実施の水準に違いを付け

ることはできなかった。 
 
要素 12（遊び場の監督強化）：いじめ対策プログラムの中には、いじめの「ホットスポット」あ

るいは「ホットタイム」（ほとんどは休み時間か昼休み）を特定することを狙いとしたものや、

遊び場での子どもの監督を強化したものがあった。 
 
要素 13（懲罰的な方法）：プログラムの中には、いじめに対処する際に懲罰的な方法を重視して

いるものがあった。ひとつのプログラム（KiVa; Salmivalli et al., 2009）では、懲罰的な方法と

懲罰的でない方法の両方を利用していた。介入が行われた 78 校中半分の学校では、教師たちが強

めの懲罰的な方法を利用することが推奨されていた一方で、残りの学校では、非懲罰的な方法で

いじめに対応することが推奨されていた。 
 
要素 14 および要素 15（非懲罰的な方法）：プログラムの中には、修復的司法の手法や、「Pikas
メソッド」や「No Blame」といった非懲罰的な手法によって、いじめに関与した子どもに対応し

ていたものもあった。 
 
要素 16（学校裁判所といじめ裁判所）は、いずれの研究でもそれほど利用されていなかった。い

じめ裁判所は、Sheffield プログラムにおいてオプション的な要素として用いられていたが、実際

にいじめ裁判所を作った学校は一つもなかった。 
 
要素 17（教師の研修）：これは、有りか無しかでコード化した。また、研修の期間（専門家と教

師との面談の回数）と研修の強度（時間数）の両方をコード化した（後述）。また、様々なプロ

グラム評価者に E メールを送り、助言を求めた。反応の良い研究者もいて、我々のコード化の正

確性に自信がもてるほどに、教師に対する研修の期間と強度の両方について適切な情報を提供し

てくれた。ただしそれ以外のプログラムについては、教師の研修のこれら 2 つの特徴のうち片方

しかコード化できないか、両方ともコード化できなかった。 
 
要素 18（親の研修・面談）：全てのプログラムで、これは、学校で実施されているいじめ対策の

取り組みに関する情報が親に提供される「保護者懇談会／教育に関する説明会」と（あるいは）

「教師と親の面談会」のことをさしている。。 
 
要素 19 および要素 20（ビデオとバーチャルリアリティ・コンピュータ・ゲーム）：プログラム

の中には、生徒のいじめに対する意識を高めるためにいじめ対策のビデオやバーチャルリアリテ

ィー・コンピュータ・ゲームを使うなど、いじめ対策の道具にテクノロジーを活用しているもの

もあった。 
  
 なお、介入プログラムのその他の特徴（(a)〜(f)）もコード化した。 
（a） 上記 20 個の要素のうち実際にプログラムに含まれていた要素の数。10 個以下（25 件のプ

ログラム）と 11 個以上（19 件のプログラム）に二分した。なお、Olweus (2005a)と
Smith (1997, p. 198)は、学校で実施した要素の数といじめへの効果の間に「用量反応」

関係があったことを報告していた。 
（b） Dan Olweus の影響を受けていないプログラム(27 件)と影響を受けているプログラム（17
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件） 
（c） 生徒に対して実施されたプログラムの期間：240 日以下（23 件）と 270 日以上（20 件）

に二分した。 
（d） 生徒に対して実施したプログラムの強度：19 時間以下（21 件）と 20 時間以上（14 件）

に二分した。 
（e） 教師に対して実施したプログラムの期間：３日以下（21 件）と４日以上（20 件）に二分

した。プログラムに教師に対する研修が含まれていない場合、教師への研修期間はゼロと

コード化した。 
（f） 教師に対して実施したプログラムの強度：9 時間以下（18 件）と 10 時間以上（21 件）に

二分した。プログラムに教師に対する研修が含まれていない場合、教師への研修強度はゼ

ロとコード化した。 
 
 図３（付録 p.____を見よ）は、各評価研究で利用されていた介入の要素を示している。図２お

よび図３では、我々のコーディングの方法を詳細に示している。 
 
 

 
6.3 効果サイズと研究の特徴 

 
 わずかだが、効果サイズをプログラムの要素に関係付ける試みが行われている（例えば、

Kaminski, Valle, Filene & Boyle, 2008 を見よ）。表 12（付録 p.111 を見よ）は、いじめについ

ての効果サイズと有意に関係している（あるいは２つのケースでは、ほぼ有意に関係している）

プログラムの要素およびデザインの特徴を示している。プログラムの 20 個の要素のうち４個につ

いては、１つのカテゴリーに属する研究の数が少なかったため調べることができなかった（教師

向け情報、修復的司法アプローチ、学校裁判所／いじめ裁判所、バーチャルリアリティ・コンピ

ュータ・ゲーム）。先に説明したように、有意性検定は、群間の異質性を表す QB に基づいて行

っている。加重平均オッズ比による効果サイズと異質性（Q）も、カテゴリーごとに記載してい

る。 
 いじめの減少に関連している最も重要なプログラム要素は、親の研修／面談、遊び場の監督強

化、懲罰的方法、クラス運営、教師の研修、クラスのルール、全校的ないじめ対策方針、スクー

ル・カンファレンス、親向けの情報、協力して行うグループワークだった。加えて、要素の総数

および教師向けのプログラムの期間と強度は、いじめの減少と有意に関連していた。また、Dan 
Olweus の仕事に影響を受けたプログラムは最も効果的だった。デザインの特徴に関しては、総じ

て、年長の子どもに対するプログラム、規模の大きいプログラム、ノルウェー、より広く言うと

ヨーロッパにおけるプログラムで効果が大きかった。また、古いプログラムほど、その中でもア

ウトカム尺度が「月に２回以上」であるプログラムほど、効果があった。 
 表 13（付録 p.106 を見よ）は、被害化（いじめられること）についての効果サイズに有意に関

係しているプログラム要素とデザインの特徴を示している。いじめについての加重効果サイズと

被害化についての加重効果サイズは有意に相関していた（r = .51, p < .0001）。被害化の減少と

関連している最も重要なプログラム要素は、懲罰的方法、親の訓練／面談、ビデオ、それに協力

して行うグループワークだった。加えて、子ども向けのプログラムと教師向けのプログラムの期

間と強度も被害化の減少と有意に関連していた。友人との作業が被害化の増加と関連していたが、

これは、非行をしている友人を介入対象にしたプログラムは違法行為を増加させがちであるとい

う別の研究結果（例：Dishion et al., 1999; Dodge et al., 2006）と一致している。ちなみに友人

との作業は、いじめの増加にも関連していたが、こちらは有意ではなかった（友人との作業無

し：OR = 1.42、友人との作業あり：OR = 1.35）。デザインの特徴に関しては、年長の子どもに

対するプログラム、特にノルウェー、より広く言うとヨーロッパにおけるプログラムの効果が高

く、アメリカおよびカナダで実施されたプログラムは効果が小さかった。また、アウトカム尺度
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が「月に２回以上」で、その他の実験コントロールデザインや年齢コホートデザインを利用した

古いプログラムほど効果があった。 
 いじめ対策プログラムが年長の子ども（11 歳以上）に対してより有効であるという我々の知見

は、Peter Smith（近刊）の論と矛盾している。したがって、平均年齢を４つのカテゴリー（6-9
歳（12 件のプログラム）、10 歳（7 件）、11-12 歳（14 件）、13-14 歳（11 件））に分けるこ

とで、 この知見をさらに詳細に調べた。いじめについての加重平均 OR は、1.21（6-9 歳）、

1.23（10 最）、1.44（11-12 歳）、1.53（13-14 歳）と、年齢とともに逓増していた（QB=15.65、
3df、p = .001）。同様に、被害化についての加重平均 OR も、1.17（6-9 歳）、1.25（10 歳）、

1.26（11-12 歳）、1.37（13-14 歳）と、年齢とともに逓増していた（QB = 7.24, 3 df, p = .065）。

これらの結果は、プログラムの効果が子どもの年齢とともに増加するという我々の結論を確証し

ている。 
 メタアナリシスにおいて違いのある処遇効果を説明できそうな諸変数（例：介入の要素）が、

それぞれ統計的に独立していると仮定することはできない。研究者たちは、変数間にある関係を

ひもとき、効果サイズと本当に有意で独立した関係がある変数を特定しなければならない

（Lipsey, 2003, p. 78）。この問題を解決するために、メタアナリシスにおいて多変量解析を利用

することができる（Hedges, 1982）。そこで、プログラムのどの要素がいじめの効果サイズおよ

び被害化の効果サイズ（LOR）と独立して関係しているかを調べるために、 重み付け回帰分析

（Lipsey & Wilson, 2001, pp. 138–140）を実行した。 
 研究数が少ないことがこれらの分析にとって大きな制約となってしまった。それでも、いじめ

の減少に関係する最も重要なプログラム要素が、親の研修・面談と懲罰的方法であることが示さ

れた（表 14。付録 p.107 を見よ）。表 12 から強度と期間の要因を全て加えると、最も重要なプ

ログラム要素は、子ども向けの研修／面談と親向けの研修／面談の強度であった。 
 被害化の減少と関連する最も重要なプログラム要素は、ビデオと懲罰的な方法だった。友人と

の作業は、被害化の増加と関連していた。表 13 から強度と期間の要因が加えられると、最も重要

な要素は、友人との作業（負の関連）と子ども向けのプログラムの期間、それとビデオだった。 
 
 

 
6.4 出版バイアスの分析 

 
 メタアナリシスによって、分析に含めた各研究を数学的に正確に統合することができるが、も

しこれらの研究が、あらゆる関連研究の中からバイアスがかかって集められたサンプルであると

すると、メタアナリシスによって計算される平均効果は、このバイアスを反映したものになって

しまう（Borenstein et al., 2009, p. 277）。そこで、出版バイアスを見積もるために、Duval と
Tweedie の trim-and-fill 分析を利用し、示されたファンネル・プロット（funnel plot）を視覚的

に精査した。なお、分析には LOR を使い、いじめと被害化について別々に行った。 
 図６（付録 p.115 を見よ）は、いじめについての観測対象の研究群が、ファンネル・プロット

を二分する垂直の線（LOR の点推定値を示す）の周辺で対称的に分布していることを示している。

このような対称性は、出版バイアスが無いことを意味している。このことは、trim-and-fill 分析

の結果によっても確証された。なお、補完値は加えられておらず、OR と信頼区間に変化はなかっ

た。 
 同じ分析を被害化についても行った。ファンネル・プロットの結果（図７．付録 p.115 を見

よ）は、ここでも平均の効果サイズの周辺で研究群が対称的に分布しているため、我々の分析結

果については出版バイアスが問題にならないはずだということを示している。ただし、図には１

つの補完研究が加えられている。trim-and-fill 分析を使うと、もともとの推定値 OR = 1.29（CI 
1.18 – 1.42）に対し、補完 OR は 1.28（CI: 1.17 – 1.40）だった。ここで重要な点は、補正され

た推定値がもともとの値に非常に近いため、結果に影響を与えるような出版バイアスは無いとい

う結論を支持しているということである。 



尾山 滋（元静岡県立大学） 
 

 52 

7 結論 

 
 

 
7.1 主な知見の要約 

 
 この系統的レビューは、学校をベースとしたいじめ対策プログラムには効果がある場合が多い

こと、また、特定のプログラム要素がいじめおよび被害化の減少に関連していたことを示してい

る。ただし、１つのプログラム要素（友人との作業）は、被害化の増加と有意に関連していた。 
 結論としては、平均して、いじめは約 20%から 23%、被害化は 17%から 20%減少する。総合

的に見ると、年齢コホートデザインではプログラムの効果が高く、無作為化試験ではプログラム

の効果が低かった。だが、無作為化された学校の数が非常に少ないケースもあり、また、分化的

磨耗などその他の方法論的な問題もあったため、無作為化試験の方が方法論的にが優れていると

いうことは明確にはならなかった。 
 いじめの減少にも被害化の減少にも関連する最も重要なプログラム要素は、親の研修／面談、

懲罰的方法、子どもおよび教師向けのプログラムの期間、子どもおよび教師向けのプログラムの

強度であった。デザインの特徴については、年長の子どもに対するプログラムとノルウェーで実

施されたプログラムが特に効果的だった。また、より古いプログラムや、アウトカム尺度として

「月に２回以上」を利用していたプログラムも、より良好な結果を生んでいた。その他多種多様

な介入の要素・評価研究の重要な特徴が、いじめもしくは被害化のいずれかの減少と有意に関係

していた。 
 
 

 
7.2 政策へのインプリケーション 

 
 いじめを減らすための新しい政策や実践方法を策定する際、政策立案者や実務家は、効果的で

あることが証明された、エビデンスに基づく質の高いプログラムを活用すべきである。新しいい

じめ対策の取り組みは、既存のプログラムの成功例をから着想するべきだが、本稿で最も効果的

であること（あるいは効果がないこと）が分かった重要なプログラム要素を考慮して、修正を加

えるべきである。例えば、本稿の結果から見て、友人との作業は利用すべきではないだろう。た

だし、効果と最も相関のあるプログラム要素を発見しただけだということは留意すべきである。

相関があるといって、それらのプログラム要素が効果の原因となっているとを証明しているわけ

ではない。ただし、これが現時点で我々が手にしている最良のエビデンスではある。 
 ここで、効果的ないじめ対策プログラムを認定するシステムを構築すべきだと提案したい。

1996 年にイングランドとウェールズでは、刑務所とプロベーションに関する効果的なプログラム

を認定するシステムが作られた（McGuire, 2001）。プログラムが認定されるためには、何が違

法行為の減少にとって効果があるかという知見に基づいた明確な基準を満たしていなければなら

ない。イングランドとウェールズでは、認定を受けたプログラムだけが利用されている。また、

スコットランドやカナダなど他の国でも同様のシステムが構築されてきている。したがって、質

の高い評価研究で効果があると証明された要素が プログラムの中にきちんと取り入れられるよう

にするために、学校におけるいじめ対策プログラムを認定する同様のシステムを構築すべきであ

る。この認定システムは、おそらく、校内暴力に関する国際監視機構（International 
Observatory on Violence in Schools）などの国際団体で取りまとめることができるだろう。 
 新しく作るいじめ対策プログラムは、確実にプログラムに効果を持たせるための、質の高い実

施基準を用いて普及すべきである。プログラムの質は疑うまでもなく重要だが、プログラムの実
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施方法もまた重要である。効果が、介入方法や評価方法の重要な特徴と関連しているかどうかを

研究者が分かるように、プログラムの実施方法には、透明性がなければならない。例えば、我々

のメタアナリシスに利用した 44 件の評価研究のうち、介入群の学校およびコントロール群の学校

について、介入の各要素を実施した割合という重要な情報を明らかにしていたのがわずか 2 件

（Fekkes et al., 2006; Smith et al., 2004）だけだったのは悲しいことである。 
 本稿の結果は、プログラムの強度と期間がプログラムの効果に直接関係していることを示して

おり、他の研究者（Olweus, 2005; Smith, 1997）も、学校で実施されたプログラムの要素の数と

プログラムがいじめに与える効果との間に「用量反応」の関係を見出している。例えば、教師へ

の研修の期間（日数）と強度（時間数）は、いずれもいじめと被害化の減少と有意に関係してい

た。同様に、子ども向けのプログラムの期間（日数）と強度（時間数）も、いじめと被害化の減

少に有意に関係していた。これらの知見が示していることは、プログラムがいじめという難解な

問題に対して影響を持つためには、プログラムが強度を持ち、かつ長期的である必要があるとい

うことである。効率的にいじめに取り組むための適切な学校の方針を作り上げるためには、非常

に多くの時間が必要なのかもしれない。 
 新しくいじめ対策の手法を作るにあたっては、遊び場の監督を強化することにも気を配るべき

である。いじめについては、遊び場での監督が、プログラムの効果と最も強く関係していた要素

の一つである。休み時間に多くのいじめが生じていたため監督に効果があったというのがもっと

もらしい説明になるだろう。また、（例えば「ホットスポット」の整理および（あるいは）特定

による）学校の遊び場環境の改善も、効果が期待できかつ低コストな介入の要素だろう。 
 懲罰的な方法（つまり、いじめに対応するための断固とした方法）は、いじめと被害化の両方

に有意に関係する介入の要素だった。この知見が得られたのは、Olweus プログラムの効果が大き

かったことに一定度起因するだろう。Olweus プログラムには、いじめっことの真剣な話し合い、

いじめっこを校長と面会させること、いじめっこを休み時間に教師のそばに居させる、いじめっ

こから特権を奪うことなど、広範に及ぶ断固たる制裁が含まれていた。 
 KiVaプロジェクトの結果は、懲罰的な方法の効果について、将来役に立つ回答を与えてくれて

いるだろう 7。KiVaプログラムに含まれている面白い要素は、いじめの加害者を扱うのに懲罰的

な方法も非懲罰的な方法も取り入れていることである。ランダムに選ばれて学校で結成されたチ

ームの半分は、より懲罰的な方法（例：「君のやっていることは間違っていて、すぐにやめなけ

ればいけない」）を使うよう指示を受け、残りの半分は、子どもとの話し合いの中でNo Blameの
手法（例：「君のクラスメートも辛い時間を過ごしているし、だから彼はそのようにふるまって

いるんだ。私たちは何をすれば彼の力になれるかな」）を使うよう指示を受けていた。現在未公

表のデータを分析のための準備として調べたところ、規律を重視した方法（懲罰的な方法）は年

少の子ども（4 年生）に対してより有効に機能し、非懲罰的な方法は、年長の子ども（6 年生）に

対してより有効に機能するようだが、5 年生の子どもには、違いがあまり見られなかった。この

結果は、これまで以上に年齢に特化したプログラムを作る必要性があることを示唆するものであ

るという意味で非常に重要である。 
 Peter Smith（近刊）の論とは対照的に、本レビューの結果は、年長の子ども（11 歳以上）の

いじめに対してプログラムの効果はより大きいということを示している。この年齢は、いずれに

してもいじめが減っていく時期ではある。Peter Smith が主張しているのは、セカンダリースク

ールでは友人の悪影響がより大きくなること、それと、セカンダリースクールは規模が大きく、

生徒が影響力のある教師と関わる時間がごくわずかであるために、セカンダリースクールではプ

ログラムの効果が小さいということである。一方で我々は、年長の子どもの方が認知能力に長け、

衝動性が減少傾向にあり、合理的な判断をできる可能性が高まる傾向にあるため、プログラムは

より効果を持つのだろうと考えている。また、多くのプログラムは、向社会的な行動を促しそれ

に見返りを与え、いじめには罰を与えるという社会的学習の考え方に基づいている。そのような

プログラムは、他者への共感や他者のものの見方を考える能力ができてくる年長の生徒ほど有効

                                                
7 Christina Salmivalli との個人的なやりとり（2009 年 1 月 31 日） 
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に機能しやすいのである。 
 おそらく驚いてしまうだろうが、全校的ないじめ対策方針を策定することは、いじめについて

の効果サイズとは有意に関係しているが、被害化（いじめられること）とは有意に関係していな

かった。また、個々人との作業は、いじめっこにも被害者にも効果がなかった。したがって、で

きれば子どもの能力を訓練するプログラムに基づいて、個々のいじめっこや被害者に対する効果

的なプログラムを実施する取り組みを行うべきであると提言する（Losel & Beelman, 2003）。た

だし、いくつかの例外（例：DeRosier, 2004; Fox & Boulton, 2003; Gollwitzer et al., 2006）を

除き、現在実施されているプログラムはそうではない。 
 新しくつくるいじめ対策の手法は、学校の枠を超え、家族などシステム的な要因に対象を広げ

るべきである。諸研究によれば、いじめられた子どもたちは、その問題を誰にも相談できないこ

とが多いし、親や教師たちはいじめっこの行動についていじめっこ自身とはあまり話をしていな

い。本系統的レビューでは、親の研修／面談が、いじめの減少にも被害化の減少にも有意に関係

していた。これらの知見は、指導内容の発表や教師と親との面談を通じて、学校におけるいじめ

の問題への親の意識を高める取り組みを行うべきであるということを示唆している。将来行われ

るいじめ対策手法は、様々な領域の専門家を集結させ、専門知識を最大限に活用すべきである。

我々のレビューでは、専門家が協力して行うグループワークが、いじめの減少と被害化の減少の

いずれにも有意に関係していた。 
 いじめ対策プログラムについて将来実施される評価研究は、我々の結果を踏まえて設計すべき

である。また、プログラムの質だけに注意するのではなく、評価の実施方法にも注意しなければ

ならない。本レビューでは、評価研究の持つ様々な特徴が、いじめおよび被害化の減少に有意に

関係していることを示してきた。特に、いじめの測定方法と子どもの年齢が重要であった。いじ

め対策プログラムの評価研究の中で、そのアウトカム変数の測定の仕方だけが原因でプログラム

の有効性を確証できない研究があったとすれば、残念なことである。また、プログラムは 11 歳未

満の子どもよりも 11 歳以上の子どもを対象にすべきである。そして、いじめあるいは被害化のア

ウトカム尺度は、「月に２回以上」にすべきである。ノルウェーで実施されたプログラムが最も

有効に機能しているように思われるが、これは、スカンジナビア諸国ではいじめの研究が長い伝

統を持っているということと関係付けられるかもしれない。また、スカンジナビアの学校の質が

高い、クラス数が少ない、教師たちがよく訓練されているほか、社会福祉の問題には国が介入す

るというスカンジナビアの伝統も、理由としてあるだろう（J.D. Smith et al., 2004a, p. 557）。 
 重要なこととして、いじめ対策プログラムの支出に対して節約できる金額を調べるために、費

用対効果の分析を行うべきである（Welsh, Farrington, & Sherman, 2001）。お金を節約するこ

とは、政策立案者と実務家に介入プログラムを実施するよう説得するための強力な論拠になる

（Farrington, 2009, p. 59）。ただし、これまでのところいじめ対策プログラムの費用対効果分析

は行われたことがない。 
 我々としては、いじめ対策プログラムは、これまで以上にいじめおよび被害化の理論に拠って

立つべきであると考えている。過去のほとんどのプログラムは、一般的な社会的学習理論の考え

方に基づいて行われてきた。だがこれからのプログラムは、反抗理論（defiance theory）や修復

的司法の手法など、新しい理論に基づいたものにすべきである（Ttofi & Farrington, 2008a; 
2008b）。例えば、子どもたち全員（いじめっこ、被害者、その他の子ども）を「悪事の解決に

取り組む参加プロセスにおいて」集まらせ、「そこに関わったみんなに敬意を示す」という修復

的司法のアプローチによって、 校内の悪化した社会的関係を修復できる（Morrison, 2007, p. 
198）。また、反抗理論は、制裁を行う人とのボンドを強めること、恥の操作、反社会的行動に対

する筋の通った丁寧な制裁を重視しているため、有用である。 
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7.3 将来の研究へのインプリケーション 

 
 興味深いことに、先行のレビュー（Ferguson et al., 2007; Merrell et al., 2008）は、いじめ対

策プログラムは学校でのいじめにほとんど効果がないと結論づけていた。彼らがそのような結果

に至ったのは、相対的に狭い範囲でしか文献検索を行わなかったことと、レビューへの包含基準

のためだと我々は考えている。（例：いじめを明確に定義していないこと、コントロール対象の

無い評価研究が含まれていたこと。1.3 節を見よ）。本稿でより広範囲に渡る研究のレビューを終

えた後にあっては、従来のレビューの結論は誤っていたと確信している。本系統的レビューは、

学校をベースとするいじめ対策プログラムには効果があることを示している。このレビューは、

将来の研究にとってのインプリケーションに富んでいる。また、取り組まなくてはならないいく

つかの問いも生まれた。例えば、 
z プログラムの要素やデザインの特徴がいじめおよび被害化に与える効果にはなぜ違いがあるの

か。 
z 結果が国によって異なるのはなぜか。 
z 研究デザインごとに結果が異なるのはなぜか。 
z 年長の子どもほど、プログラムの効果が高いのはなぜか。 
z 小規模で古い研究より大規模で新しい研究の方が効果が小さいのはなぜが。 
z いじめや被害化のアウトカム尺度によって結果が異なるのはなぜか。 
 
 将来行われる評価研究では、実験群とコントロール群の両方の学校で、いじめおよび被害化の

事前事後の尺度を使うべきである。また、いじめと被害化は、注意深く定義・測定しなければな

らない。たくさんの学校を無作為に割り付けることは難しいため、各学校をマッチングによりペ

アにした後で、片方を実験群へ、もう片方をコントロール群へと無作為に割り付けるのが最良の

方法だろう。異なるプログラム要素の効果を調べるために、子どもたちをプログラムを受ける子

どもと受けない子どもに無作為に割り付けることもできる。コントロール群の子どもたちに実験

群の子どもたちがプログラム内容の影響を与える危険性があるため、クラスを無作為割付するの

では不十分であると思われる。また、分化的磨耗の問題を最小化するために、介入の事前・事後

の両方で調査対象となる子どもだけを分析すべきである。最良のいじめ測定方法、調査期間、季

節による変動についても研究が必要である。 
 犯罪減少のための介入の効果に関する結論的妥当性を、系統的レビューを行う研究者、学者、

政策立案者、マスメディア、一般市民が評価する際に利用できるような、評価研究のための方法

論的な品質基準を作ることが重要である（Farrington, 2003, p. 66）。その品質基準の中には、お

そらく Campbell Collaboration Crime and Justice Group の指導の下で、公開する報告書の中に

介入のどういった要素を記載すべきかという、評価者のためのガイドラインが含められるだろう

（Farrington & Petrosino, 2001; Farrington & Weisburd, 2007）。このようなガイドラインが

すでに存在していたら、全ての研究に含まれる介入の要素を余すことなくコード化するという

我々の野心的な作業にとって、非常に役だったことだろう。 
 44 件のいじめ対策プログラムの評価研究のうち 40 件について、我々が行ったコード化に対し

て研究者たちから積極的な反応があったおかげで、大きな成功を収めることができた。しかし、

時間の制約と情報不足のため、生徒の様々なサブグループ（例えば性別、エスニシティ、いじめ

における役割、発達的必要、子どもの能力によって定められたサブグループ）に応じた 介入プロ

グラムの結果を研究することはできなかった。他の研究者たちも、上記の理由のため、より特化

した介入の研究が欠落していることを示している（Smith & Ananiadou, 2003; Pepler, Smith, & 
Rigby, 2004）。上記の特徴のほとんどは、報告書の中で言及されておらず、コード化するのが困

難だった。我々がコード化したプログラムの 20 個の要素について、2 件の研究（Fekkes et al., 
2006; Smith et al., 2004）だけが、プログラム要素を実際に実施した介入群の学校とコントロー

ル群の学校の割合を記載していたが、もっと多くの研究でこれを行う必要がある。 



尾山 滋（元静岡県立大学） 
 

 56 

 将来の系統的レビューでは、いじめ対策プログラムが様々なサブグループに対してどのような

効果があるかの検出を試みることができる。今後の研究報告書では、作成すべきチェックリスト

（恐らく医学研究のための CONSORT 声明【Altman et al., 2001; Moher, Schulz, & Altman, 
2001】から着想される）に従い、評価の特徴に関する重要な情報を記載しなければならない。プ

ログラムの重要な要素についての情報と、プログラムの実施に関する情報も記載すべきである。

いじめおよび被害化が５ポイントの尺度で測定されていれば、５×２の表を示すべきで、そうする

ことで AUC（Area Under the ROC Curve）を効果の尺度として利用することができる

（Farrington, Jolliffe, & Johnstone, 2008）。そうすれば、カットオフポイントに選び方によっ

て結果が変動するという問題を避けられるようになる。 
 いじめおよび被害化に関するより優れた理論を構築・検証するために、例えばどんな理由でい

じめが進展してしまうのか、あるいはいじめを防げるのかを子どもに問いかけることのできる短

いストーリーを使うなどをする研究が必要である。様々なアウトカム尺度（例：自己申告、友人

による評定、教師による評定、系統的観測）の利点・欠点および妥当性も研究されなければなら

ない。いじめ対策プログラムの短期的効果および長期的効果も、縦断的な前向き調査によって調

べなければならない。プログラムが様々な種類のいじめに及ぼす効果、様々な種類の子ども・教

師・学校・文脈に及ぼす効果も調べなければならない。 
 理想的には、介入はいじめおよび被害化の理論に基づくべきである（Ttofi & Farrington, 
2008a, 2008b）。いじめと被害化の理論が、プログラムを発展させていくはずである。他の研究

者たちも、やはり理論に基づいて介入を利用することの重要性を強調している。Eck (2006, p. 
353)が述べているように、「犯罪政策に対して根拠を持って提言する能力を高める必要があるな

ら、犯罪学の理論に今まで以上に真剣に取り組まなければならない。犯罪への介入のための理論

的な下支えを説明することで、研究結果の一般化が、現状の青臭い帰納法に基づくものではなく、

より理にかなった認識論的土台の上に立ったものになる。」 
 最後に、いじめ対策プログラムの評価研究からこれまでに得られた結果は、前向きなものであ

る。これまでのプログラムの有効性の上に、我々の知見に基づいてさらに新しいプログラムの研

究を上乗せするする時が来ている。
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8.1 謝辞 

 
 有用な情報をご提供いただいたことに対し、以下の方々に格別の謝意を申し上げる。Francoise 
Alsaker, Eleni Andreou, Celia Arriaga, Moira Attria, Nerissa Bauer, George Belliveau, Tanya 
Beran, Sara Black, Catherine Blaya, Michael Boulton, Helen Cowie, Wendy Craig, Melissa 
DeRosier, Sigrun Ertesvag, Mike Eslea, Kerry Evers, Peter Fonagy, Claire Fox, David 
Galloway, Vicente Garrido, Gianluca Gini, Mario Gollwitzer, Reiner Hanewinkel, Robin 
Heydenberk, Warren Heydenberk, Caroline Hunt, Jeffrey Jenson, Antti Karna, Cheryl Kaiser-
Ulrey, Maila Koivisto, Elmien Lesch, Sue Limber, Francisco Martin, Ersilia Menesini, 
Stephen James Minton, Christof Nagele, Dan Olweus, Mona O’Moore, Rosario Ortega, Debra 
Pepler, Yolanda Pintabona, Leila Rahey, Ken Rigby, Elizabeth Rock, Erling Roland, Barri 
Rosenbluth, Christina Salmivalli, Philip Slee, J. David Smith, Peter K. Smith, Nina Sprober, 
Veerle Stevens, Dagmar Strohmeier, Sue Swearer, Stuart Twemlow, Scott Watson。次に、統

計に関する助言をいただいたことに対し、以下の方々に格別の謝意を申し上げる。Patricia 
Altham, Mark Lipsey, David Murray and David Wilson. 最後に、研究資金を提供いただいたこ

とに対し、以下の機関に格別の謝意を申し上げる。the U.S. National Institute of Justice, the 
Nordic Campbell Center, the Swedish National Council for Crime Prevention。 
 
 

 
8.2 利害の対立 

 
著者はいずれも、既存のいじめ対策プログラムに対して、また将来計画されているいじめ対策

プログラム対して、何ら金銭的な利害関係を持っていない。 
 
 

 
8.3 レビューの更新計画 

 
この系統的レビューを、キャンベル・コラボレーションのガイドラインに沿って３年毎に

更新する計画である。 
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9 手法に関する付録：効果サイズとメタアナ

リシス 

 
 
 メタアナリシスを実行するためには、全ての評価研究に比較可能な効果サイズがなければなら

ない。介入研究で最も役に立つ効果サイズは、標準化平均偏差 d とオッズ比 OR である（Lipsey 
& Wilson, 2001）。研究著者がいじめ（あるいは被害化）の有病率を報告していれば、我々は

OR を算出した。研究著者が平均の得点を報告していれば、d を算出した。d を OR に変換するこ

とは簡単であり（後述）、実際にそれを行った。OR の自然対数（LOR）を使ってメタアナリシ

スを実行し、その結果を個々のケースを解釈するために OR に変換しなおした。この値を使って

いじめについて説明するが、被害化についても同じ方法を用いた。 
 
 
9.1.1 オッズ比 

 
OR は、以下の表により算出される。 
 

いじめっこ以外 いじめっっこ 
実験群     a    b 
コントロール群   c    d 

 
a、b、c が子どもの数であり、 
 

OR = (a*d) / (b*c) 
* は、乗算を示す 

 
 OR が 1 より大きいと、いじめ対策プログラムに望まれる効果があったことを示し、1 未満なら、

望ましくない効果があることを示している。OR の偶然値は 1 で、効果が無いことを意味する。 
 例えば、Fekkes et al. (2007)の最初のポストテストで得られた値は以下のとおりである。 
 

いじめっこ以外 いじめっこ いじめっこの%  
実験群       1011       87      7.9 
コントロール群   100    999      8.9 

 
ここで、OR = (1101*99) / (1009*87) = 1.14 である。 
OR の統計的有意性は、LOR を計算することによって算定する。 
 

LOR = Ln (OR) 
ここでは、LOR = Ln (1.14) = 0.131 である。 

 
LOR の分散である VLOR は、以下により計算される。 

VLOR = (1/a) + (1/b) + (1/c) + (1/d) 
 
ここでは, VLOR = 0.0236 となる。 
LOR の標準誤差、SELOR は、この分散の二乗根である。 
ここでは、SELOR = 0.1535 となる。 
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SELOR が分かれば、OR の信頼区間を計算するのは簡単である。LOR の 95%信頼区間（CI）は、

＋1.96*SELOR あるいは－1.96*SELOR である。 
 
したがって、下限 CI は、0.131 – 1.96 * 0.1535 = －0.170 である。 
これに対応する OR の下限 CI は、 

ORLOCI = Exp (- 0.170) = 0.84 である。 
 ここで Exp は、指数を意味する。 
同じく、上限 CI は、0.131 + 1.96 * 0.1535 = 0.432 となる。 
これに対応する OR の上限 CI は、 

ORHICI = Exp (0.432) = 1.54 となる。 
LOR について信頼区間は対称型となるが（0.131 あるいは－0.301）、OR についてはそうならな

い(1.14, CI 0.84 – 1.54)。 
LOR の有意性は、以下により検定される。 

Z = LOR / SELOR 
ここで、z は、平均０、標準偏差１の正規分布に従う。 
今の例では、Z = 0.85 である。 
 
これは、p=.05 に対応する値（1.96）よりも小さいため、OR1.14 は統計的に有意ではなく、した

がってこのいじめ対策プログラムはいじめを有意に減少させなかったと結論づける。 
 
 
9.1.2 標準化平均偏差 d 

 
d は、以下により算出される。 

d = (MC – ME) / SP 
 
ここで、MC＝コントロール条件における平均得点、 
    ME＝実験条件における平均得点、 
    SP＝プールされた標準偏差 (SD)である。 
プールされた分散 VP は、以下により算出される。 

VP = [(NC – 1)* VC + (NE – 1)* VE] / (NC + NE – 2) 
ここで、NC＝コントロール条件のサンプル数、 

VC＝コントロール群の得点の分散、 
NE＝実験条件のサンプル数、 
VE＝実験群の得点の分散 
である。 

 
例として、Baldry and Farrington (2004)の、介入が実施された後の年長の子どもによるいじめの

状況を見ることにする。 
MC = 3.39 
VC = 15.92 (SD = 3.99 の二乗) 
NC = 36 
ME = 2.31 
VE = 9.425 (SD = 3.07 の二乗) 
NE = 99 
 
VP = [(35 * 15.92) + (98 * 9.425)] / 133 = 11.134 となる。 

したがって、SP = 3.337 
d = (3.39 – 2.31) / 3.337 = 0.324 となる。 
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近似値である d の分散、Vd は以下により算出される。 

Vd = (NC + NE) / (NC * NE) 
現在の例では、Vd = (36 + 99) / (36 * 99) = 0.03788 となる。 
したがって、d の標準誤差は、次のようになる。 

SEd = 0.195 
d の有意性は、以下により検定できる。 

Z = d / SEd 
ここでは、Z = 0.324 / 0.195 = 1.66 となる。 
この数字は 1.96 より小さいため、この d の値は統計的に有意ではない。 
また、d は、以下の式を用いることで LOR に変換することができる。（Lipsey & Wilson, 2001, 
p.202） 

LOR = d / 0.5513 
したがって、LOR = 0.587 となる。 
同様に、LOR の SE は以下のようになる。 

SELOR = SEd / 0.5513 
現在の例では SELOR = 0.354 である。したがって 

Z = LOR / SELOR = 1.66（上記と同じ） 
 
ファイ相関係数を効果サイズとして報告していた研究では(Menard et al., 2008)、以下の式を使っ

て r を d に変換した（Lipsey & Wilson, 2001, p.63）。 
d = r / sqrt [(1 – r * r) *p * (1-p)] 

ここで p は、コントロール群に対する実験群のサンプル数の比率である。 
この近似値は、 

SEd = 2 * Ser である。 
r の SE は、変換によって算出できる。 

Zr = 0.5 * Ln [(1 + r) / (1 – r)] 
また、VAR (Zr) = 1 / (N – 3) 

その後の分析は上記のように進める。 
 
 
9.1.3 事前測定と事後測定 

 
 介入の事前・事後でいじめの測定がある場合、適当な効果サイズの尺度は、 

LOR = LORA – LORB である。 
ここで LORA = LOR after 

LORB = LOR before である。 
Fekkes et al. (2007)には、いじめの事前尺度と ORB = 1.01 があり、 

LORB = 0.010 だった。 
したがって、Fekkes et al.,では、 

LOR = 0.131 - 0.010 = 0.121 だった。 
また、LOR の分散は以下により算出される。 

VLOR = VLORA + VLORB – 2 * COV 
ここで COV = Covariance（共分散）である。 
 
 LORA と LORB は正の相関関係にあるため、VLOR は（VLORA＋VLORB）よりも小さくな

る。ただし、通常、共分散が報告されることはない。一般的に、VLOR は、(VLORA + VLORB) / 
2 と (VLORA + VLORB)の間をとる。したがって、我々は VLOR について、両方の値の中間を

推定値としている。 
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VLOR = 0.75 * (VLORA + VLORB) 
 

次に、Fekkes et al. (2007)では、 
VLOR = 0.75 * (0.0373 + 0.0236) = 0.0457 となる。 

結果的に, SELOR = 0.214 
OR = exp (LOR) = exp (0.121) = 1.13 となった。 

この信頼区間は 0.74 – 1.72 である。 
Z = 0.121 / 0.214 = 0.57 で、 

やはり 1.96 より小さいため、この LOR は有意ではない。 
 
 
9.1.4 １つの研究の中の複数の LOR を統合する 

 
 ２つ以上の LOR が示している研究が多い。その場合には加重平均 LOR を算出している。例え

ば、Baldry and Farrington (2004)では、 
年長の子どもについては、LOR after = 0.587, LOR before = - 0.247; 

LOR (older) = LORO = 0.587 – (- 0.247) = 0.834 となり 
SELORO は、0.432 となる。 
 
年少の子どもについては、LOR after = - 0.801, LOR before = - 0.125: 

LOR (younger) = LORY = - 0.801 – (- 0.125) = - 0.676 となり、 
SELORY は、0.464 となる。 
 
各 LOR は、その分散の逆数（1 / VLOR）で重み付けしている。 

WO = 1 / (SELORO * SELORO) 
  = 1 / (0.432 * 0.432) = 5.358 
WY = 1 / (SELORY * SELORY) 
  = 1 / (0.464 * 0.464) = 4.651 

ここで、WO = LORO の重み付け、WY = LORY の重み付け である。 
 
LOR combined = LORC = [(LORO * WO) + (LORY * WY)] / (WO + WY) 
= [(0.834 * 5.358) + (-0.676 * 4.651)] / (5.358 + 4.651) = 0.133 となり、 

LORC の分散である VLORC は、 
VLORC = 1 / (WO + WY) = 1 / (5.358 + 4.651) = 0.0998 

したがって, SELORC = 0.316 
ORC = exp (LORC) = exp (0.133) = 1.14 

信頼区間は 0.62 — 2.12 
Z = LORC / SELORC = 0.133 / 0.316 = 0.42 

となるため、有意ではない。 
 
 
9.1.5 クラスタリングの補正 

 標準的な手法では、個人が実験群とコントロール群に割り付けられていると仮定しているため、

その各個人は他者から独立している。だが、いじめ対策プログラムの評価では、学校のクラス

（個々の子どもではない）を各条件に割り付けるのが普通である。このような場合、効果サイズ

の標準誤差を、クラスタリングの影響のぶんだけ補正する必要がある (Hedges, 2007)。 
 この補正は、級内相関（rho）の推定値に依存するが、その推定値は、普通、報告されているも

のではない。ところが、Murray and Blitstein (2003)は、級内相関が報告されている文献を系統

的にレビューした上で、行動に関するアウトカムを持つ青少年研究の rho がおよそ 0.025 である

ことを明らかにしている。また、Olweus (2008)は「いじめられっこやいじめっこの大規模サンプ
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ルを使ってたくさんの推定値を算出してきたが、クラスレベルでの級内相関はたいていの場合.01
から.04 の範囲内だった」と我々に教えてくれた。以上を踏まえ、我々は rho = 0.025 と推定して

いる。なお、全ての計算においてクラスター（学校のクラス）は同じサイズであると仮定してい

る。 
 クラスタリングの補正によって効果サイズが受ける影響は無視できる程度であるため、効果サ

イズの補正は行わない。d の補正値（それはつまり LOR のことであるが）は次のとおりである。 
Corrected d = d * sqrt [1 – [2 * (n – 1) * rho] / (N – 2)] 

ここで n = クラスターサイズ (学級数)、N = サンプルの総計である。 
典型的な n = 30、 N= 500 の場合、 

Corrected d = d * sqrt [1 – (2 * 29 * 0.025) / 498] = d * 0.998 
これは、d と非常に近いため、クラスタリングを理由とした効果サイズの補正は行っていない。 
ただし、効果サイズの標準誤差は補正する必要がある。非常に良い近似値は、 

corrected Vd = Vd * [1 + (n – 1) * rho] である。 
ここで Vd = d の分散 である。 
n = 30、rho = 0.025 と仮定すると、corrected Vd = Vd * 1.725 となる。 
 
以上より、子どもたちのクラスタリングを考慮に入れるために、効果サイズの全ての分散に 1.725
を乗じ、効果サイズの全ての標準誤差に 1.313 を乗じている。 
例えば、Baldry and Farrington (2004)に戻ると、LORC = 0.133 で SELORC = 0.316 であるが、

SELORC に 1.313 を乗じて、次の値となっている。 
Corrected SELORC = 0.415 
Corrected z = 0.133 / 0.415 = 0.32 

 
 
9.1.6 メタアナリシス 

 Lipsey and Wilson (2001)に従って、メタアナリシスの標準的な方法を用いている。最もシンプ

ルな固定効果モデルにおいて、加重平均効果サイズは、以下により算出される。 
WMES = sum (Wi * ESi) / sum (Wi) 

ここで、WMES = 加重平均効果サイズ 
 ESi  = i 番目の研究の効果サイズ 
 Wi  =i 番目の研究の重み付け = 1 / Vi 

  ここで、 Vi = 当該研究の効果サイズの分散 である。 
SE (WMES) = sqrt [1 / sum (Wi)] 
また、Z = WMES / SE (WMES) である。 

 全ての効果サイズが加重平均を中心にランダムに分布しているかどうかを検定するため、Q 統

計量を計算している。 
Q = sum [Wi * (ESi – WMES) * (ESi – WMES)] 

Q は、(k-1)の自由度を持つカイ二乗分布であり、この k は効果サイズの数である。我々は、分散

Vi に定数 Vx を加えたランダム効果モデルを常に使用した。 
corrected Vi = Vi + Vx 
Vx = [Q – k + 1] / [sum (Wi) – sum (Wi* Wi) / sum (Wi)] 

 
次いで、corrected Vi を使い、 加重平均 ES とその分散を前述同様に算出している。すでに述べ

たとおり、本報告書においては、効果サイズの主たる尺度として OR と LOR を利用している。 
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11 付録（表・図） 
 
 

 
11.1 表１：検索をかけたデータベースの一覧 
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¾ Australian Education Index 
¾ British Education Index 
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¾ Criminal Justice Abstracts 
¾ Database of Abstracts of Reviews of Effectiveness (DARE) 
¾ Dissertation Abstracts 
¾ Educational Resources Information Clearinghouse (ERIC) 
¾ EMBASE 
¾ Google Scholar 
¾ Index to Theses Database 
¾ MEDLINE 
¾ National Criminal Justice Reference Service (NCJRS) 
¾ PsychInfo/Psychlit 
¾ Sociological Abstracts 
¾ Social Sciences Citation Index (SSCI) 
¾ Web of Knowledge 
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11.2 表２：1983年から 2009年 5月の間について検索をかけた学術雑誌一覧 
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¾ Australian Journal of Education, 2000 [vol. 44] ～2007 [vol. 51]～2009 [vol. 53; 1] 
¾ Australian Journal of Educational and Developmental Psychology, 2001 [vol. 1] ～2008 
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¾ Canadian Journal of School Psychology, 1985 [vol. 9] と以下の号: 12 [1 +2]; 13 [1 +2]; 14 

[2]; 15 [1]; 16 [1 +2]; 17 [1 +2]; 18 [1 +2]; 19 [1 +2]; 20 [1 +2]; 21 [1 +2]; 22 [1 +2] 2009 [vol. 
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¾ Child Development, 1983 [vol. 34; 1] ～2009 [vol. 80; 2] 
¾ Criminal Justice and Behavior, 1983 [vol. 10; 1] ～2009 [vol. 36; 6] 
¾ Crisis-The journal of Crisis Intervention and Suicide Prevention, 2001 [vol. 22] ～2009 

[vol. 30; 1] 
¾ Developmental Psychology, 1983 [vol. 19; 1] ～2009 [vol. 45; 3] 
¾ Educational Psychology, 1983 [vol. 3; 1]～2009 [vol. 29; 2] 
¾ Educational Psychology in Practice, 1985 [vol. 1] ～ 2009 [vol. 25; 1] 
¾ Educational Psychology Review, 1989 [vol. 1] ～ 2009 [vol. 21; 1] 
¾ Educational Research, 1983 [vol. 25] ～ 2009 [vol. 51; 1] 
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11.3 表３：本レビューとの関連性に基づく報告書の分類 

 
1： 関連性極小：サーベイの結果をいじめ対策の政策として一つにまとめることを提言している

もの：また（あるいは）いじめの介入の必要性について一般的な話をしているもの 
2： 関連性小：いじめ対策のプログラムについてより具体的に話をしているもの（２つ以上のい

じめ対策プログラムの記述がある）：また（あるいは）いじめ対策プログラムをレビューし

たもの：また（あるいは）いじめを減らすための提言／提案を強調したもの 
3： 関連性中：具体的ないじめ対策プログラムを記述したもの 
4： 関連性強：いじめ対策プログラムを評価しているが、実験群とコントロール群の比較を行っ

ていないか、いじめに関するアウトカムデータがないためレビューには含めていないもの。 
5： キャンベルレビューに含まれているもの：実験条件とコントロール条件を持ついじめ対策プ

ログラムを評価しているもの（N < 200：教師と友人による申告もアウトカム尺度に含まれて

いる可能性がある） 
6： スウェーデンのレビューに含まれているもの：実験条件とコントロール条件を持ついじめ対

策プログラムを評価しているもの（N > 200：いじめの自己申告がアウトカム尺度となってい

る） 
 
 

 
11.4 表４：各カテゴリーに分類されたプログラムの報告書数の割合と評価件数 a 

 
カテゴリー 報告書数 [N] 評価件数 [N] パーセンテージ 

取得不可 16 --- 2.6 % 
カテゴリー 1  100 ---  16.1 % 
カテゴリー 2  253  ---  40.7 % 
カテゴリー 3  93  ---  15.0 % 
カテゴリー 4 71 ---  11.4 % 
カテゴリー 5  18  15 [3 件除外]b  2.9 % 
カテゴリー 6 71 38 [6 件除外]c  11.4 % 
 
a.  ある場合のみ 
b. 3 件の報告書で報告されていた 3 件の評価研究はメタアナリシスから除外した（関連する参考文献は表 5 を見

よ） 
c. 9 件の報告書で報告されていた 6 件の評価研究はメタアナリシスから除外した（関連する参考文献は表 5 を見

よ） 
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11.5 表５：53件の評価研究を報告している 89件の報告書* 

 
無作為化試験 
(1) ViSC Training Program [Atria & Spiel, 2007]; カテゴリー 5 => 欠損値が多いため除外 
(2) Bulli & Pupe [Baldry, 2001; Baldry & Farrington, 2004]; カテゴリー 6  
(3) Project Ploughshares Puppets for Peace [Beran & Shapiro, 2005]; カテゴリー 5 
(4) Short Video Intervention [Boulton & Flemington, 1996]; カテゴリー 5 
(5) Friendly Schools [Cross et al., 2004; Pintabona, 2006]; カテゴリー 6 
(6) S.S.GRIN [De Rosier, 2004; De Rosier & Marcus, 2005]; カテゴリー 6 
(7) Dutch Anti-bullying Program [Fekkes et al., 2006]; カテゴリー 6 
(8) SPC and CAPSLE Program [Fonagy et al., 2009]; カテゴリー 6 
(9) Steps to Respect [Frey, Edstrom & Hirschstein, 2005; Frey et al., 2005; Hirschstein et al., 

2007]; カテゴリー 6 
(10) Anti-bullying Intervention in Australian Secondary Schools [Hunt, 2007]; カテゴリー6 
(11) Youth Matters [Jenson & Dieterich, 2007; Jenson et al., 2005a; 2005b; 2006a; 2006b]; カ

テゴリー 6 
(12) Kiva [Karna et al., 2009 Salmivalli et al., 2009]; カテゴリー6  
(13) Korean Anti-Bullying Program [Kim, 2006]; カテゴリー 5 => データから妥当な効果サイ

ズが算出されていなかったため除外 
(14) Behavioral Program for Bullying Boys [Meyer & Lesch, 2000]; カテゴリー 5 
(15) Expect Respect [Rosenbluth et al., 2004; Whitaker et al., 2004]; カテゴリー 6 
(16) Pro-ACT+E [Sprober, 2006; Sprober et al., 2006]; カテゴリー 5 
(17) The Peaceful Schools Experiment [Twemlow et al., 2005]; カテゴリー 6 => Fonagy et al., 

2009 によるより規模の大きな評価研究の一部を報告したものだったため除外 
 
事前事後・実験コントロール比較 
(1) Be-Prox [Alsaker & Valkanover, 2001; Alsaker, 2004]; カテゴリー5 
(2) Greek Anti-bullying program [Andreou et al., 2007]; カテゴリー 6 
(3) Seattle Trial of the Olweus Program [Bauer et al., 2007]; カテゴリー 6 
(4) Dare to Care: Bully Proofing your School Program [Beran et al., 2004]; カテゴリー 5 
(5) Progetto Pontassieve [Ciucci & Smorti, 1998]; カテゴリー 6 
(6) Cooperative Group Work Intervention [Cowie et al., 1994]; カテゴリー 5 => データが不足

していたため除外 
(7) Transtheoretical-based tailored Anti-bullying program [Evers et al., 2007]; カテゴリー 6 
(8) Social Skills Training (SST) Program [Fox & Boulton, 2003]; カテゴリー 5 
(9) Stare bene a scuola: Progetto di prevenzione del bullismo [Gini et al., 2003]; カテゴリー 5 
(10) Viennese Social Competence (ViSC) Training [Gollwitzer et al., 2006]; カテゴリー 5 
(11) Conflict Resolution Program [Heydenberk et al., 2006]; カテゴリー 6 => データが不足し

ていたため除外 
(12) Granada Anti-bullying Program [Martin et al., 2005]; カテゴリー 5 
(13) South Carolina Program; implementation of OBPP [Melton et al., 1998; Limber et al., 

2004]; カテゴリー 6 
(14) ‘Bullyproofing your School’ Program [Menard et al., 2008]; カテゴリー 6 
(15) Befriending Intervention Program [Menesini & Benelli, 1999; Menesini et al., 2003]; カテ

ゴリー 5 
(16) New Bergen Project against Bullying; ‘Bergen 2’ [1997-1998]; カテゴリー 6 
(17) Toronto Anti-bullying program [Pepler et al., 2004]; カテゴリー 6 
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(18) Ecological Anti-bullying program [Rahey & Craig, 2002]; カテゴリー 6 
(19) Short intensive intervention in Czechoslovakia (Rican et al., 1996]; カテゴリー 6 
(20) Flemish Anti-bullying program [Stevens, De Bourdeaudhuij & Van Oost, 2000; Stevens, 

Van Oost & De Bourdeaudhuij, 2000; Stevens et al, 2001; Stevens et al., 2004]; カテゴリ

ー 6 => データの性質により除外 
(21) Anti-bullying Intervention in the Netherlands [Wiefferink et al., 2006]; カテゴリー 6 => 

データが不足していたため除外 
 
その他の実験コントロール比較 
(1) Norwegian Anti-bullying program [Galloway & Roland, 2004]; カテゴリー 6 
(2) BEST [Kaiser-Ulrey, 2003]; カテゴリー 5 
(3) SAVE [Ortega & Del Rey, 1999; Ortega et al., 2004]; カテゴリー 6 
(4) Kia Kaha [Raskauskas, 2007]; カテゴリー 6 
 
年齢コホートデザイン 
(1) Respect [Ertesvag & Vaaland, 2007];カテゴリー6 
(2) Anti-bullying Intervention in Schleswig-Holstein, Germany [Hanewinkel, 2004]; カテゴリ

ー 6 => データが不足していたため除外 
(3) Anti-bullying Intervention in Kempele schools [Koivisto, 2004]; カテゴリー 6 => データが

不足していたため除外 
Olweus Bullying Prevention Program [OBPP]; カテゴリー 6: 

(4) First Bergen Project against Bullying; ‘Bergen 1’ [1983-1985]; カテゴリー6 
(5) First Oslo Project against Bullying; ‘Oslo 1’ [November 1999-November 2000]; カテゴリー 

6 
(6) New National Initiative Against Bullying in Norway; ‘New National’ [2001- 2007]; カテゴ

リー 6 
(7) Five-year Follow-up in Oslo; ‘Oslo 2’ [2001-2006]; カテゴリー 6 
[Olweus, 1991; 1992; 1993b; 1994a; 1994b; 1994c; 1995; 1996a; 1996b; 1996c; 1997a; 1997b; 
1997c; Olweus, 2004a; 2004b; 2005a; 2005b; Olweus & Alsaker, 1991] 
(8) Donegal Anti-Bullying Program [O’Moore & Minton, 2004; O’Moore, 2005]; カテゴリー 6 
(9) Chula Vista OBPP [Pagliocca et al., 2007]; カテゴリー 6 
(10) Finnish Anti-bullying program [Salmivalli et al., 2004; 2005]; カテゴリー 6 
(11) Sheffield Anti-bullying program [Whitney et al., 1994; Smith, P.K., 1997; Smith et al., 

2004b]; カテゴリー 6 
 
＊（12 件の報告書で示されていた）9 件の評価研究を、メタアナリシスから除外した。 
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11.6 表６：53件の評価研究の重要な特徴 9

 

 
 

無作為化試験 
プロジェクト プログラムの構成要素 参加者 研究デザイン 

Atria & Spiel (2007); 
カテゴリー5; 
メタアナリシスには含

まれていない 
 [オーストリア] 

15 歳から 19 歳の社会的

に恵まれない青年に特化

して設計されたプログラ

ム；プログラムは３つの

段階に分けられた［中央

値：17 歳］ 
 

112 人の生徒 [男子

57 人と女子 55 人；９

年生および 10 年生]  
z 処遇群は 55 人 
z コントロール群は

57 人 
全生徒がセカンダリー

スクール１校の生徒の

である。 

実験プリテスト・ポスト

テストコントロールグル

ープデザイン；１校の中

の２クラスが無作為に実

験群に割り付けられ、別

の２クラスがコントロー

ル群に割り付けられた。

［データ収集に関しては

ブラインド研究; 
p.187］；プリテストで

２回測定しポストテスト

で２回測定 
Baldry & Farrington 
(2004); 
カテゴリー 6 
[イタリア] 

３つのビデオと３部構成

の 1 冊の小冊子からなる

セット；ロールプレイン

グ、グループ・ディスカ

ッション、フォーカスグ

ループなどの活動の中で

使用された 

13 校の、10 歳から

16 歳の 239 人の生

徒： 
z 実験群 131 人 
z コントロール群

106 人 
同一の学校、ただし

別々の 10 クラスの生

徒を実験群とコントロ

ール群に割り付けた；

クラスが無作為に割り

付けられた。 

介入群とコントロール

群、無作為割付、プリテ

スト・ポストテストの測

定 
 

Beran & Shapiro 
(2005); 
カテゴリー 5 
[カナダ] 

いじめの被害者およびい

じめへの意識に関するプ

ログラム；45 分間の操り

人形のショーを使用；い

じめに対する 4 段階の取

り組み 

２つのエレメンタリー

スクールから３・４年

生 129 人が参加［男

子 69 人］ 
z 実験群 66 人 
z コントロール群

63 人 

実験によるプリテスト・

ポストテスト・コントロ

ールグループデザインと

３カ月間の追跡調査； 
各クラス内の子ども

［p.704］を無作為割付 

                                                
9 表中の全ての西暦は、各報告書が出版された年だが（プログラムの実施年ではない）、Olweus
の評価研究は例外で、プログラムの実施期間を記載している。特定のプログラムについての公開

されている報告書全てをこの表に示しているわけではなく、最も関連のあるものだけを掲載して

いる。 
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Boulton & 
Flemington (1996); 
カテゴリー 5 
[イングランド] 

「棒と石」というタイト

ルのビデオを実験群の子

どもに視聴させ、その内

容について教師と教室で

議論した。 

セカンダリースクール

１校の 2 クラスから 7
歳～10 歳の女子 82
人、男子 88 人が参加

した。 

実験的プリテスト・ポス

トテストコントロールデ

ザイン；４つの年齢グル

ープ［7 歳、8 歳、9
歳、10 歳］のうち１ク

ラスが無作為に実験条件

に割り付けられ、もう１

クラスがコントロール条

件に割り付けられた。 
Cross et al. (2004); 
カテゴリー 6 
[オーストラリア] 

３つのレベルを対象とし

ている 
a） 全校（全校的な計画

立案および戦略的マニ

ュアル） 
b） 生徒の家族（教室で

の学習活動と関連づけ

られた家庭活動；スキ

ルベースのニューズレ

ター16 項目） 
c） 4～5 年生とその教師

（クラスのカリキュラ

ム） 

生徒 2,068 人（29 校

の 9 歳～10 歳） 
z 介入群の生徒

1,046 人 
z コントロール群の

生徒 922 人 
z 介入対象 15 校 
z コントロール対象

14 校 
 

介入群の学校とコントロ

ール群の学校におけるプ

リテストおよびポストテ

ストのデータ； 
３年間にわたる無作為化

比較試験 

De Rosier (2004); De 
Rosier & Marcus 
(2005);  
カテゴリー 6  
[アメリカ合衆国] 

友人から嫌われること、

いじめられること、ある

いは社会的な不安を経験

している子どものための

プログラム； 
社会的学習の技術と認知

的行動の技術を統合した

高度に構造化・マニュア

ル化された介入 

生徒 1,079 人 
z 男子 50.8% 
z 女子 49.2% 
z 平均年齢：8.6

歳： 
z 415 人は

S.S.GRIN への参

加資格がある

（664 人は判明し

ていない） 

プリテスト、ポストテス

ト、実験群とコントロー

ル群； 
各学校（ノースカロライ

ナ州の 11 校の公立エレ

メンタリースクール）か

ら 18 人が処遇群に無作

為に割付られ、リストの

残りの生徒が処遇を行わ

ないコントロール群に割

り付けられた。 
Fekkes et al. (2006); 
カテゴリー6 
[オランダ] 
 

教師向けのいじめ対策の

研修、全校的ないじめ対

策方針、いじめ対策のカ

リキュラムを含む、いじ

め対策の校内プログラム 

9 歳から 12 歳の生徒

3,816 人（サンプルの

50%が女子） 

2 年間追跡を行う。無作

為化された介入群・コン

トロール群によるデザイ

ン；学校を無作為に割り

付けた。 
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Fonagy et al (2009); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 

２つのマニュアル化され

たプログラム（SPC と

CAPSLE）の実施および

比較；２年間の活動によ

る介入と、インプットし

た内容を維持する 1 年間

の最小限の介入 

９校のエレメンタリー

スクールの子ども（3
年生および 5 年生） 
z 3 校が CAPSLE

の実験群に無作為

に割付られた（1
校あたり 188 人） 

z 3 校が SPC 群に無

作為に割付られた

（1 校あたり 131
人） 

z 3 校が TAU（コン

トロール群に）無

作為に割り付けら

れた（1 校あたり

120 人） 

層化制限割付を用いたク

ラスターレベルの無作為

化比較試験；学校を無作

為に割り付けた。 

Frey et al. (2005); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 

全学校職員向けの核とな

る指導セッションを含む

職員向け研修マニュアル

と、カウンセラー・管理

者・教師向けの２回の集

中研修；クラス・カリキ

ュラム（半分台本化され

ている 10 回のスキル授

業）；親の参画（自宅持

ち帰り用の手紙など） 

縦断的研究（N = 
1,023）の無作為標本

（N = 544） 
を観察し、その行動を

コード化した。 
 

プリテスト、ポストテス

ト、実験群およびコント

ロール群、学校を無作為

に割り付けた 

Hunt (2007); 
カテゴリー 6 
[オーストラリア] 

親と教師の懇談会におけ

る学校内のいじめに関す

る情報提供:いじめ対策の

ワークブックに収録され

た活動を使って、クラス

でのディスカッションを

学校職員が２時間実施し

た。 

T1 時点では 444 人の

生徒（介入群 155
人、コントロール群

289 人）、T2 時点で

は 318 人の生徒 

プリテスト、ポストテス

ト、実験群・コントロー

ル群； 
各学校を介入群と待機リ

ストに無作為に割り付け

た。 

Jenson & Dieterich 
(2007); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 

Youth Matters 予防カリ

キュラム ;  指導モジュ

ールのセット；学年２年

間、セメスター4 期分の

間にセッション・モジュ

ールを 10 回実施 

28 校に在籍する 4 年

生： 
456 人がコントロール

群 
670 人が実験群 

グループ無作為化試験；

28 校の 4 年生のクラス

を無作為に割り付けた。 
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Karna et al. (2009); 
カテゴリー 6 
[フィンランド] 
 

全員共通の全校的介入；

個々の生徒の個別介入／

個別作業；教師向け手引

書および親向けの情報を

用いた包括的プログラ

ム；監督の強化；インタ

ーネットによるバーチャ

ル学習環境；教師のため

のウェブ上のディスカッ

ション・フォーラム；い

じめっこと被害者のため

のピアサポート 

フィンランドの全国の

コンプリヘンシブ・ス

クールがボランティア

として招待された；参

加の意思を示した 300
校のうち、代表的なサ

ンプルとなる 78 校が

選ばれた；プログラム

は継続中で、最終的な

結果はまだ出ていな

い。 

年齢コホートデザイン

と、同じプログラムの中

で「入れ子にした」無作

為化試験；後者の結果だ

けが入手可能 

Kim, J.U. (2006); 
カテゴリー 5; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[韓国] 
 

いじめ被害者のために現

実療法および選択理論か

ら導き出されたプログラ

ム；1 週あたり２回のセ

ッションを 5 週間連続で

実施；夏期カウンセリン

グ・プログラム 

子ども 16 人［男子 10
人；女子 6 人］が、コ

ントロール条件［8
人］と処遇条件［8
人］に無作為に割り付

けられた。 
z 5・6 年生 
z 教師から参加を強

く勧められた子ど

も 

実験的プリテスト・ポス

トテスト・コントロール

群デザイン；子どもたち

を無作為に割り付けた。 

Meyer & Lesch 
(2000); 
カテゴリー 5 
[南アフリカ] 

いじめをしている男子の

ために設計されたプログ

ラム；心理学者との作

業；17 回のセッションに

よる行動プログラムを断

続的に全 10 週間分実施

し、20 時間分のセッショ

ンを週に 2 回実施。 

プライマリー・スクー

ル 3 校の男子 54 人→
各校 18 人の男子がい

じめのレベルに応じて

マッチングされ、以下

の３つの条件に無作為

に割り付けられた。 
z 実験群に６人 
z コントロール群に

６人 
z 監督されないコン

トロール群に６人 
また、6〜7 年生から

無作為に選ばれた 50
人の男子による、いじ

めに関する報告書が提

出された 

参加者をマッチングした

事前事後実験群デザイン

［測定時点は３点］；子

どもたちを無作為に割り

付けた。 

Rosenbluth et al. 
(2004); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 

クラスのカリキュラム；

職員研修；親への教育；

方針策定；個別の生徒の

ための支援事業からなる

５つのプログラム要素 

エレメンタリースクー

ルの５年生（介入群に

929 人、比較群に 834
人） 

プリテスト、ポストテス

ト、介入群・コントロー

ル群；学校をマッチング

した上で実験条件かコン

トロール条件に無作為に

割り付けた。 
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Sprober et al. (2006); 
カテゴリー 5 
[ドイツ] 

セカンダリースクールの

生徒向けの全員共通の多

次元プログラム； 
認知行動指向のプログラ

ム 

セカンダリースクール

の生徒 145 人；女子

65 人と男子 80 人が以

下の 3 条件に無作為に

割り付けられた。 
z proACT：クラス

および教師のカリ

キュラム 
z proACT+E：クラ

ス、教師および親

のカリキュラム 
z コントロール群：

詳細不明の介入 

実験的プリテスト・ポス

トテスト・コントロール

群デザイン；学校を無作

為に割り付けた。 

Twemlow et al. 
(2005); 
カテゴリー 6; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[アメリカ合衆国] 
 

The Peaceful Schools 
Experiment； 
精神化をベースとした方

法：友人と大人による指

導；Gentle Warriors 体

育プログラム；反射時

間；クラス運営／規律プ

ラン；良好な雰囲気を作

るキャンペーン 

z アメリカ中西部の

エレメンタリース

クール９校におけ

る無作為化比較試

験 
z 約 3,600 人の生徒

を対象にプログラ

ムを実施 
z 3 年生から 5 年生 
z 活動による介入を

２年間とインプッ

トを維持するため

の最小限の介入を

１年間実施 

無作為化比較試験 
 

事前事後・実験コントロール比較 

プロジェクト プログラムの要素 参加者 研究デザイン 

Alsaker & 
Valkanover (2001); 
Alsaker (2004); 
カテゴリー 5 
[スイス] 

幼稚園児を対象に特化

し、教師がいじめの場面

に介入するための能力を

高めることを狙いとした

プログラム；４カ月間教

師を集中的に監督する

［合計８回の面談］ 

実験群の幼稚園８園と

コントロール群の幼稚

園８園の子どもたち 
z 介入群の子ども

152 人［50%が女

子］ 
z コントロール群の

子ども 167 人

［50%が女子］ 

待機リストのコントロー

ル群を持つ実験的プリテ

スト・ポストテストデザ

イン 
 

Andreou et al. (2007); 
カテゴリー 6 
[ギリシア] 

a）意識を高めること 
b）内省 
c）いじめに関する状況の

問題解決  
 を行う機会を作るため

のカリキュラムに関す

る活動 
 

454 人の生徒： 
z コントロール群

206 人：男子 123
人と女子 83 人 

z 実験群 248 人：男

子 126 人と女子

122 人 
学年ごとのサンプルサ

イズ： 
４年生：145 人 

コントロール群を利用す

る実験的プリテスト・ポ

ストテストデザイン。 
教師の介入への参加の意

思に基づいて各クラスを

実験群とコントロール群

に割り付けた。 
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５年生：162 人 
６年生：147 人 

Bauer et al. (2007); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 
 

Olweus いじめ予防プロ

グラム；プログラムの要

素は、学校レベル、クラ

スレベル、個人レベル、

コミュニティレベルを標

的としている。 

z 介入群に 4,959 人

の生徒。うち女子

は 2,522 人。6 年

生は 1,672 人、7
年生は 1,629 人、

8 年生は 1,588
人。 

z コントロール群に

1,559 人。うち女

子は 782 人。6 年

生 570 人、7 年生

515 人、8 年生

449 人。 

10 校の公立のミドルス

クールを対象とした非無

作為化比較試験（実験群

の 7 校は Olweus いじめ

予防プログラムを実施

し、 3 校はコントロー

ル群） 
 
 

Beran et al. (2004); 
カテゴリー 5 
[カナダ] 

個人カウンセリングやグ

ループカウンセリングの

形式をとり、コミュニテ

ィ・サービスと連携し

た、被害者および加害者

への臨床的支援を重視し

たプログラム 

２校のエレメンタリー

スクールの一次スクリ

ーニング後のサンプ

ル：197 人の子ども

［女子 197 人］ 
z 実験群 25 人［3

カ月間追跡］；コ

ントロール群 77
人 

z 4 年生から 6 年生 
z コントロール群の

学校と比較群の学

校がプリテストの

段階で有意に異な

っていた［表１］ 

プリテストと 3 カ月間の

ポストテストによる実験

コントロール条件 

Ciucci & Smorti 
(1998); 
カテゴリー 6 
[イタリア] 
 

３つのレベル：学校レベ

ル【いじめ対策方針を推

進】（最初の２年間）；

クラス・個人レベル（３

年目）。 
協調性と問題解決能力を

高めるためのクオリティ

サークルとロールプレイ

ング 

167 人の生徒が処遇群

に参加。 
140 人の生徒がコント

ロール群に参加。 
全ての子どもたちがセ

カンダリースクールの

生徒 

実験的プリテスト・ポス

トテストコントロール群

デザイン 
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Cowie et al. (1994); 
カテゴリー 5; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[イングランド] 
 

２年間のプロジェクト

［1990 年夏から 1992 年

夏まで］ 
実験群のクラスでは、協

力的グループワークの研

修を実施［CGW クラ

ス］。 
コントロール群のクラス

では、通常のカリキュラ

ムのプログラムを実施

［NC クラス］。 
 
CGW 研修には、信頼構

築の練習、問題解決課

題、ロールプレイング、

ディスカッション・グル

ープを含む 

z ミドルスクールか

ら最終的に得られ

たサンプルは 149
人： 
CGW = 103 人 
NC  =  46 人 
年齢：7 歳から 12
歳；56%が男子 

z ２つの学校のにお

いて、実験群のク

ラスとコントロー

ル群のクラスがマ

ッチングされた

［2 校のうち 1 校

ではプログラムを

1 年間実施した。

もう 1 校では釣り

合いを取るため、

実験群のクラスの

N を増やした］ 
z ３番目の学校に

は、２年間の実験

群のクラスしかな

かった 

４点の測定時点を持つ事

前事後実験コントロール

比較［実験群のクラス

を、マッチングされたク

ラスと比較した］ 

Evers et al. (2007); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 
 

Build Respect, Stop 
BullyingTM プログラム

が実施された；複数の要

素を持つ介入のパッケー

ジである 

アメリカのミドルスク

ール 12 校とハイスク

ール 13 校（各 1,237
人、1,215 人）： 
z コントロール群に

はミドルスクール

の生徒 483 人とハ

イスクールの生徒

309 人 
z 処遇群 1 にはミド

ルスクールの生徒

488 人とハイスク

ールの生徒 375 人 
z 処遇群２にはミド

ルスクールの生徒

266 人とハイスク

ールの生徒 531 人 

３つの実験群と２つの処

遇群を持つ３×２の実験

デザイン；プリテストと

ポストテストで測定；重

要な変数（地域の類型、

国のエリア、フリーラン

チの対象の生徒の割合）

で各校がマッチングされ

た。 
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Fox & Boulton 
(2003); 
カテゴリー 5 
[イングランド] 
 

いじめの被害者のために

特化して設計された； 
２人のトレーナーによ

る、８週間の社会的スキ

ル研修プログラム［１コ

ースあたり１時間］ 

スクリーニングしたサ

ンプル 505 人の子ど

もから 28 人が友人の

申告を基に選ばれた： 
z 実験群 15 人［女

子は 12 人］ 
z コントロール群の

待機リストは 13
人［女子 9 人］ 

z 4 校が参加［各校

に実験群とコント

ロール群が 2 群ず

つあり、計 4 群］ 

プリテスト・ポストテス

ト、実験条件・コントロ

ール［待機リスト］条

件；実験群の事前

（T1）、事後（T2）、

「追跡」（T3）；T2 の

データ収集後にプログラ

ムを受けたコントロール

群の事前・事後 
 

Gini et al. (2003); 
カテゴリー 5 
[イタリア] 
 

実験群の生徒が 4 カ月

間、週に２回、クラスで

処遇を受けた。３つの教

育に関する分野を扱う： 
自分の身体の認識、自分

の感情への働きかけ、自

分がいじめていることの

認識。 
プログラムでは、２日間

の教師の研修も実施。 

１つの学校の中の 6 ク

ラスから 104 人の生

徒が実験群として参

加。別の学校の 6 クラ

スから 76 人の生徒が

コントロール群として

参加。 

プリテストと５カ月間の

ポストテストによる実験

コントロール比較 

Gollwitzer et al. 
(2006); 
カテゴリー 5 
[ドイツ] 

VisC は、３部に分けられ

た 13 の授業で構成され

る： 
z 衝動部門［ユニット

1～6］ 
z 内省部門［ユニット

7］ 
z アクション部門［ユ

ニット 8～13］ 
研修が 13 週間連続で実

施された。 

ドイツのセカンダリー

スクール２校の 184
人の生徒： 
実験群は４クラス［N 
= 109］、コントロー

ル群は３クラス［N = 
75］ 
このうち 149 人の生

徒だけが分析まで調査

が続けられた。 

事前事後実験コントロー

ル比較；ポストテストの

測定は 2 時点：プログラ

ム終了直後（短期追跡）

と研修後 4 カ月後（長期

追跡） 
 
 

Heydenberk et al. 
(2006); 
カテゴリー 6; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[アメリカ合衆国] 
 

１時間全７回のセッショ

ンによる争い解決プログ

ラム；感情を表す語彙・

感情認識・共感性、自己

調整、争い解決のための

スキルを高めるために設

計されている。 

z フィラデルフィア

の２校が参加。 
z 処遇群：３年生と

４年生 
z コントロール群：

３年生と５年生 
 
1 年目：437 人の生徒

によるパイロット研究

［生徒を評価するポス

トテストのみ］ 
2 年目：処遇群 236 人

の生徒と比較群 41 人

の生徒によるプリテス

２点の測定ポイントを持

つ事前事後実験コントロ

ール比較［研究 2; 2 年

目］； 
研究 1［1 年目］は、ポ

ストテスト 1 時点のみ。 
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ト・ポストテスト比較

群デザイン 
Martin et al. (2005); 
カテゴリー 5 
[スペイン] 
 

著者が実施し、教師が支

援した５カ月間のプログ

ラム；30 回セッション；

ロールプレイングと社会

的スキルの強化／セルフ

コントロールの強化；認

知療法的な取り組み 

１つの学校［６年生］

の生徒たち 
 
実験群：25 人［男子

13 人］ 
コントロール群：24
人［男子 13 人］ 
年齢範囲：10～12 歳 
10 歳：8.16% 
11 歳：85.71% 
12 歳： 6.13% 

事前事後実験コントロー

ル比較； 
等質性のないコントロー

ル群； 
５カ月間［セッション

30 回］の介入 

Melton et al. (1998); 
Limber et al. (2004); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 
 

OBPP に影響を受けてい

る； 
OBPP をベースとした、

全校、クラス、個人およ

びコミュニティ・レベル

の介入 

非都市地域の６学区の

４年生から８年生の生

徒。 
マッチングにより学区

をペアにした： 
グループ A の学校：

プロジェクトを２年間

実施 
グループ B の学校：

プロジェクト１年目は

比較群、２年目に介入

を受けた。 
ベースライン時点：

6,389 人［４年生～６

年生］ 
タイム１時点：6,263 
人［5～７年生］ 
タイム２時点：4,928
人［6～8 年生］ 

３点の測定時点を持つ事

前事後実験コントロール

比較： 
ベースライン［1995 年

3 月］、T1［1996 年 3
月］、T3［1997 年 5
月］ 
 

Menard et al. (2008); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 
 

学校をベースにした包括

的な介入；クラスのカリ

キュラム（7 つのコアセ

ッションと２つの選択セ

ッション） 

エレメンタリースクー

ル７校の 3～５年生の

全生徒［3,497 人］と

ミドルスクール３校の

６～８年生の全生徒

［1,627 人］ 

事前に処遇群と比較群を

選択した上で実施する、

複数の非等質のコントロ

ール群を用いたプリテス

ト・ポストテストデザイ

ン； 
ベースライン時点で処遇

群と比較群をマッチング

している。 
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Menesini et al. 
(2003); 
カテゴリー 5 
[イタリア] 

Befriending 介入プログ

ラム； 
５段階からなるプログラ

ムを実施； 
「ピアサポーター」を重

視  

セカンダリースクール

2 校の子どもたち： 
z 実験群９クラス

［男子 94 人、女

子 84 人］ 
z コントロール群５

クラス［男子 63
人、女子 52 人］ 

z 年齢範囲：11～14
歳 

プリテスト・ポストテス

ト実験コントロール比較 

Olweus: Bergen 2 
[1997-1998]; 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 

学校レベル［例：職員の

ディスカッション・グル

ープ；いじめ予防調整委

員会］；クラスレベル

［例：クラスのルー

ル］；個人レベル［例：

生徒の監督］；コミュニ

ティ・レベルの要素を持

つ 

5〜7 年生の約 2,400
人の生徒［2 回目の測

定が行われた時点で、

OBPP が６カ月間実

施されていた］ 
 

コントロール群を持つ実

験的プリテスト・ポスト

テストデザイン；介入群

の学校 11 校と比較群の

学校 11 校 

Pepler et al. (2004); 
カテゴリー 6 
[カナダ] 

学校をベースとしたシス

テム的なプログラム；３

校とも類似した３要素の

介入を実施：職員研修；

行動規範；遊び場での監

督の強化 

３校の生徒（５～11
歳）； 
１～６年生から各２ク

ラス（全部で 12 クラ

ス）が無作為に選ばれ

た； 
プログラム１年目に学

校 A から 319 人、学

校 B から 300 人； 
２年目には学校 A、

B、C からそれぞれ

325 人、240 人、303
人。 
プログラム３年目に

は、学校 A、B、C か

らそれぞれ 306 人、

163 人、289 人。 

待機リストのコントロー

ル群２つを持つ準実験。 
１年目、学校 A がプロ

グラムを開始し、学校 B
は待機リストのコントー

ル群となる。 
２年目、学校 A はプロ

グラムを継続し、学校 B
が正式にプログラムを開

始し、学校 C が待機リ

ストのコントロール群と

なる。 
３年目、学校 A と学校

B はプログラムを継続

し、学校 C がいじめ対

策プログラムに正式に加

わる。 
Rahey & Craig 2002); 
カテゴリー 6 
[カナダ] 

Bully Proofing Your 
School Program をベー

スにした 12 週間のプロ

グラム；教室内での心理

教育的プログラム；友人

による仲裁プログラム；

いじめ／被害化に関与し

たとされる子どものため

のグループ 

介入群１校（男子 114
人と女子 126 人）と

比較群１校（男子 123
人と女子 128 人）の

生徒； 
１年生から８年生 

コントロール群を持つ実

験的プリテスト・ポスト

テストデザイン［事件群

１校とコントロール群１

校］ 
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Rican et al. (1996); 
カテゴリー 6 
[チェコスロバキア] 
 

OBPP の影響を受けたプ

ログラム；OBPP の要素

を持つ。例えば Olweus
ビデオカセットが、他の

方法（例：「クラス憲

章」）と一緒に用いられ

た。 

エレメンタリースクー

ルの４年生８クラス

［各条件に半数ずつ］ 
z 実験条件に 100 人 
z コントロール条件

に 98 人 

プリテスト・ポストテス

ト実験コントロール比較 

Stevens et al. (2000); 
カテゴリー 6; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[ベルギー] 

教師向けの研修セッショ

ン；ビデオ付きの手引

書；３つのモジュール；

ブースター・セッション 

18 校の 10 歳～16 歳

の生徒 1,104 人： 
z 支援有り処遇群に

プライマリー・ス

クールの生徒 151
人とセカンダリー

スクールの生徒

284 人 
z 支援無し処遇群に

プライマリー・ス

クールの生徒 149
人とセカンダリー

スクールの生徒

277 人 
z コントロール群に

プライマリー・ス

クールの生徒 92
人とセカンダリ

ー・スクールの生

徒 151 人 

コントロール群を持つ実

験的プリテスト・ポスト

テスト比較［ 実験群 ２
つ（支援有り処遇群と支

援無し処遇群）とコント

ロール群１つ］ 
 

Wiefferink et al. 
(2006); 
カテゴリー 6; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[オランダ] 
 

１年間実施された介入に

ついて何ら情報がない。 
z オランダのエレメ

ンタリースクール

50 校の約 4,000 人

［9～12 歳］が参

加 
z 実験群の学校は 20

校 
z 2005 年～2006 年

の年度の初めにプ

リテストの測定を

実施；ポストテス

トの測定は年度末

に実施 

事前事後・実験コントロ

ールデザイン 

その他の実験コントロール比較 

プロジェクト プログラムの要素 参加者 研究デザイン 

Galloway & Roland 
(2004); 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 
 

教師向けの専門的能力の

発達プログラム；９カ月

間のうち４勤務日を充て

られた；２時間で行われ

る友人による監督のセッ

ションを 15 回実施；教師

介入群９校とコントロ

ール群６校： 
z 比較サンプル１ 
z 実験サンプル１ 
z 実験サンプル２ 
z 比較サンプル２ 

プライマリー・スクー

ル１年生からの実験群

サンプル 2 群と比較群

サンプル 2 群による２

年間［1992 年～1994
年］の縦断的デザイン 
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向けの資料配布 比較サンプル２［151
人］以外は各サンプル

300～350 人の生徒 

Kaiser-Ulrey (2003); 
カテゴリー 5 
[アメリカ合衆国] 

Kia-Kaha いじめ対策プロ

グラムをベースとしてい

る。 
BEST は、Kia-Kaha の複

雑な修正版で、社会的認

識理論と社会的能力理論

の土台の上に立つプログ

ラムである。 
各回 45 分のセッション 24
回から構成される 12 週間

に渡る介入。 
社会的問題解決の技術を

重視；意識の向上；教員

向け手引書と教員研修；

いじめ対策のクラスのル

ール  

z フロリダ州北部の

K-12 発達研究学校

１校の７年生がプ

ログラムに参加 
z 介入群は 58 人 
z コントロール群は

67 人 

事前事後実験コントロ

ール比較が意図されて

いたが、プリテストの

データが示されていな

かった；実験群とコン

トロール群の参加者が

介入前に等質であるこ

とを示す分析結果があ

るだけである；したが

って、「その他の実験

コントロールデザイ

ン」として扱う。 

Ortega et al. (2004); 
カテゴリー 6 
[スペイン] 
 

教育的介入モデル； 
対人関係の民主的な管

理；協力により行うグル

ープワーク；感情と価値

観の教育；リスクの高い

生徒への直接的介入 

介入群の５校には、 
z プリテスト時に介

入対象の生徒が

731 人、ポストテ

スト時に介入対象

の生徒が 901 人 
コントロール群の４校

には、 
z 440 人の生徒 

介入群の５校［プライ

マリー・スクール３校

とセカンダリースクー

ル２校］がプリテスト

およびポストテストで

測定され、ポストテス

トの測定のみを持つコ

ントロール群の学校４

校と比較された。 
４年間の追跡 

Raskauskas (2007); 
カテゴリー 6 
[ニュージーランド] 
 

全校的な取り組み プログラムを実施する

予定だった４校を除く

49 校［３年間 Kia 
Kaha を実施した介入

群 31 校とコントロー

ル群 22 校］ 

介入群の学校がマッチ

ングされた比較群と比

較された。 

年齢コホートデザイン 

プロジェクト プログラムの要素 参加者 研究デザイン 

Ertesvag & Vaaland 
(2007); 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 
 

教師と学校の運営スタッ

フが一連のセミナーに参

加。経営陣と学校代表者

に対しては、実施期間に

先立ち、２日間のセミナ

ーも開催された。 

・ ３校のプライマリ

ー・スクールと１

校のセカンダリー

スクールの生徒 
・ プライマリー・ス

クールの５～６年

生（１１～１３

歳）とセカンダリ

ースクールの８～

４点の測定ポイントに

よる「隣接コホートな

いし連続コホートを対

象とした年齢縦断的デ

ザイン」 
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１０年生（１４～

１６歳）の生徒 
・ T1～T4 において

サーベイを全て終

了した生徒数は、

それぞれ 745 人、

769 人、798 人、

792 人。 
Hanewinkel (2004); 
カテゴリー 6; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[ドイツ] 

OBPP の考え方に基づく

プログラム：２年間の介

入 
・ 学校レベル：質問紙サ

ーベイ、遊び場の監

督、スタッフミーティ

ング、教師と親の懇談

会 
・ クラスレベル：クラス

のいじめ対策ルール 
・ 個人レベル：いじめっ

子および被害者との話

し合い、いじめに関わ

った子どもの親との真

剣な話し合い 

・ 1994 年 4 月、47
校がこのプログラ

ムへの参加に応

募：プリテストの

測定段階での生徒

数は合計 14,788
人。 

・ 介入の実施期間

中、学校には追跡

が義務づけられて

いないことを再確

認。10 校が途中離

脱した。 
・ 37 校がプログラム

を実施したが、内

６校はプライマリ

ー・スクール、14
校は

Hauptschule、8
校は

Mittelschule、6
校は Gymnasia、3
校は

Gesamtschule だ

った。 

年齢コホートデザイン 
 
当初は準実験のプリテ

スト・ポストデザイン

として設計されてい

た。 
 
【データの評価：個人

内の繰り返し測定は無

し。同一の学年の生徒

の比較のみ行われてい

る。Hanewinkel, 
2004: 86】  

Hanewinkel, 2004: 
86] 
Koivisto (2004); 
カテゴリー 6; 
メタアナリシスには含

まれていない 
[フィンランド] 
 

介入の要素は学校ごと

に、また年ごとに異なっ

ていた*。 
 
介入の要素には、親と教

師の懇談会、いじめ対策

のルール、いじめ対策の

カリキュラム教材、休憩

時間の徹底的な監督、校

長・教職員代表・学校の

精神分析医・校医および

看護士により構成される

生徒福祉グループがあっ

た。 

Kempele コンプリヘ

ンシブ・スクールの

4・6・7 年生の合計

2,729 人の生徒 
 
1990 年の最初のサー

ベイと、計 8 年にわた

る 2 年ごとの追跡評価 

2 年ごとの追跡評価を

行う年齢コホートデザ

イン 
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Olweus: Bergen 1 
[1983-1985]; 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 
 

学校レベル（例：職員の

ディスカッション・グル

ープ、いじめ予防調整委

員会）；クラスレベル

（例：クラスのルー

ル）；個人レベル（例：

生徒の監督）、そして地

域レベルの要素 

学校レベル（例：プラ

イマリースクールおよ

びジュニアハイスクー

ルの計 42 校、4~7 年

生の 112 クラスの生徒

が参加。 
 
4 つの年齢コホート

は、各 600〜700 人

で、男女はほぼ同数に

分布していた。 

3 回（1983 年 5 月、

1984 年 5 月、1985 年

5 月）測定を行った拡

張型選択コホートデザ

イン 
 

Olweus: Oslo 1 
[1999- 2000]; 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 
 

学校レベル（例：職員の

ディスカッション・グル

ープ、いじめ予防調整委

員会）；クラスレベル

（例：クラスのルー

ル）；個人レベル（例：

生徒の監督）、そして地

域レベルの要素 

5〜7 年生、約 900 人

が参加（両測定時点と

も） 

2 回（1999 年と 2000
年）測定を行った拡張

型選択コホートデザイ

ン 
 

Olweus: New 
National [2001-
2007]; 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 
 

学校レベル（例：職員の

ディスカッション・グル

ープ、いじめ予防調整委

員会）；クラスレベル

（例：クラスのルー

ル）；個人レベル（例：

生徒の監督）、そして地

域レベルの要素 

5 つのコホートのうち

の 3 つのコホートの 4
〜7 年生の生徒 

拡張型選択コホートデ

ザイン；データは 3 つ

の測定時点のものが提

示されている：2001
年 10 月、2002 年 10
月、2003 年 10 月 

Olweus: Oslo 2 
[2001- 2006]; 
カテゴリー 6 
[ノルウェー] 
 

学校レベル（例：職員の

ディスカッション・グル

ープ、いじめ予防調整委

員会）；クラスレベル

（例：クラスのルー

ル）；個人レベル（例：

生徒の監督）、そして地

域レベルの要素 

オスロの 19 校のうち

14 校の第一コホート

の評価データが提示さ

れていた。 
 
2001 年から 2005 年に

追跡された 4〜7 年生

の生徒。 
2001 年から 2003 年に

追跡された 8〜10 年生

の生徒。 

拡張型選択コホートデ

ザイン； 
データは 4〜7 年生に

対する 5 回の測定分が

提示；また 8〜10 年生

の 3 回の測定分が提示 
 

O’Moore and Minton 
(2004); 
カテゴリー 6 
[アイルランド] 

いじめに対応するための

全校的な取り組み。 
 
プログラムには、教師の

研修、親への情報提供、

教師のためのリソース・

パック、いじめに関与し

ている子どもとの個別作

業、年齢ごとのいじめ対

策ハンドブックが含まれ

●ドニゴール郡の 100
校のプライマリースク

ールのうち 42 校がプ

ログラムに参加。 
●プログラムの評価は

22 校のデータに基づ

いている 
●生徒の年齢の範囲は

6〜11 歳 

年齢コホートデザイン 
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ていた。 
Pagliocca et al 
(2007); 
カテゴリー 6 
[アメリカ合衆国] 

チューラビスタの学校で

OBPP が実施された。 
 
学校レベル（例：職員の

ディスカッション・グル

ープ、いじめ予防調整委

員会）；クラスレベル

（例：クラスのルー

ル）；個人レベル（例：

生徒の監督）、そして地

域レベルの要素 

州平均よりも高い犯罪

率を持つことを基準に

3 校のプライマリース

クールがプログラムに

参加 
 
2 年（2003 年〜2005
年）にわたり、3〜6
年生の生徒合計 3,378
人がプログラムを受け

た。男女の数はほぼ同

じ。 

年齢コホートデザイン 
 
 
3 時点：ベースライン

（2003 年春／T1）、

T2 は 1 年後（介入初

年の春）、T3（介入 2
年目の春） 

Salmivalli et al. 
(2004); 
Salmivalli et al. 
(2005); 
カテゴリー 6 
[フィンランド] 

教師に研修を行う介入；

クラスレベルの介入；学

校レベルの介入（全校的

ないじめ対策方針）；個

人レベルの介入 

ヘルシンキの 8 校とト

ゥルク近郊の 4 つの町

からの 8 校。 
16 校の 9〜12 歳の

1,220 人の生徒（女子

600 人） 

隣接コホートによる年

齢縦断的デザイン 
 

Whitney et al. (1994); 
カテゴリー 6 
[イングランド] 
 

全校的な取り組み； 
カリキュラムによるクラ

スの戦略；Heartstone 
Odyssey；クオリティサー

クル；演劇「Only playing 
Miss」；ピアカウンセリ

ング；いじめ裁判所；遊

び場への変更；昼休み 

第 2 回のサーベイに合

計 27 校が参加、プラ

イマリースクール 16
校とセカンダリースク

ール 7 校から 8,309 人

の生徒（介入群） 
 
コントロール群は 4
校；プライマリースク

ール 1 校（99 人）と

セカンダリースクール

3 校（1,742 人） 

年齢コホートデザイン 
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11.7 表７：44件のプログラム評価研究の重要な結果 

 
 

無作為化試験 

プロジェクトの情報 いじめ 被害化 

Baldry & Farrington (2004)  
[カテゴリー 6] 
 

年少 
EB: M 1.69 (2.15) 58 
EA: M 2.69 (3.31) 26 
CB: M 1.54 (2.20) 57 
CA: M 1.57 (2.20) 72 
 
年長 
EB: M 2.54 (3.59) 63 
EA: M 2.31 (3.07) 99 
CB: M 2.11 (2.44) 46 
CA: M 3.39 (3.99) 36 

年少 
EB: M 3.66 (4.36) 59 
EA: M 2.24 (3.50) 29 
CB: M 3.25 (3.50) 56 
CA: M 1.85 (2.62) 71 
 
年長 
EB: M 3.64 (4.89) 64 
EA: M 2.31 (3.89) 99 
CB: M 1.84 (2.35) 44 
CA: M 2.79 (2.48) 38 

Beran & Shapiro (2005)  
[カテゴリー 5] 

EB M 10.41 (4.27) 66 
EA M 9.68 (3.68) 66? 
CB M 8.91 (3.49) 63 
CA M 8.61 (3.21) 63? 

NA 
 

Boulton & Flemington (1996) 
[カテゴリー 5] 

EB M 9.0 (2.1) 84 
EA M 9.3 (2.2) 84 
CB M 14.8 (5.3) 80 
CA M 14.8 (5.1) 80 

NA 
 

Cross et al. (2004) 
[カテゴリー 6] 

EB: 13.0% (1038) 
EA1: 16.4% (992) 
 
CB: 15.1% (919) 
CA1: 15.2% (875) 

EB: 16.2% (982) 
EA1: 13.2% (990) 
EA2: 14.7% (869) 
CB: 15.7% (860) 
CA1: 13.9% (880) 
CA2: 14.6% (792) 

De Rosier (2004); 
De Rosier & Marcus (2005) 
[カテゴリー 6] 
 

EB: M .09 (1.08) 187 
EA1: M .15 (1.22) 187 
EA2: M.15 (1.32) 134 
CB: M .13 (1.18) 194 
CA1: M .07 (1.13) 194 
CA2: M.14 (1.05) 140 

EB: M .31 (1.10) 187 
EA1: M .38 (1.16) 187 
EA2: M .31 (1.12) 134 
CB: M .27 (1.06) 194 
CA1: M .26 (1.12) 194 
CA2: M .42 (1.22) 140 

Fekkes et al. (2006) 
[カテゴリー 6] 

EB: 5.1% (1101) 
EA1: 7.9% (1098) 
EA2: 6.6% (686) 
CB: 5.1% (1110) 
CA1: 8.9% (1108) 
CA2: 7.3% (895) 

EB: 17.7% (1106) 
EA1: 15.5% (1104) 
EA2: 14.0% (688) 
CB: 14.6% (1115) 
CA1: 17.3% (1112) 
CA2: 11.9% (897) 

Fonagy et al. (2007) 
[カテゴリー 6] 

(CAPSLE) 
EB M 100.4 (9.72) 563 
EA M 98.9 (9.02) 457 
(TAU) 
CB M 98.2 (8.99) 360 
CA M 99.3 (8.18) 274 

(CAPSLE) 
EB M 100.64 (9.49) 563 
EA M 99.0 (9.63) 457 
(TAU) 
CB M 99.7 (9.77) 360 
CA M 99.8 (9.20) 274 
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Frey et al. (2005) 
[カテゴリー 6] 

直接 
EB: M .46 (.59) 563 
EA: M .48 (.62) 457? 
CB: M .56 (.66) 563 
CA: M .62 (.71) 457? 
 
間接 
EB: M .88 (.72) 563 
EA: M .90 (.74) 457? 
CB: M .94 (.73) 563 
CA: M .96 (.83) 457? 

 
EB: M 1.01 (.79) 563 
EA: M .90 (.82) 457? 
CB: M 1.07 (.82) 563 
CA: M 1.01 (.83) 457? 
 

Hunt (2007) 
[カテゴリー 6] 

ひとりによるいじめ 
EB: M 1.30 (0.60) 152 
EA: M 1.17 (0.46) 111 
CB: M 1.30 (0.66) 248 
CA: M 1.31 (0.64) 207 
 
集団でのいじめ 
EB: M 1.47 (0.70) 152 
EA: M 1.39 (0.72) 111 
CB: M 1.36 (0.75) 248 
CA: M 1.41 (0.76) 207 

 
EB: M 1.86 (1.21) 152 
EA: M 1.53 (1.12) 111 
CB: M 1.71 (1.05) 248 
CA: M 1.52 (1.08) 207 
 

Jenson & Dieterich (2007) 
[カテゴリー 6] 

LOR = .161, SE = .280 
(N = 667) 

LOR = .491, SE = .286 
(N = 668) 

Karna et al. (2009) 
[カテゴリー 6] 

EB: 5.19% (3336) 
EA: 3.42 % (3336) 
CB: 5.60 % (2305) 
CA: 5.03 % (2305) 

EB: 15.07 % (3345) 
EA: 9.03 % (3345) 
CB: 16.09 % (2306) 
CA: 14.27 % (2306) 

Meyer & Lesch (2000) 
[カテゴリー 5] 

学校 1 
E1B M 104.16 (26.24) 6 
E1A M 119.5 (16.57) 6 
C1B M 75.2 (34.09) 6 
C1A M 74.0 (41.07) 6 
 
学校 2 
E2B M 82.0 (28.50) 6 
E2A M 62.8 (20.91) 6 
C2B M 86.4 (49.03) 6 
C2A M 54.2 (13.92) 6 
 
学校 3 
E3B M 86.0 (17.81) 6 
E3A M 75.5 (21.52) 6 
C3B M 93.6 (21.83) 6 
C3A M 109.4 (53.26) 6 

NA 
 

Rosenbluth et al. (2004) 
[カテゴリー 6] 

EB: 10.6% (929) 
EA: 17.0% (741?) 
CB: 11.2% (834) 
CA: 17.8% (665?) 

EB: 40.8% (929) 
EA: 36.7% (741?) 
CB: 47.5% (834) 
CA: 34.7% (665?) 
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Sprober et al. (2006) 
[カテゴリー 5] 

言葉によるいじめ 
E1B M 22.95 (5.64) 48? 
E1A1 M 23.46 (6.79) 48? 
E1A2 M 21.73 (4.70) 42? 
E2B M 22.94 (6.27) 48? 
E2A1 M 21.39 (3.98) 48? 
E2A2 M 21.38 (3.57) 42? 
CB M 26.79 (6.80) 48? 
CA1 M 25.50 (5.56) 48? 
CA2 M 26.85 (7.79) 42? 
 
身体的ないじめ 
E1B M 26.78 (2.37) 48? 
E1A1 M 26.27 (3.51) 48? 
E1A2 M 26.67 (3.53) 42? 
E2B M 26.72 (4.05) 48? 
E2A1 M 25.26 (2.43) 48? 
E2A2 M 25.68 (2.17) 42? 
CB M 29.08 (4.50) 48? 
CA1 M 26.89 (3.79) 48? 
CA2 M 28.89 (6.85) 42? 

 
 
 
E1B M 20.02 (5.75) 48? 
E1A1 M 18.39 (5.20) 48? 
E1A2 M 17.71 (4.70) 42? 
E2B M 19.76 (4.26) 48? 
E2A1 M 18.06 (3.29) 48? 
E2A2 M 17.84 (3.46) 42? 
 
CB M 20.38 (5.79) 48? 
CA1 M 18.82 (8.45) 48? 
CA2 M 19.32 (7.42) 42? 
 
 
 

事前事後・実験コントロール比較 

プロジェクトの情報 いじめ 被害化 

Alsaker & Valkanover (2001); 
Alsaker (2004) 
[カテゴリー 5] 

EB PR 41.4% (150) 
EA PR 40.1% (152) 
CB PR 31.7% (161) 
CA PR 33.5% (165) 

EB PR 57.9% (150) 
EA PR 49.3% (152) 
CB PR 32.9% (161) 
CA PR 52.1% (164) 

Andreou et al. (2007) 
[カテゴリー 6] 

EB: M 10.43 (3.40) 248 
EA1: M 10.06 (3.80) 246 
EA2: M 10.45 (4.09) 234 
CB: M 9.87 (3.65) 206 
CA1: M 10.85 (3.72) 207 
CA2: M 10.81 (3.94) 203 

EB: M 10.74 (3.61) 248 
EA1: M 10.63 (3.90) 248 
EA2: M 10.21 (3.49) 235 
CB: M 10.62 (3.78) 206 
CA1: M 11.17 (3.68) 206 
CA2: M 11.03 (3.89) 201 

Bauer et al. (2007) 
[カテゴリー 6] 

NA 
 

身体的ないじめ 
EB: 13.8% (4531) 
EA: 14.6% (4419) 
CB: 16.3% (1373) 
CA: 17.5% (1448) 
 
人間関係のいじめ 
EB: 24.8% (4607) 
EA: 24.7% (4480) 
CB: 30.4% (1408) 
CA: 30.2% (1456) 

Beran et al. (2004) 
[カテゴリー 5] 

NA EB M 5.77 (6.1) 25 
EA M 5.36 (5.5) 25 
CB M 3.60 (3.5) 77 
CA M 3.41 (3.4) 77 
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Ciucci & Smorti (1998) 
[カテゴリー 6] 

EB 46.7% (167) 
EA 49.7% (169) 
CB 43.9% (140) 
CA 51.4% (141) 

EB 44.9%(167) 
EA 50.3% (169) 
CB 37.4% (140) 
CA 47.4% (141) 

Evers et al. (2007) 
[カテゴリー 6] 

ミドルスクール 
EB 75.9% (266) 
EA 61.7% (266) 
CB 78.1% (483) 
CA 73.7% (483) 
 
ハイスクール 
EB 67.6% (531) 
EA 49.2 (531) 
CB 71.5 % (309) 
CA 67.0 % (309) 

ミドルスクール 
EB 82.0% (266) 
EA 60.2% (266) 
CB 80.3 % (483) 
CA 75.4% (483) 
 
ハイスクール 
EB 68.4% (531) 
EA 50.7% (531) 
CB 75.4% (309) 
CA 68.6% (309) 

Fox & Boulton (2003) 
[カテゴリー 5] 

NA EB PR M 29.47 (8.16) 15 
EA PR M 34.29 (16.01) 15 
CB PR M 31.54 (18.93) 13 
CA PR M 33.56 (20.15) 13 

Gini et al. (2003) 
[カテゴリー 5] 

EB: 11.1% (63) 
EA: 17.5% (63?) 
CB: 19.1% (47) 
CA: 23.4% (47?) 

EB: 36.5% (63) 
EA: 41.3% (63?) 
CB: 51.1% (47) 
CA: 34.0% (47?) 

Gollwitzer et al. (2006) 
[カテゴリー 5] 
 

EB M 1.56 (0.51) 89 
EA1 M 1.58 (0.63) 89? 
EA2 M 1.46 (0.45) 89? 
CB M 1.54 (0.53) 60 
CA1 M 1.55 (0.53) 60? 
CA2 M 1.57 (0.65) 60? 

EB M 1.64 (0.65) 89 
EA1 M 1.51 (0.60) 89? 
EA2 M 1.48 (0.55) 89? 
CB M 1.63 (0.49) 60 
CA1 M 1.62 (0.60) 60? 
CA2 M 1.56 (0.60) 60? 

Martin et al. (2005) 
[カテゴリー 5] 

EB 44% (25) 
EA 28% (25?) 
CB 20.83% (24) 
CA 25% (24?) 

EB 28% (25) 
EA 20% (25?) 
CB 20.83% (24) 
CA 25% (24?) 

Melton et al (1998) 
[カテゴリー 6] 

EB 24% (3904) 
EA 20% (3827) 
CB 19% (2485) 
CA 22% (2436) 

EB 25% (3904) 
EA 19% (3827) 
CB 24% (2485) 
CA 19% (2436) 
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Menard et al. (2008) 
[カテゴリー 6] 
 

エレメンタリースクール 
身体的いじめ 
B: r = -.063 (708) 
A1 r = .044 (636) 
A2: r = .102 (708) 
A3: r = .116 (735) 
A4: r = .047 (710) 
 
人間関係のいじめ 
B: r = -.103 (708) 
A1: r = -.066 (636) 
A2: r = .080 (708) 
A3: r = .134 (735) 
A4: r = .052 (710) 
 
 
ミドルスクール 
身体的いじめ 
B: r = .040 (280) 
A1: r = -.128 (306) 
A2: r = .009 (339) 
A3: r = .080 (354) 
A4: r = .049 (348) 
 
人間関係のいじめ 
B: r = .019 (280) 
A1: r = -.009 (306) 
A2: r = .092 (339) 
A3: r = .094 (354) 
A4: r = .092 (348) 

エレメンタリースクール 
身体的いじめ 
B: r = .005 (708) 
A1: r = -.009 (636) 
A2: r = .052 (708) 
A3: r = .109 (735) 
A4: r = .101 (710) 
 
人間関係のいじめ 
B: r = -.027 (708) 
A1: r = -.028 (636) 
A2: r = .109 (708) 
A3: r = .051 (735) 
A4: r = .067 (710) 
 
 
ミドルスクール 
身体的いじめ 
B: r = .060 (280) 
A1: r = .032 (306) 
A2: r = -.022 (339) 
A3: r = -.031 (354) 
A4: r = .040 (348) 
 
人間関係のいじめ 
B: r = .014 (280) 
A1: r = .036 (306) 
A2: r = -.053 (339) 
A3: r = -.027 (354) 
A4: r = -.003 (348) 

Menesini et al. (2003) 
[カテゴリー 5] 

EB PR M 2.24 (4.89) 178 
EA PR M 2.06 (4.31) 178? 
CB PR M 2.04 (3.72) 115 
CA PR M 3.02 (4.78) 115? 

EB PR M 3.53 (6.19) 178 
EA PR M 3.68 (6.68) 178? 
CB PR M 3.06 (5.54) 115 
CA PR M 4.45 (6.90) 115? 

Olweus / Bergen 2 
[カテゴリー 6] 

EB 5.6% (1278) 
EA 4.4% (1296) 
CB 4.1% (1111) 
CA 5.6% (1168) 

EB 12.7% (1297) 
EA 9.7% (1320) 
CB 10.6% (1117) 
CA 11.1% (1179) 
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Pepler et al. (2004) 
[カテゴリー 6] 

E2S1: 32% (300) 
E2F2: 27% (240) 
E2F1: 26% (300) 
E2S2: 20% (240) 
E2S1: 32% (300) 
E2F3: 16% (163) 
E2F1: 26% (300) 
E2S3: 14% (163) 
C3F2: 23% (303) 
C3S2: 23% (303) 
E3F2: 23% (303) 
E3S3: 14% (289) 
E3S2: 23% (303) 
E3F3: 13% (289) 
C2F1: 26% (300) 
C2S1: 32% (300) 

E2S1: 42% (300) 
E2F2: 57% (240) 
E2F1: 52% (300) 
E2S2: 48% (240) 
E2S1: 42% (300) 
E2F3: 41% (163) 
E2F1: 52% (300) 
E2S3: 38% (163) 
C3F2: 41% (303) 
C3S2: 39% (303) 
E3F2: 41% (303) 
E3S3: 28% (289) 
E3S2: 39% (303) 
E3F3: 28% (289) 
C2F1: 52% (300) 
C2S1: 42% (300) 

Rahey & Craig (2002) 
[カテゴリー 6] 

低学年 
EB: M .206 (.570) 125 
EA: M .254 (.779) 125 
CB: M .105 (.526) 67 
CA: M .224 (.487) 67 
 
高学年 
EB: M .425 (.895) 138 
EA: M .521 (.916) 138 
CB: M .264 (.503) 176 
CA: M .391 (.714) 176 

低学年 
EB: M 1.22 (1.34) 125 
EA: M .783 (1.19) 125 
CB: M 1.09 (1.29) 67 
CA: M .881 (1.33) 67 
 
高学年 
EB: M .440 (.863) 138 
EA: M .890 (1.29) 138 
CB: M .563 (1.03) 176 
CA: M .685 (1.11) 176 

Rican et al. (1996) 
[カテゴリー 6] 

EB: 19.0% (100) 
EA: 7.1% (98) 
CB: 13.3% (98) 
CA: 11.2% (98) 

EB: 18.0% (100) 
EA: 7.1% (98) 
CB: 16.3% (98) 
CA: 14.3% (98) 

その他の実験コントロール比較 

プロジェクトの情報 いじめ 被害化 

Galloway & Roland (2004) 
[カテゴリー 6] 

E: M .34 (.60?) 672 
C: M .40 (.60?) 475 

E: M .87 (.78?) 675 
C: M 1.07 (.78?) 475 

Kaiser-Ulrey (2003) 
[カテゴリー 5] 

E: M 1.51 (1.17) 58 
C: M 1.36 (.83) 67 

E: M 1.79 (1.31) 58 
C: M 1.50 (1.12) 67 

Ortega et al. (2004) 
[カテゴリー 6] 

E: 4.1% (910) 
C: 6.5% (440) 

E: 4.2% (910) 
C: 8.5% (440) 

Raskauskas (2007) 
[カテゴリー 6] 

E: M .45 (.75) 1539? 
C: M .53 (.85) 1542? 

E: M .84 (1.10) 1554 
C: M 1.03 (1.18) 1557 

年齢コホートデザイン 

プロジェクトの情報 いじめ 被害化 
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Ertesvag & Vaaland (2007) 
[カテゴリー 6] 

５年生 
B: M .29 (.32) 118 
A1: M .31 (.43) 126 
A2: M .21 (.33) 151 
A3: M .17 (.38) 143 
 
６年生 
B: M .36 (.38) 152 
A1: M .28 (.43) 129 
A2: M .17 (.25) 130 
A3: M .21 (.30) 140 
 
７年生 
B: M .31 (.32) 147 
A1: M .32 (.39) 160 
A2: M .30 (.40) 134 
A3: M .15 (.28) 140 
 
８年生 
B: M .32 (.49) 123 
A1: M .25 (.33) 128 
A2: M .41 (.60) 112 
A3: M .25 (.49) 123 
 
９年生 
B: M .34 (.55) 95 
A1: M .32 (.48) 128 
A2: M .35 (.59) 112 
A3: M .33 (.49) 122 
 
１０年生 
B: M .35 (.49) 112 
A1: M .41 (.55) 99 
A2: M .38 (.60) 149 
A3: M .31 (.56) 124 

５年生 
B: M .54 (.49) 118 
A1: M .53 (.53) 126 
A2: M .43 (.48) 151 
A3: M .44 (.54) 143 
 
６年生 
B: M .46 (.46) 152 
A1: M .50 (.57) 129 
A2: M .38 (.47) 130 
A3: M .39 (.46) 140 
 
７年生 
B: M .44 (.51) 147 
A1: M .39 (.52) 160 
A2: M .44 (.52) 134 
A3: M .24 (.46) 140 
 
８年生 
B: M .30 (.57) 123 
A1: M .21 (.34) 128 
A2: M .57 (.74) 112 
A3: M .32 (.40) 123 
 
９年生 
B: M .26 (.39) 95 
A1: M .26 (.46) 128 
A2: M .36 (.55) 112 
A3: M .44 (.55) 122 
 
１０年生 
B: M .35 (.60) 112 
A1: M .27 (.34) 99 
A2: M .24 (.40) 149 
A3: M .24 (.34) 124 

Olweus / Bergen 1 
[カテゴリー 6] 

５～７年生 
B 7.28% (1689) 
A1 5.02% (1663) 
 
６～７年生 
B 7.35% (1294) 
A2 3.60% (1103) 

５～７年生 
B 9.98% (1874) 
A1 3.78% (1691) 
 
６～７年生 
B 9.92% (1297) 
A2 3.55% (1115) 

Olweus/ Oslo 1 
[カテゴリー 6] 

５～７年生 
B 6.4% (874) 
A 3.1% (983) 

５～７年生 
B 14.4% (882) 
A 8.5% (986) 



尾山 滋（元静岡県立大学） 
 

 99 

Olweus / New 
National 
[カテゴリー 6] 

5〜7 年生 
B 5.7% (8370) 
A1 3.6% (8295) 
 
６～７年生 
B 5.1% (8222) 
A2 2.6% (8473) 

5〜7 年生 
B 15.2% (8387) 
A1 10.2% (8299) 
 
６～７年生 
B 13.2% (8238) 
A2 8.7% (8483) 

Olweus/ Oslo 2 
[カテゴリー 6] 

４～７年生 
B 5.5% (2682) 
A1 2.8% (3077) 
A2 2.3% (3022) 
A3 2.8% (2535) 
A4 2.7% (2834) 
 
８～１０年生 
B 6.2% (1445) 
A1 5.7% (1449) 
A2 4.1% (1526) 

４～７年生 
B 14% (2695) 
A1 9.8% (3077) 
A2 8.8% (3026) 
A3 8% (2538) 
A4 8.4% (2967) 
 
８～１０年生 
B 7.1% (1452) 
A1 6.8% (1462) 
A2 5.2% (1532) 

O’Moore and Minton (2004) 
[カテゴリー] 6 

４年生 
B 10.49 % (181) 
A 5.24 % (248) 

４年生 
B 19.23 % (182) 
A 10.67 % (253) 

Pagliocca et al. (2007) 
[カテゴリー 6] 

３～６年生 
B 27.86 % (1177) 
A1: 22.88 % (1088) 
A2: 24.33 % (1126) 

３～６年生 
B 12.91 % (1177) 
A1: 10.84 % (1088) 
A2: 10.39 % (1126) 

Salmivalli et al. (2005) 
[カテゴリー 6] 

４年生 
B: M.15 (.36) 389 
L: M .08 (.26) 247 
H: M.03 (.18) 125 
 
５年生 
B: M .11 (.32) 417 
L: M .12 (.32) 258 
H: M .07 (.25) 131 

４年生 
B: M .14 (.34) 389 
L: M .10 (.29) 247 
H: M .06 (.24) 125 
 
５年生 
B: M .13 (.33) 417 
L: M .11 (.32) 258 
H: M .07 (.26) 131 

Whitney et al. (1994) 
[カテゴリー 6] 

プライマリースクール 
B: 10.0% (2519) 
A: 8.4% (2370) 
 
セカンダリースクール 
B: 6.2% (4103) 
A: 4.3% (4612) 

プライマリースクール 
B: 26.0% (2523) 
A: 23.1% (2380) 
 
セカンダリースクール 
B: 10.0% (4116) 
A: 9.2% (4620) 

 
注釈: E = Experimental（実験群）, C = Control（コントロール群）, B = Before（事前）, A = After（事後） 
(A1, A2, A3, A4 = ポストテスト 1, 2, 3, 4). M = Mean（平均） (カッコ内は SD,その後ろは N). LOR = 
Logarithm of odds ratio（オッズ比の対数）, SE = Standard error（標準誤差）. E1, E2, E3, C1, C2, C3 = 実験

群の３校、コントロール群の３校. F1, F2, F3 = ３年間それぞれの秋. S1, S2, S3 = ３年間それぞれの春. L, H = 
実施弱、実施強. NA = Not available（入手不可能）. ET = Treatment with support（支援有り処遇）. EW = 
Treatment without support（支援無し処遇）． カテゴリー 6 = サンプルサイズ 200 以上でいじめのアウトカム

尺度が自己申告の評価研究、カテゴリー 5 =  サンプルサイズ 200 未満でかつ（あるいは）自己申告以外のいじ

めのアウトカム尺度が使われている評価研究;、? = 筆者による推定値 
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11.8 表８：いじめについての効果サイズ 

 
 
 
プロジェクト OR CI Z P 
無作為化試験 

Baldry & Farrington (2004) 
Beran & Shapiro (2005)* 
Boulton & Flemington (1996)* 
Cross et al. (2004) 
De Rosier (2004) 
Fekkes et al. (2006) 
Fonagy et al. (2009) 
Frey et al. (2005) 
Hunt (2007) 
Jenson & Dieterich (2007) 
Karna et al. (2009) 
Meyer & Lesch (2000)* 
Rosenbluth et al. (2004) 
Sprober et al. (2006)* 
加重平均 (Q = 15.83, ns) 

 
1.14 
1.14 
0.93 
0.77 
0.87 
1.12 
1.66 
1.04 
1.46 
1.17 
1.38 
0.68 
0.99 
0.95 
1.10 

 
0.51 – 2.58 
0.53 – 2.46 
0.38 – 2.27 
0.51 --1.15 
0.63 – 1.21 
0.74 – 1.69 
1.10 – 2.50 
0.81 – 1.34 
0.93 – 2.28 
0.57 – 2.41 
0.92 – 2.06 
0.16 – 2.90 
0.63 – 1.58 
0.63 – 1.45 
0.97 – 1.26 

 
0.32 
0.34 
- 0.16 
-1.28 
-0.82 
0.53 
2.41 
0.31 
1.66 
0.44 
1.58 
- 0.52 
-0.03 
- 0.23 
1.44 

 
ns 
ns 
ns 
ns 
ns 
ns 
.016 
ns 
.097 
ns 
ns 
ns 
ns 
ns 
ns 

事前事後・実験コントロール 

Alsaker & Valkanover (2001) 
Andreou et al. (2007) 
Ciucci & Smorti (1998) 
Evers et al. (2007) 
Gini et al. (2003)* 
Gollwitzer et al. (2006)* 
Martin et al. (2005)* 
Melton et al. (1998) 
Menard et al. (2008) 
Menesini et al. (2003) 
Olweus/Bergen 2 
Pepler et al. (2004) 
Rahey & Craig (2002) 
Rican et al. (1996) 
加重平均 (Q = 6.24, ns) 

 
1.15 
1.75 
1.20 
1.65 
0.76 
1.23 
2.56 
1.52 
1.74 
1.60 
1.79 
1.69 
1.19 
2.52 
1.60 

 
0.55 – 2.40 
1.20 – 2.57 
0.58 – 2.47 
1.15 – 2.36 
0.15 – 3.84 
0.63 – 2.42 
0.33 – 9.63 
1.24 – 1.85 
1.45 – 2.09 
0.81 – 3.16 
0.98 – 3.26 
1.22 – 2.35 
0.70 – 1.99 
0.60 – 0.52 
1.45 – 1.77 

 
0.36 
2.87 
0.49 
2.72 
- 0.32 
0.61 
0.90 
4.10 
5.98 
1.34 
1.90 
3.12 
0.64 
1.27 
9.07 

 
ns 
.004 
ns 
.007 
ns 
ns 
ns 
.0001 
.0001 
ns 
.057 
.002 
ns 
ns 
.0001 

その他の実験コントロール 

Galloway & Roland (2004) 
Kaiser-Ulrey (2003)* 
Ortega et al. (2004) 
Raskauskas (2007) 
加重平均 (Q = 1.95, ns) 

 
1.20 
0.76 
1.63 
1.20 
1.20 

 
0.91 – 1.59 
0.33 – 1.76 
0.84 – 3.14 
1.01 – 1.42 
1.04 – 1.38 

 
1.27 
- 0.64 
1.45 
2.11 
2.57 

 
ns 
ns 
ns 
.035 
.010 
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年齢コホートデザイン 

Ertesvag & Vaaland (2004) 
Olweus/Bergen 1 
Olweus/Oslo1 
Olweus/New National 
Olweus/Oslo2 
O’Moore & Minton (2004) 
Pagliocca et al. (2007) 
Salmivalli et al. (2005) 
Whitney et al. (1994) 
加重平均 (Q = 14.99, p = .059) 

 
1.34 
1.69 
2.14 
1.78 
1.75 
2.12 
1.30 
1.31 
1.33 
1.51 

 
1.13 – 1.58 
1.25 – 2.28 
1.18 – 3.87 
1.54 – 2.06 
1.35 – 2.26 
0.81 – 5.55 
0.93 – 1.83 
1.07 – 1.61 
1.12 – 1.60 
1.35 – 1.70 

 
3.35 
3.43 
2.51 
7.81 
4.27 
1.53 
1.54 
2.56 
3.17 
7.10 

 
.0008 
.0006 
.012 
.0001 
.0001 
ns 
ns 
.010 
.002 
.0001 

加重平均 (Q = 70.89, p = 0001) 1.36 1.26 – 1.47 7.86 .0001 
注釈: OR = オッズ比; CI = 信頼区間; * 初期 N < 200 
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11.9 表９：被害化についての効果サイズ 

 
 
 
プロジェクト OR CI Z P 
無作為化試験 

Baldry & Farrington (2004) 
Cross et al. (2004) 
De Rosier (2004) 
Fekkes et al. (2006) 
Fonagy et al. (2009) 
Frey et al. (2005) 
Hunt (2007) 
Jenson & Dieterich (2007) 
Karna et al. (2009) 
Rosenbluth et al. (2004) 
Sprober et al. (2006)* 
加重平均(Q = 17.94, p = .056) 

 
1.69 
1.07 
1.04 
1.25 
1.39 
1.09 
1.26 
1.63 
1.55 
0.70 
1.15 
1.17 

 
0.76 – 3.78 
0.79 – 1.43 
0.75 – 1.45 
0.95 – 1.65 
1.02 – 1.91 
0.76 – 1.56 
0.67 – 2.36 
0.78 – 3.41 
1.28 – 1.88 
0.50 – 0.97 
0.64 – 2.09 
1.00 – 1.37 

 
1.29 
0.42 
0.24 
1.61 
2.07 
0.44 
0.71 
1.31 
4.49 
-2.14 
0.47 
1.96 

 
ns 
ns 
ns 
ns 
.038 
ns 
ns 
ns 
.0001 
.032 
ns 
.050 

事前事後実験コントロール 

Alsaker & Valkanover (2001) 
Andreou et al. (2007) 
Bauer et al. (2007) 
Beran et al. (2004)* 
Ciucci & Smorti (1998) 
Evers et al. (2007) 
Fox & Boulton (2003)* 
Gini et al. (2003)* 
Gollwitzer et al. (2006)* 
Martin et al. (2005)* 
Melton et al. (1998) 
Menard et al. (2008) 
Menesini et al. (2003) 
Olweus/Bergen 2 
Pepler et al. (2004) 
Rahey & Craig (2002) 
Rican et al. (1996) 
加重平均 (Q = 29.02, p = .024) 

 
3.14 
1.48 
1.01 
1.04 
1.21 
1.79 
0.71 
0.40 
1.38 
1.97 
1.06 
1.26 
1.42 
1.43 
0.94 
0.79 
2.46 
1.22 

 
1.52 – 6.49 
1.01 – 2.16 
0.85 – 1.18 
0.28 – 3.88 
0.70 – 2.12 
1.23 – 2.60 
0.14 – 3.71 
0.12 – 1.40 
0.70 – 2.72 
0.23 – 6.78 
0.91 – 1.23 
1.05 – 1.51 
0.84 – 2.39 
1.04 – 1.95 
0.71 – 1.24 
0.47 – 1.33 
0.62 – 9.73 
1.06 – 1.37 

 
3.09 
1.99 
0.06 
0.06 
0.69 
3.06 
- 0.40 
- 1.43 
0.94 
0.62 
0.70 
2.48 
1.32 
2.23 
-0.42 
-0.87 
1.28 
2.72 

 
.002 
.047 
ns 
ns 
ns 
.002 
ns 
ns 
ns 
ns 
ns 
.013 
ns 
.026 
ns 
ns 
ns 
.007 

その他の実験コントロール 

Galloway & Roland (2004) 
Kaiser-Ulrey (2003)* 
Ortega et al. (2004) 
Raskauskas (2007) 
加重平均 (Q = 5.98, ns) 

 
1.59 
0.65 
2.12 
1.35 
1.43 

 
1.20 – 2.11 
0.28 – 1.50 
1.15 – 3.91 
1.14 – 1.60 
1.11 – 1.85 

 
3.26 
- 1.02 
2.40 
3.54 
2.73 

 
.001 
ns 
.016 
.0004 
.006 
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年齢コホートデザイン 

Ertesvag & Vaaland (2004) 
Olweus/Bergen 1 
Olweus/Oslo 1 
Olweus/New National 
Olweus/Oslo 2 
O’Moore & Minton (2004) 
Pagliocca et al. (2007) 
Salmivalli et al. (2005) 
Whitney et al. (1994) 
加重平均 (Q = 57.04, p < .0001) 

 
1.18 
2.89 
1.81 
1.59 
1.48 
1.99 
0.92 
1.30 
1.14 
1.44 

 
0.99 – 1.39 
2.14 – 3.90 
1.23 – 2.66 
1.45 – 1.73 
1.25 – 1.77 
0.98 – 4.07 
0.71 – 1.21 
1.06 – 1.60 
1.00 – 1.29 
1.21 – 1.72 

 
1.88 
6.93 
3.03 
10.18 
4.44 
1.89 
- 0.57 
2.47 
2.01 
4.15 

 
.060 
.0001 
.002 
.0001 
.0001 
.059 
ns 
.014 
.044 
.0001 

加重平均 (Q = 129.82, p < .0001) 1.29 1.18 – 1.42 5.61  .0001 
注釈: OR = オッズ比; CI = 信頼区間; * Initial N < 200 
 
 

 
11.10 表 10：無作為割付の単位* 

 
 
子ども: 
De Rosier (2004) => 11 校それぞれから実験群の生徒 18 人（N = 381） 
Beran & Shapiro (2005) => 2 校それぞれから実験群の生徒 66 人（N = 129） 
Boulton & Flemington (1996) => 1 校から実験群の生徒 84 人（N = 164） 
Meyer & Lesch (2000) => 3 校から実験群の生徒 18 人（N = 36） 

 
クラス: 
Baldry & Farrington (2004) => 10 クラス (N = 224) 

 
学校: 
Cross et al. (2004) => 29 校 (N = 1957) 
Fekkes et al. (2006) => 50 校 (N = 2221) 
Fonagy et al. (2009) => 実験 1 の条件に 3 校、実験 2 の条件に 3 校（N = 実験 1 の条件とコン

トロール群で N = 923） 
Frey et al. (2005) => 6 校 (N = 1126) 
Hunt (2007) => 7 校 (N = 400) 
Jenson & Dieterich (2007) => 28 校 (N = 668) 
Karna et al. (2009) => 78 校(N =5641) 
Rosenbluth et al. (2004) => 12 校 (N = 1763) 
Sprober et al. (2006) => 3 校(N = 144) 

 
* N は、実験条件とコントロール条件の生徒を合計した全サンプルサイズを示している 
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11.11 表 11：プログラム要素とその頻度 

 
 

要素           頻度* 
 

1. 全校的ないじめ対策方針         26 
2. クラスのルール          31 
3. スクールカンファレンス/子どもへのいじめに関する情報を提供する集会   21 
4. カリキュラムの教材         34 
5. クラス運営          29 
6. 専門家間の協同によって行うグループワーク      24 
（例：教師、カウンセラー、インターン間） 

7. いじめっことの作業         25 
8. 被害者との作業          25 
9. 友人との作業          16 
（例：仲間同士による仲裁、ピアメンタリング、第三者としてのピアグループの圧力） 
10. 教師向け情報          39 
11. 親向けの情報          30 
12. 遊び場の監督強化         12 
13. 懲罰的方法          13 
14. 非懲罰的方法（例：Pikaas、No Blame）      11 
15. 修復的司法のアプローチ           0 
16. 学校裁判所            0 
17. 教師の研修          30 
18. 親の研修／懇談会         17 
19. ビデオ           21 
20. バーチャル・リアリティ・コンピュータ・ゲーム        3 

 
* 44 件の評価研究からの数字 
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11.12 表 12：いじめとの有意な関係 

 
 

 
    Cat (N) OR (Q) Cat (N) OR (Q) QB P 

 
プログラムの要素 
親の研修／懇談会  No (24) 1.25 (ns)  Yes (17) 1.57 (ns) 19.61 .0001 
遊び場の監督   No (30) 1.29 (.038) Yes (11) 1.53 (ns) 18.65 .0001 
子ども向け介入の強度  19-(19) 1.25(ns)  20+ (13) 1.62 (.0002) 18.19 .0001 
教師向け介入の強度  9- (16) 1.19 (ns)  10+ (20) 1.52 (.015) 17.68 .0001 
子ども向け介入の期間  240- (20) 1.17 (ns) 270+ (20) 1.49 (.017) 16.59 .0001 
懲罰的方法   No (28) 1.31 (.058) Yes (13) 1.59 (ns) 13.18 .0003 
教師向け介入の期間  3- (19) 1.22(ns)  4+ (19) 1.50 (ns)  12.73 .0004 
クラス運営   No (13) 1.15 (ns)  Yes (28) 1.44 (.001)  7.91 .005 
教師の研修   No (13) 1.24 (ns)  Yes (28) 1.46 (.002)  7.43 .006 
クラスのルール   No (11) 1.15 (ns)  Yes (30) 1.44 (.003)    7.41 .006 
全校の方針   No (17) 1.19 (ns)  Yes (24) 1.44 (.002)  7.12 .008 
スクールカンファレンス No (21) 1.30 (.044) Yes (20) 1.49 (.032)       6.98 .008 
全ての要素   10- (23) 1.30 (ns)  11+ (18) 1.48 (.016)  6.79 .009 
Olweus に基づいた介入  No (25) 1.31 (.037) Yes (16) 1.50 (.031)  6.45 .011 
親向けの情報   No (13) 1.21 (ns)  Yes (28) 1.44 (.001)  6.20 .013 
協力的グループワーク  No (19) 1.31 (ns)  Yes (22) 1.48 (.0004)  5.54 .019 
 
デザインの特徴 
子どもの年齢   10- (18) 1.22 (ns)  11+ (23) 1.50 (ns) 14.95 .0001 
アウトカム尺度   Other (31) 1.32 (.036) 2+ M (10) 1.64 (ns) 13.92 .0002 
出版年    04+ (25) 1.31 (.015) 03- (16) 1.56 (ns)  11.07 .0009 
ノルウェーのプログラム Rest (34) 1.33 (.039) Nor (1) 1.58 (.058) 10.15 .001 
ヨーロッパのプログラム Rest (17) 1.33 (.001) EU (24) 1.46 (ns)  3.41 .065 
サンプルサイズ   899- (21) 1.26 (.0004) 900+ (20) 1.43 (ns) 3.29 .070 

 
注釈: Cat = 変数のカテゴリー; OR = 加重平均オッズ比; QB = 群間の異質性; 期間は日数；強度は時間数；アウ

トカム尺度の 2+M は、１月あたり２回以上 (対その他の尺度); (Q)は、各カテゴリーについての Q 統計量の有意

性を示している; ns = 非有意 
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11.13 表 13：被害化との有意な関係 

 
 

 
    Cat (N) OR (Q)  Cat (N) OR (Q) QB P 

 
プログラムの要素 
友人との作業   No (25) 1.39 (.0001)  Yes (16) 1.13 (.016) 19.34 .0001 
懲罰的方法   No (28) 1.21 (.005)  Yes (13) 1.44 (.0001) 18.41 .0001 
親の研修／懇談会  No (24) 1.20 (ns)   Yes (17) 1.41 (.0001) 14.75 .0001 
教師向け介入の期間  3- (18) 1.18 (ns)   4+ (20) 1.41 (.0001) 12.84 .0003 
ビデオ    No (22) 1.17 (.002)  Yes (19) 1.38 (.0001)  12.36 .0004 
協力的グループワーク  No (18) 1.20 (.028)  Yes (23) 1.38 (.0001) 10.82 .001 
子ども向け介入の期間  240- (20) 1.15 (.007)  270+ (20) 1.35 (.0001) 10.81 .001 
子ども向け介入の強度  19- (18) 1.21 (ns)  20+ (14) 1.42 (.0008)  9.40 .002 
教師向け介入の強度  9- (15) 1.22 (ns)   10+ (21) 1.37 (.0001)  4.83 .028 
 
デザインの特徴  
アウトカム尺度  Other (31) 1.18 (.008)  2+ M (10) 1.57 (.0001) 43.58 .0001 
ノルウェー   Rest (34) 1.18 (.002)  Nor (7) 1.55 (.0001) 40.97 .0001 
アメリカ・カナダ以外  US/Can (14) 1.06(.024) Rest (27) 1.42 (.0001) 39.21 .0001 
ヨーロッパ   Rest (17) 1.11 (.011)  EU (24) 1.44 (.0001) 36.83 .0001 
デザイン   12 (28) 1.16 (.010)  34 (13) 1.41 (.0001) 19.80 .0001 
出版年    04+ (26) 1.21 (.005)  03- (15) 1.42 (.0001) 15.07 .047 
子どもの年齢   10 – (18) 1.22 (.016)  11+ (23) 1.34 (.0001)  3.93 

 
注釈: Cat = 変数のカテゴリー; OR = 加重平均オッズ比; QB = 群間の異質性; 期間は日数；強度は時間数；アウ

トカム尺度の 2+M は、１月あたり２回以上 (対その他の尺度); (Q)は、各カテゴリーについての Q 統計量の有意

性を示している; ns = 非有意 
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11.14 表 14：重み付け回帰分析の結果 

 
 
 B  SE (B) Z  P 
いじめの効果サイズ 
 
(a) 20 要素のみ 
親の研修／懇談会 
懲罰的方法 
 
(b) 全要素 
子ども向けプログラムの強度 
親の研修／懇談会 
 
被害化の効果サイズ 
 
(a) 20 要素のみ 
友人との作業 
ビデオ 
懲罰的方法 
 
(b) 全要素 
友人との作業 
子ども向けプログラムの期間 
ビデオ 

 
 
 
.1808 
.1178 
 
 
.1726 
.1594 
 
 
 
 
- .2017 
.1285 
.1102 
 
 
- .2362 
.1498 
.1338 

 
 
 
.0557 
.0582 
 
 
.0675 
.0635 
 
 
 
 
.0478 
.0505 
.0469 
 
 
.0480 
.0536 
.0491 

 
 
 
3.25 
2.02 
 
 
2.56 
2.51 
 
 
 
 
4.22 
2.55 
2.35 
 
 
4.93 
2.79 
2.73 

 
 
 
.001 
.043 
 
 
.010 
.012 
 
 
 
 
.0001 
.011 
.019 
 
 
.0001 
.005 
.006 
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11.15 図１：期間ごとの各カテゴリーの報告書数 
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11.16 図２：評価研究の重要な特徴 

 
 
 
研究:↓          要素:→ N.C. T.O. D.C. I.C. D.T. I.T. O.M. S.S. P.D. A.A. I.L. M.D. 

無作為化試験 

Baldry & Farrington, 2004 A D E G × × M O R T V Y 

Beran & Shapiro, 2005 A D E G × × M O R S W2 Y 

Boulton & Flemington, 1996 A D E G × × M O Q T V Y 

Cross et al., 2004 B D F G I K M P R S W2 Y 

De Rosier, 2004 A D E G × × M O R S W1 Y 

Fekkes et al., 2006 A C F H I ■ M P R S V Y 

Fonagy et al., 2009 B D F ■ I ■ M P R S W1 Y 

Frey et al., 2005 A D E G × K M P R S W1 Y 

Hunt, 2007 A D E G × × M O R T W2 Y 

Jenson & Dieterich, 2007 A D F H × × M O R S W1 Y 

Meyer & Lesch, 2000 A D E H × × M O Q T W2 Y 

Rosenbluth et al., 2004 B C E G I L M P R T W1 Y 

Salmlvalli et al., 2009 B D F H J L N P R T V Y 

Sprober et al., 2006 B C E G J K N O R T V Y 

事前事後・実験コントロール比較 

Alsaker & Valkanover, 2001 A D E G J L M O Q S V Y 

Andreou et al., 2007 A D E G J L M O R S V Y 

Bauer et al., 2007 B C E G J K M P R T W1 Y 

Beran et al., 2004 A D E G I K M O R T W2 Y 

Ciucci & Smorti, 1998 A D F ■ I ■ M O Q S V Y 

Evers et al., 2007 A D ■ G × × M P R T W1 Y 

Fox & Boulton, 2003 A D E G × × M O Q S V Y 

Gini et al., 2003 A C E G J L M O Q S V Y 

Gollwitzer et al., 2006 A D F G × × M O R T V Y 

Martin et al., 2005 A D E H × × M O R T V Y 

Melton et al., 1998 B C F H ■ ■ M P Q T W1 Y 

Menard et al., 2008 A D F G ■ L M P R T W1 Y 

Menesini et al., 2003 B D E H J L M O Q T V Y 

Bergen 2 [1997-1998] B C E H J L N P Q T U Y 

Pepler et al., 2004 B C F ■ J K M O R S W2 Y 

Rahey & Craig, 2002 B D E G I ■ M O Q S W2 Y 

Rican et al., 1996 A C E ■ × × M O Q S V Y 

その他の実験コントロール比較 

Galloway & Roland, 2004 A D F ■ J L M P R S U Z 

Kaiser-Ulrey, 2003 B C E H J K M O Q T W1 Z 

Ortega et al., 2004 B D F H J L N P R T V Z 

Raskauskas, 2007 A D E G × × M P R S W2 Z 

年齢コホートデザイン 

Ertesvag & Vaaland, 2007 B D F ■ J L M P R T U Z 

Bergen 1 [1983-1985] B C F H J L N P Q T U Z 

Oslo 1 [1999-2000] B C F H J L N P Q T U Z 

National Norway [2001-2007] B C F H J L N P Q T U Z 

Oslo 2 [2001-2006] B C F H J L N P Q T U Z 
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O’Moore & Minton, 2004 A D E ■ J L N O R S V Z 

Paglioca et al., 2007 B C F H J L N P R S W1 Z 

Salmivalli et al., 2004 A C F ■ J L M P R T V Z 

Whitney et al., 1994 B C F ■ × × M P Q T V Z 

 
注釈: N.C. = 介入の構成要素の数［A = 10 以下、B = 11 以上］、T.O. = 理論的志向［C = Olweus をベースとす

るか影響を受けている、D = Olweus とは異なる］、D.C. = 子どもに対する介入の期間［E = 240 日以下、F = 
270 日以上］、I.C. = 子どもに対する介入の強度［G = 19 時間以下、H = 20 時間以上］、D.T. = 教師に対する介

入の期間［I = ミーティング 3 日以下、J = ミーティング 4 日以上］、I.T. = 教師に対する介入の強度［K = 9 時

間以下、L = 10 時間以上］；O.M. = アウトカム尺度［M = 平均、有病率、その他の尺度；N = 月に２回以上］、

S.S. = サンプルサイズ［O = 899 以下、P = 900 以上］、P.D. = 出版年［Q = 2003 年以前、R = 2004 年以後］、

A.A. = 平均年齢［S = 10 歳以下、T = 11 歳以上］、I.L. = 介入の場所［U = ノルウェー、V = ヨーロッパの別の

場所、W1 = アメリカ、W2 = ヨーロッパとアメリカ以外の場所］、M.D. = 方法論のデザイン［Y = 無作為化試

験あるいは事前事後実験コントロール比較、Z = その他の実験コントロール比較あるいは年齢コホートデザイン］、

× = 介入要素ではない、 ■ = 欠損値 
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11.17 図３：介入の要素 

 
 
研究:↓          要素:→ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

無作為化試験 

Baldry & Farrington, 2004 × × ✓ ✓ × × × × × ✓ × × × × × × × × ✓ × 

Beran & Shapiro, 2005 × × × × × × × × × × × × × × × × × × ✓ × 

Boulton & Flemington, 1996 × × × × × × × × × × × × × × × × × × ✓ × 

Cross et al., 2004 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × ✓ × × ✓ × ✓ × 

De Rosier, 2004 × × × ✓ × ✓ ✓ ✓ × × × × × × × × × × × × 

Fekkes et al., 2006 ✓ ✓ ✓ ✓ × × × × × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ × × ✓ 

Fonagy et al., 2009 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × ✓ × × ✓ ✓ ✓ × 

Frey et al., 2005 ✓ ✓ × ✓ ✓ × ✓ ✓ × ✓ ✓ × × × × × ✓ × ✓ × 

Hunt, 2007 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × × × ✓ ✓ × × × × × × × × × 

Jenson & Dieterich, 2007 × × ✓ ✓ × × × × × ✓ × × × × × × × × × × 

Meyer & Lesch, 2000 × × × × × ✓ ✓ × × × × × × ✓ × × × × × × 

Rosenbluth et al., 2004 ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × × × ✓ ✓ × × 

Salmlvalli et al., 2009 ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ × × ✓ ✓ ✓ ✓ 

Sprober et al., 2006 × ✓ × ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ × × ✓ ✓ ✓ × 

事前事後・実験コントロール比較 

Alsaker & Valkanover, 2001 × ✓ × × ✓ × × × × ✓ ✓ × × ✓ × × ✓ ✓ × × 

Andreou et al., 2007 × ✓ × ✓ ✓ × × × × ✓ × × × × × × ✓ × × × 

Bauer et al., 2007 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ × × × × ✓ × × × 

Beran et al., 2004 ✓ × × ✓ × ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ × × ✓ × × ✓ × ✓ × 

Ciucci & Smorti, 1998 × × ✓ × × ✓ × × ✓ ✓ × × × × × × ✓ × × × 

Evers et al., 2007 × × × × × × × × × ✓ ✓ × × × × × × × ✓ ✓ 

Fox & Boulton, 2003 × × × × × ✓ × ✓ × × × × × × × × × × × × 

Gini et al., 2003 × ✓ ✓ ✓ × ✓ × × × ✓ × × × × × × ✓ × × × 

Gollwitzer et al., 2006 × ✓ × ✓ × × × × ✓ ✓ ✓ × × × × × × × × × 

Martin et al., 2005 × ✓ × ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × × × × × × × × 

Melton et al., 1998 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ × ✓ × 

Menard et al., 2008 ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ × × × × × ✓ ✓ × × 

Menesini et al., 2003 ✓ ✓ × × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × × × × ✓ ✓ × × 

Bergen 2 [1997-1998] ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × 

Pepler et al., 2004 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ × × 

Rahey & Craig, 2002 ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × × × × × ✓ ✓ × × 

Rican et al., 1996 × ✓ × ✓ ✓ × × × × ✓ × × ✓ × × × × × ✓ × 

その他の実験コントロール比較 

Galloway & Roland, 2004 × × × × × × × × × ✓ × × × × × × ✓ × × × 

Kaiser-Ulrey, 2003 × ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ × ✓ × × × ✓ × × × 

Ortega et al., 2004 ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × × ✓ × × ✓ × × × 

Raskauskas, 2007 ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ × × × × × × × ✓ × 

年齢コホートデザイン 

Ertesvag & Vaaland, 2007 ✓ ✓ ✓ × ✓ × ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ × × × × ✓ ✓ ✓ × 

Bergen 1 [1983-1985] ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × 

Oslo 1 [1999-2000] ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × 

National Norway [2001-2007] ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × 

Oslo 2 [2001-2006] ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × 

O’Moore & Minton, 2004 ✓ × ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × × ✓ × × ✓ ✓ × × 

Paglioca et al., 2007 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ × × × ✓ ✓ ✓ × 
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Salmivalli et al., 2004 ✓ ✓ × ✓ ✓ × ✓ ✓ × ✓ × × × ✓ × × ✓ × × × 

Whitney et al., 1994 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ × ✓ × × × × ✓ × 

 
注釈: 1 = 全校的ないじめ対策方針、2 = クラスのルール、3 = いじめについての情報を生徒に提供するスクール

カンファレンス、4 = カリキュラム教材、5 = クラス運営、6 = 専門家の間で協同により行うグループワーク

［例：教師、カウンセラー、インターン間］、7 = いじめっことの作業、8 = 被害者との作業、9 = 友人との作業

［例：仲間同士による仲裁、ピアメンタリング、第三者としてのピアグループの圧力］、10 = 教師向けの情報、

11 = 親向けの情報、12 = 遊び場の監督強化、13 = 懲罰的方法、14 = 非懲罰的方法［例：「Pikas」や「No 
Blame」］、15 = 修復的司法のアプローチ、16 = 学校裁判、17 = 教師の研修、18 = 親の研修、19 = ビデオ、

20 = バーチャルリアリティーの環境／コンピュータゲーム 
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11.18 図 4：いじめについてのフォレスト・グラフ 
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11.19 図５：被害化についてのフォレスト・グラフ 
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11.20 図６：いじめについてのファンネル・プロット 

 
 

 
 
 

 
11.21 図７：被害化についてのファンネル・プロット 

 
 

 
  


